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第1章研究の目的と万法
［illlllE　＝＝
　わが国の総人ロは2006年にピークに達した後長期の減少過程に入ったため、将来的に
住宅需要の構造的な変化が現れてくるのは必至である。このような住宅需要の構造的変化
と、有限の資源問題、地球環境問題によって、住宅生産は、「つくっては壊す」フロー一｝肖費
型から「いいものをつくり、きちんと手入れし、長く大切に使う」ストック型への転換が
急務であるとされている。具体的には新築マーケットへの産業集中からストックを再生し
有効利用してゆくことへの比重の移行という構造的な変化である。この変化が実際どのよ
うに生起するかを正確に予測するには、住宅着工数、ストック住宅数に関する統計データ
を利用するだけでは不十分であり、他に人ロ動態や経済成長率、居住水準等を織り込んだ
連関モデルを構築しなければならない。
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図1－d　将来推計人ロ
　筆者らは過去に、住宅生産投資、住宅需要、居住水準、住宅ストックの状況の4フレー
ムを持つシステムダイナミクスモデルによって将来50年間にわたる住宅需給の様態を分
析し、もし当時の年間150万戸という新設住宅着工水準が維持されるためには年率5％の
経済成長が前提となると同時に住宅寿命（ストック数／新設数）は約35年という相変わら
ず短い値に保たれなくてはならないこと、また経済成長が年率2％に減速するならば年間
新設住宅数は50万戸まで減ずる可能性が高いこと等を明らかにした。
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第1章研究の目的と方法
　この結果は概略妥当と思われるが、現実に生起し、また今後生起する状況を表現するに
はなお検討の余地があった。例えば住宅投資については、新築とそれ以外への配分が今後
どのように推移するかを見極める必要がある。必要な住宅数は、一方で住宅寿命や空家率
をどのように見込むかという問題に、また他方で高齢社会における居住の様態や水準をど
のように想定するかに深く関係しているeさらに、空家率や住宅寿命は、地域間の人ロ移
動、所得等の地域格差、住宅ストックの地域特性（構法・年齢・規模等による内訳）など
地域ごとの特性を持つ。これらは、高齢化による社会構造の変化、産業構造の変化の影響
をモデルに取り込むために最低限必要な変数である。本研究は、最終的にこれらを含むシ
ステムダイナミクスモデルを構築して将来の住宅需給を予想し、あるいは関連して今後顕
在化する問題を検討することを目的としている。
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図1　－2　4フレームをもつシステムダイナミクスモデル
　本論文は、その第一段階として、住宅・土地統計調査（総務省統計局）に含まれる住宅ス
トック統計を一元的に用いて住宅寿命を算出する方法を提案・評価し、日本の住宅寿命の
変化の状況を明らかにすると共に、その変化の意味について考察した結果をまとめたもの
である。この結果、住宅寿命に係る諸問題を整理し、人O減少、生産人ロ減少、老齢化、
新設住宅着工の低下など住宅生産をとりまく状況に関する提言を行なうe
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第1章研究の目的と方法
［lllllll！　：
人ロ減少と住宅需給
　わが国の住宅ストック量は、世帯数約4700万世帯に対して、約700万戸多い5400
万戸に達しており、量的には充足した状況にある。一方、人ロは既に減少局面に入り、本
格的な少子高齢化と人ロ・世帯数の減少が住宅需要に与えるインパクトはきわめて大きい。
さらに、近年大都市への人ロ移動がみられ、需要、供給、生産の側面における地域間格差
も問題になってきている。
　このような状況下、「200年住宅」を目指す政庖政策に代表されるように、住宅の長寿命
化が誘導されているが、本研究によれば、
①大都市圏では、比較的旺盛な住宅の建替え、新規供給によって、寿命は短く保たれてい
　る傾向にあるe
②人ロ減少が顕著な地域では、現時点においても住宅寿命が伸びている。
このことは、持続可能な日本のハウジングの行方を予測し対策を考えるためには、ストッ
クの質と量を検討する必要があるということを示している。特に
「居住ニーズと住宅のミスマッチ」
「地域悶格差」
をふまえた検討は重要であるeこのような認識から、本研究を取り巻く背景には3つの課
題があると考えられる。この3つの課題に答えることで、人ロ減少時代の住宅供給の地域
性を明らかにし、地域ニーズに応じた住宅生産、維持体制を提示することが出来ると考え
る。本研究はこの課題の答えの一部を担う。
①統計指標による住宅供給地域特性の分析方法の構築と地域類型抽出
　人ロ動態および住宅のフローとストックに関する基本的なデータを変数そして、住宅寿
命等の地域特性、その変化を分析・説明するための理論的枠組みを構築する。次いで、この
手法を地域レベルで適用し、大都市圏・人ロ減少地域の地域特性を明らかにするeその結果、
限界集落を含む過疎地域・人ロ集中地域を両極とする地域累計が抽出されると同時に、各類
型の特性を表す住宅需給指標群が明らかにされる。
②住宅需給動向の地域類型を説明するシステムダイナミクスモデルの構築
①で特定された地域に対して、さらに家計や住宅投資の新築維持修繕投資に比率等の変
数を加え、過疎地域・人日集中地域などの各地域類型の住宅需給を説明するシステムダイナ
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第1章　研究の自的と応法
ミクスモデルを構築する。これによって、①で抽出された特定指標群が詳細に意味付けら
れ、また、地域特性の発現に関する説明がなされる。
③地域類型に応じた住宅生産維持システムの将来像の提示
　②により、代表的な地域類型について将来の住宅投資（維持修繕活動を含む）の内容水
準とその将来予測が明らかにされる。その結果に地域の住宅産業に対する現状調査を重ね、
それぞれの地域特性に応じた住宅生産・維持産業のあり方を考察し、必要な対策を提示する。
研究動向とこれまでの研究
国外においては、近年縮小都市に関する研究は多いが、少子高齢化・成長鈍化という状況下、
人ロ動態や各種経済指標を織り込んで総合的に一国ないしは一地域の住宅需給を予測した
事例はない。また、国内においても、住宅供給量の将来予測を扱った研究事例は散見され
るが、地域格差や各種経済指標を関連付けた総合的な検討は行なわれていない。これまで、
自主研究としてこの問題に取り組み、1996年にはシステムダイナミクスモデルによる住
宅需給量の予測を行なったが、これがマクロな経済指標を用いて総合的に住宅需給の予測
を行なった研究としては最初のものである。
研究の展開
今般、産業構造の変化やそれに伴う地方の衰退により地域間格差がいっそう顕著になりつ
つあることから、地域の住宅需給動向とその意味するところを的確に表す統計データから
地域類型を抽出し、代表的な類型に関するシステムダイナミクスモデルによる検討を行な
うことで、地域特性に応じた今後の住宅政策や住宅生産システムのあり方を考える上で有
効な手法を確立したい。
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第1章　研究の目的と方法
　住宅寿命を簡便に示すには住宅ストック数を新築（あるいは滅失）住宅数で除した値が
用いられる。例えば、2003年のその値は46年であるが、これを国際的に比較してわが
国の住宅寿命は短いという指摘の根拠とされる。しかし、この「寿命」は厳密には世帯数
や空家率等が一定の均衡状態であることを前提としたときのみに成り立つ不正確な概念で
あり、値である。
ストック戸数をフロー戸数で除した値（年）の国際比較
　　　　　　　　50　　　　　　100　　　　　　150　　　　　　200　　　　　　250
出展：「B”lletin　of　Heusing　Statistics　fer　Europe　end　North　Arnerice」（国連）．「住宅統計餌査」（総務省）
図2－1　ストックをフローで除した値の国際比較
　住宅のフローに関する統計データの代表的なものとしては住宅着工統計（国±交通省）
が、またストックに関するものとしては住宅土地統計調査（総務省統計局）がある。これ
らによって住宅寿命を詳細に分析することが考えられるが、両統計には調査方法・対象・
時期に違いがあり、その結果データの整合性がないために有効に用いられたことはない。
住宅寿命を正確に算定するにはある群に属する個々の住宅の建設、滅失に関する完全なデ
ータセットが！必要であるが、そのようなデータの存在は限られる。固定資産台帳などのデ
ータを用いて住宅寿命を推計した加藤・小松らによる一連の研究はその代表的なものであ
り、厳密に建築物の寿命を考究した研究事例としては唯一のものといってよい。
　本論文のrg－一の目的は、ストックに関する住宅・土地統計調査にすでに十分なデータの
蓄積があることから、これを一元的に用いた住宅寿命の算定の方法を示し、住宅寿命に係
る諸問題を検討する際にその算定方法を住宅寿命の評価法として利用できるようにするこ
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
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第1章　研究の目的と方法
とであるeその手順は次のとおりである。
①住宅土地統計調査から住宅建設年代にもとついたコーホート群を抽出し、そのデータに
　加藤・小松らの研究で用いられたカプラン・マイヤー法を適用して、各コーホートの「残
　存率」、各調査年の「残存曲線」を求め、「残存曲線」が50％になる値を住宅の「平均
　寿命」とした。
②①で得られた残存率とその変化の傾向を住宅建設と滅失に関するシステムダイナミク
　スモデルに適用し、実際の統計値と比較することによって「残存率」算定手法の妥当性
　を検証する。
③①と②で得られた残存率や住宅寿命に関し、その変化の傾向を考察する。
　以上によって、平均寿命の算定方法を提案し、平均寿命という「ものさし」を使用して、
構造別、建方別、所有関係別、地域別に住宅寿命を分析する。また、人口の増減と住宅寿
命の関連性について着目し、住宅寿命を決定する因子を整理し、今の状況が進行すると、
特に地域間格差によってどのような問題が起こりうるのかを、システムダイナミクスによ
って分析するデータ及び手法を確立し、住宅寿命に係る諸問題の提示と行なうことを目的
とする。
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第1章　研究の自的と方法
本研究で用いる主な統計資料
　本研究では、以下の統計資料を用いる、数値の取り扱い方法以下に示すが、詳細は各論
による。
住宅・土地統計調査（総務省統計局）
　住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の
保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査したもので、昭和23年以
来5年ごとに実施している抽出調査である。本研究においては、住宅・土地統計調査のデー
タを基本資料として、一元的に扱った。
住宅着工統計（国土交通省）
　着工建築物のうち、住宅の着工状況（建築物の数、床面積の合計、工事費予算額）を構
造、建て方、利用関係、資金等に分類して把握している。結果は、月ごと、年、年度ごと
に集計される。住宅・土地統計調査が5年に一回の調査であるために、それを補填する資料
として取り扱う。
国勢調査（総務省統計局）
　国勢調査は、我が国の人ロの状況を明らかにするため、大正9年以来ほぼ5年ごとに行
われており、平成d7年国勢調査はその18回目に当たる。国勢調査は、大正9年を初め
とする10年ごとの大規模調査と，その中間年の簡易調査とに大別され、平成17年国勢調
査は簡易調査であるeこの調査をベースとして、過去の人ロ、世帯数、世帯人員等を推計
した。
将来推計人ロ（人□問題研究所）
　国立社会保障・人ロ問題研究所では、国勢調査のデータを基に、全国の将来の出生、死亡、
および国際人ロ移動について仮定を設け、これらに基づいてわが国の将来の人ロ規模なら
びに年齢構成等の人ロ構造の推移について推計を行っている。推計の対象は、外国人を含
め、日本に常住する総人ロを対象とする。これは国勢調査の対象と同一の定義である。推
計の期間は、平成17（2005）年国勢調査を出発点として、平成67（2055）年までを
推計の期間とし、各年10月1日時点の人ロについて推計している。推計の方法は、人ロ
変動要因である出生、死亡、国際人ロ移動について年齢別に仮定を設け、コーホート要因
法により将来の男女別年齢別人ロを推計している。本研究においては、将来人ロのデータ
としてこの結果を活用している。
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第1章　研究の目的と方法
世帯数の将来推計（人ロ問題研究所）
　人O推計と同様に、国立社会保障人ロ問題研究所では、国勢調査のデータを基に、世帯
数の将来推計を2000｛平成12｝年から2025（平成37｝年までの25年間に対し，各年10
月1日現在について行っている。推計の主要な部分は世帯推移率法を採用し，日本の将来
推計人ロ｛平成14年1月推計｝を基礎として，国勢調査による一般世帯の2000年までの
世帯形成動向を将来に延長したものである．世帯数は住宅需要の側面で表すと「必要住宅
数」となり、本研究では重要なデータとなる。
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住宅土地統計調査と住宅着工統計
住宅土地統計調査と住宅着工統計のデータの相違
　住宅・土地統計調査は5年毎の抽出調査で、既存建物を対象としている。　1948年以来，
5年ごとに実施されており，最近では平成15年（2003年）に第12回の調査が行われ
ている。国勢調査区の中から全国平均約5．5分の1の割合で抽出された約15万7，000
単位区を調査地域としていて、昭和48年（1973年）調査からは沖縄県が調査の地域に
加えられている。また調査は，調査年の10月1日午前零時現在によって行われる。一方、
住宅着工統計は着工建築物のうち、住宅の着工状況（戸数、床面積の合計）を構造、建て
方、利用関係、資金等に分類して把握している。住宅着工統計の調査方法は、建築主が建
築物を建築しようとする場合は建築工事届を都道府県知事に届け出ることになっており、
その届け「建築工事届」が毎月集計されることに基づいて行なわれている。（10M2以下の
建築物は対象から除外されている。）また、住宅着工統計は着工時点の統計であるが、住宅
土地統計調査は入居後の結果であり、タイムラグが半年から1年以上生じる。調査集計方
法が全く異なるため当然のことながら、2つのデータにはずれが生じている。
住宅土地統計調査は抽出調査
　住宅着工統計は全数調査であるのに対して、住宅・土地統計調査は抽出調査である。そ
のため、データの取り扱いには注意を要する。住宅・土地統計調査は市区町村別に統計を
入手することが出来るが、細かい集計をすればするほど、不合理な結果が出てきてしまう
ことが多い。全国レベルや都道府県レベルのデータでは不合理な結果の出現率は比較的小
さい。このことを勘案して、データを取扱うことにした。
　住宅・±地統計調査における抽出調査の方法は、平成15年においては、平成12年国勢
調査区を基本として、都道府県、、市部、郡部、市、14大都市の区、大都市圏、都市圏及び
人ロ規模が一定以上の町村のそれぞれについて十分な結果精度が得られるよう地域ごとに
異なる抽出率を適用している。平成12年国勢調査の結果に基づき、主として「換算世帯数」、
「住宅の所有の関係別割合」及び「65歳以上親族のいる一般世帯数割合」により、24層
の調査区が設定されている。市、区及び人ロ1万5干以上の町村については市区町村ごと
に、人ロ1万5千末満の町村については都道府県ごとに，それぞれ定められた抽出率によ
り系統抽出される。抽出率は、各層ごとに1／2（・1　／20で設定されている。
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第2章　住宅寿命の算定
住宅土地統計調査の建設時期別住宅
　総務省統計局による住宅土地統計調査は、1948年以来，5年ごとに実施されており，
1958年以降は，全国を対象とする抽出調査として，毎回10月1B現在で実施されてき
た。調査期日において調査単位区内から抽出した住宅及び住宅以外で人が居住する建物並
びにこれらに居住している。本調査は抽出調査）であることと、調査票記入による調査で
あるため、実際との誤差が当然含まれる。これについては、住宅着工統計などの住宅土地
統計調査以外のデータと随時比較することによって結果の評価を行なったe
表2－1　住宅土地統計調査の建築時期別住宅数（2003年調査）
住 宅　の　種　類（2区分），
建 築　の　時　期（正3区分） 総 数
Type　of　dwelling　（2　groups）　and
yearof　construction　（13　groups）Total
全 国　　　　　　Japan
住 宅 総　　　　　　　数　　　　　　　　　　1）wellings 46，862，900
昭　和　25年　以　前9500r　earlie2，188，300
昭和26年　～　　　3541951～1960β86，100
昭和36年　～　　　45年1961～19704，480，000
昭和46年　～　　　55茸1971～19809，541，400
昭和56年　～　　　60年1981～19855．427βOO
昭和61年　～　平成2年1986～19906，092，100
平成3年　～　　　7葺1991～19955，940，000
平成8年　～　　　1041996～19984，369，900
平　　成　　II　　奪1999 1，205，900
平　　成　　12　　舟2000 1，247，100
平　　成　　13　　辱2001 L128，800
平　　成　　14　　母2002 LOOO，800
平成15年1月　～　9月JaH．～Sep．2003656，600
不　　　　　　　　論Not　reported2，198，300
文献：2003年住宅土地統計調査より
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
015
第2輩 住宅寿命の算定
表2－2住宅土地統計調査の建築時期別住宅数全デ タ
1，．．‘τ・「．右，、」餌査i年｛i≧：訟オ註上』、 俵示年）鷲 1『白丁31ツ5．一　　　　　　　　．一．函　　．一、 ．jlす加≒漕、」蜘7飯1 ゴ98的㌫訟　’　L．．一　　　　　　一」1、，細3，を㌫．， ’：、1翌伽51．1・．2噸呈磁
建設時期が解る住宅俺数 28，714，40032，097，10034，456，10036，849，50039，817，000421839，10044，664，600
酎1945．62 6，227，7004β02．呂oo3，670，ooo2，701，4002，144，3001，647，100
1945．62　－　　1騒50　　噛194831t805，6001．49邑，2001．2661100993，300B2へ50065ε1400
酎1950 2．1巳81300
1951卍19601956．OO4、載5。6004，123，1003．4715002，821，3002，373，10011932，7001．38εjoo
1961紺1965196乱504，964，100
1961－19701966．oo 10，232jOO81B7q10071671，9006，489，0005，476，3004，480，000
1966・｝19671967．002，642，200
1968 1968．501，54フ，900
1959 1969．501．4321200
1970 1970．501，592，500
1971 1971．501，584，900
19丁1～19フ2 1972．00 3，612，800
1972 佃72．50 1，562，200
1973 197a509四2001，79E200
1971帽19751973．50 7，509，800ε1661．1006，236，600
1974 19丁4．50 1，458，400
1975 1975．50 1，29ε，700
19フ1四19BO1976．00 11，491，6009，54t400
1976 1976．50 1，301，300
1977 1977．50 1，165，500
1976～197619刀．50 4，405，100
櫓7日 1田E．50 706：60σ
1976岬柑801973．50 6．86114006，293，900
1979 1979．50 1，3匡O，200
19εO 1980．50 1」78，100
拍81 19Bt50 1，099，700
1962 1982．50 1．011ρOO
1981～19831982．50 3，563，700
1
19B3 19呂3．50 5騒7ω
冊81～19B51983．50 5，392，100 5，427，800
1964 1984．50 110臼呂，100
1985 1985．50 t161，400
19B6 1986．50 1」571100
杷a7 1987．50 1，244，40Q
1986～198819E7．50 3，853，goo
1968 1988．50 894500
1989 1989．50 1，734，000
1ggo 1990．50 11395β00
19邑6・｝199019BE．50 6，092，100
1981四1ggo1996．00 11，973ρ00
1991 1991．50 11217，100
1992 1992石0 1ρ78，400
1991ω19931992．50 3，696，600
1993 199乱50 z8嵩ooo
1991　“り　19951993．50 5．9401000
1994 19§4．50 1，225，900
拍95 1995．50 1，382，800
1996 1996．50 1．356joo
1997 1997．50 1，235，800
伯96四　199ε 把97．50 4，369β00
1996 199B．50 堀9α7
1999 1999．50 1，205，goo
皇ooo 2000．50 1．247」00
19臼6～2000199a50
2001 200t50 1．12Bβ00
2002 2002．50 1，OOO，800
2003 2003．50 65慮6ω
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第2章　住宅寿命の算定
　1973年調査からは沖縄県が調査の地域に加えられている。沖縄県の調査が加えられ、
全国のデータが揃う1973年から2003年において、住宅土地統計調査の建築時期別住宅
数を5年ごとにまとめると表2－2のようになる。調査が10月1E1時点においての集計で
あるため、便宜上2003年のデータであれば、1年を10進法で少数点以下2桁まで表示
し、200375年のデータとしている。また、1996年～1998年に建設された住宅（入
居が開姶された住宅）は、1996年1月に建設された住宅も、1998年12月に建設され
た住宅も含まれるため、d996年r－1　998年の3年間に建設された住宅は、その区間の中
間時点を表示年として、i　997．50　ffに建設された住宅として取り扱う。表2－2において
は、住宅土地統計調査の建築時期別住宅数から入手できる住宅数を、中間時点である表示
年によって建設時期の古い順で並べている。
　住宅・土地統計調査のデー・一一一タは、歯抜けの部分があるが調査年が異なる同じ建設時期群の
住宅を抽出することが出来るe表2－2の中の同じ建設時期住宅を一つの：〕一ボートとみな
し、調査年が異なる同じ建設時期の同一コーホートを比較することによって、滅失した住
宅数を推測することができる。表2－2において1998年、2003年のデータを毘較して
得られる値は表2－3の通りである。
表2－31998年と2∞3年のデータから得られる値
　　　　　　　　　　　　　1，932，700　　　　5，476β00　　　111491、600　　　11，973ρ00　　　　6β05β（X｝
轟亘遣誕驚i年繍i難嬉残i綴垂糞蕩嚢　　　　1，386，100　　　　4，4801000　　　　9154t400　　　11，519，900　　　　5β49，0（｝0
　表2－2において、2003年の調査では、建設時期が1991年～tg95年のデー一タは存
在するが、1998年の調査においては統計表には存在しない。しかし、護9窃年～ig93
年の合計、1994年、1995年のデータは存在するので、1　991年～t995年の戸数邊計
算することが出来る。得られるデータの採用にあたっては、直接読み取れるデータとこの
ように計算できるデータのみを採用することにした。また、1998年や、2e◎3年の調査
年に建てられた住宅は、4月liヨから9月301ヨまでの9ヶ月間の数殖1こなる。1年麹の
データではないため一律採用しないことにした。（表2－2では麟体の文字で承もている。）
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カプラン・マイヤー法による住宅の残存率
　カプラン・マイヤー法：生存関数S（t）を求める方法の一つである。「カプラン」「マイ
ヤー」はいずれも人名であり、rEdward　Kaplan」「Paul　Meier」である。カプラン・マイ
ヤー法は医療分野で用いられる分析方法である。たとえば、「末期がん患者に対して抗がん
剤を投与の開始時点からの生存関数S（t）」として用いられる。カプラン・マイヤー法の生
存曲線S（t）において、「生存」を住宅の「残存」として捉え、この考え方に基づいて、
住宅の「残存率」、「残存曲線」を求める。カプラン・マイヤー法の構成要素は、「時間」、「残
存数」、「残存率」、「累積残存率」、「残存曲線」であり、それぞれの構成要素は、次のよう
に定義することが出来る。
tn
r
n盟r
（n－r）／n
S（t）
＝　住宅の残存期間
＝　測定期間の残存数
＝　測定期間の滅失数
＝　ある期間終了時の残存数
＝　ある期間終了時の残存率
＝S（t－1）×（1－「／n｝　＝ある期間までの累積残存率
（年） 住宅の残存期間
図2－1　残存期間のサンプル
　たとえば、観測したio戸の住宅の残存期間が分かったとする。残存期間tは図2－1に
示す通りであり、残存数nの初期値は10である。この10データを用いて、カプラン・マ
イヤー法により計算を行った結果は、表2－4のようになる。時間ごとの残存率とその時間
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
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第2章　住宅寿命の算定
までの累積残存率が示されている。時間tと累積残存率S（t）の関係をグラフに起こせば、
それがサンプルのdOデータの残存曲線（図2－2）となる。カプラン・マイヤー法では、累
積残存率が0．5になる時間を平均寿命としているが、この事例の場合、5278年となるe
表2－4　残存期間のサンプル計算結果
異，　7　’　　「　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　ド
30 1 9 0889 α889
35 2 8 0，750 0，667
45 1 6 0，833 0，556
50 2 5 0，600 α333
60 1 3 0，667 0，222
80 1 2 0，500 α111
90 1 1 α000 0，000
駿難懸；灘灘難灘轟醸鎌鍾灘綴灘…蕪灘騰難　懸羅欝⑳
図2－2　サンプル残存曲線
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第2章　住宅毒命の算定
［llilli！iili
　カプラン・マイヤー法の手法を利用して、「残存率」「累積残存率」を求める。カプラン・
マイヤー法によれば、「残存率」「累積残存率」は以下のように定義される。
t
n
r
n－r
（n－r｝／n
S（t）
＝　住宅の残存期間
二　測定期間の残存数
＝　測定期間の滅失数
　　　　＝　ある期間終了時の残存数
　　　　＝　ある期間終了時の残存率
　　　　＝S（t－1）×（1－r／n｝＝　ある期間までの累積残存率
　この考え方をもとに、測定期間を5年間（t＝5）として、その期間の滅失数と残存数
から残存率を求め、1年間分に相当する残存率を算出した。たとえば、199875年にAで
あったコーホートが200375年にBになれば、
A　　×　　α5　＝　　B
の関係式が成り立つ。ここでαは、1　998．75年から200375年の平均残存率であり、
便宜上デー・一一タが集計された2003．75年における残存率として取扱ったe199875年の
デー一一一タの中で、建設時期が1951年～1960年のコーホートは1．932，700戸であり、
2∞3．75年においては、そのコーホー一トは1　，386，　1　OO戸に減少している。差分の
546，600戸が5年間で滅失したことになる。1　，932，700と1，386，1∞の2つの数字か
ら導き出される1年間の残存率αはO．936となり、5年間の平均残存率である。
　残存率は1998年10月1日～2003年10月1日の5年間に変化していて、理論上
住宅年齢が若いぼど、1年間の残存率は大きくなることになる。ここで、データ取り扱い
の上の合理化を行なっている。直近5年間の平均残存率を、調査時点2003年10月1E】
の残存率として取扱っている。また、表示年1　956．00年のコーホートというのは、1951
年fO月1日～1960年10月1日に建てられた住宅群である。このdO年間の中間時点
1956年10月1日を表示年としての1　956．00年としている。
　2∞3．75年時点において2003．75　一一　1　956．00＝47．75であるので、このコーホート
群は4775年経年した住宅群ということになる。この結果をまとめると、表2－5のよう
になり、200375年（2003年10月1日）時点において、年齢が47．75歳の住宅が1
年間に残存する割合は、0936ということになる。
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表2－52003年調査から採用した残存率
’　　　　、　　を　　　　　P　’　　r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㍗ ＿i難i叢 重繍灘亀i翻鑛整肇
α717 OB　18 α830 0，962 0，942
0，936 O，961 0，963 0，992 0，988
岬　　　【　　　　“　　　　　　　　　　　　　　　噛！
47．75 37．75 27．75 17フ5 10．25
1．02
1．00
0．98
0．96
0．94
0．92
0．90
2003年の経年と残存率の関係
嚢繊　　鷺鑛i灘鑑
撰灘鑛縫護鍵欝難
i羅灘一羅懸欝馨欝
難難i繧欝馨1難慧
α00　　　10．00　　20．00　　3α00　　40．00　　50．00
◆残存率
一一一沂ﾟ似式
y＝－O．OOI　3x＋1．（）044
　　R2ニO．9181
（年）
図2－3　2003年の経過年と残存率の関係
　次に実際に200375年における経過年1年毎の残存率を求める。表2－5のデータにお
いて、住宅の年齢である経過年と残存率の関係はある種の相関が見出せる。図2－3は、経
過年と残存率の関係を一次関数の近似式で相関さぜたグラフである。相関に関してはさま
ざまな方法が考えられるが、本研究においては便宜上一次関数の相関を採用している。
　残存率を求めるに当たって、このようにデータの取り扱いに関して、3点の合理化を行
なっている。
①住宅の年齢と残存率の関係は一次関数の相関である。
②建築時期を同じにするコーホートはその期間の中間時点を建設時期として取扱った。
③直近5年間の平均残存率を、調査年においての残存率として取扱った。
モデル構築のためのこの3点の数値取り扱い上の合理化が、検討結果の精度に及ぼす影響
に関しては、後述するシミュレーションによって妥当性を検証している。
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表2－62003年の残存率、累積残存率
貢経・：口」・，ち”コ
1　’裴i灘躍肇灘難 建’黎ヨ＿：．．＿・4L1栓 1犠講：譲丁＿＿．　b－　　　　1，」’．　　　　　　　　　鐸 1翻麟糞婆葉，・＿ヨLu‘‘ 饗i難講選嚢鷺韓i麹蝶i
0 1．OOOO τ．GOOO 34 o．9602 0．5284
1 1．0000 1．000035 0．9589 0．506768 0．9160 0．0586
2 1．0000 1．000036 0．95了6 0．485269 0．9147 0．0536
’3 1．0000 1．00003了 0．9563 0．4640了0 0．9134、 0．0489
4 0．9992 o．999238 O．9550 0．4431ハ 0．9121 0．0446
5 o．9979 o．997139 0．9537 0．422672 0．9108 0．0407
6 0．9966 0．993了 40 0．9524 0．4025ア3 0．9095 0．0370
7 0．9953 0．989041 0．951τ 0．382874 0．9082 0．0336
8 0．9940 0．983142 o．9498 0．363675 0．9069 0．0305
9 0．992了 0．975943 0．9485 0．3448了6 0．9056 O．02了6
10 0．9914 O．967544 0．9472 0．3266了了 0．9043 0．0249
11 0．9901 0．958045 0．9459 0．309078 0．9030 0．0225
12 0．9888 o．947246 O．9446 0．2918了9 0．9017 0．0203
13 0．9875 0．93544ア 0．9433 0．2ア53 80 0．9004 0．0183
14 0．9862 0．922548 O．9420 0．259381 O．8991 0．0164
15 0．9849 0．908649 0．9407 0．244082 0．89了8 0．0148
16 0．9836 0．89評 50 0．9394 0．229283 0．8965 0．0132
17 0．9823 0．8了了8 51 0．9381 0．215084 0．8952 0．0118
18 0．9810 0．861252 0．936日 0．201485 0．8939 0．0106
19 0．979γ 0．843753 0．9355 0．188486 0．8926 0．0095
20 0．9了84 0．825454 0．9342 0．17608了 0．8913 0．0084
21 0．97了1 0．806555 0．9329 0．164288 0．8900 0．0075
22 0．9758 0．787056 0．9316 0．153089 0．888了 0．0067
23 0．9了45 0．了6了0 57 0．9303 0．1423go 0．88了4 0．0059
24 0．9ア32 0．746458 0．9290 0．132291 0．88引 0．0052
25 o．9719 0．725459 0．92了了 0．122692 0．8848 0．0046
26 0．9706 0．了041 60 0．9264 0．113693 0．8835 0．0041
27 0．9693 0．682561 0．9251 0．105194 0．8822 0．0036
28 0．9680 0．660662 0．9238 0．09了1 95 0．8809 0．0032
29 o．9667 0．638663 0．9225 0．089696 0．8796 0．0028
30 0．9654 0．616664 0．9212 0．082597 0．呂了83 0．0025
31 0．9641 0．594465 o．9199 0．0了59 98 0．8了70 0．0022
32 0．9628 0．572366 0．9186 0．069799 0．8了57 0．0019
33 0．9615 O．55036了 0．9173 0．0640100 0．8744 0．001了
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B6…420
2003年の残存曲線
癬舞菰霧距藩演蕎簸燃室轟、、
図2－4　2003年の残存曲線
2003年において、残存率rと経過年tの間には、次の関係がある。
r（t｝＝　－O．OO　13×t十1、0044
この関係式を用いて、2∞3．75年時点においての経年tにおける残存率が求まる。つま
り、一次の相関を用いて各経過年の残存率を推測して確定したことになる。このようにし
て求めた各経過年における残存率から累積残存率を求めることが出来る。カプラン・マイヤ
ー・一一．@の定義で示したように累積残存率は一年前の累積残存率とその年の残存率の積となるe
計算過程において、残存率が1をこえる年も出現するが、1を超えた場合は、残存率の最
大値である1をその区間の残存率としている。2003年の残存率、累積残存率をまとめる
と表2－6のようになる。カプラン・マイヤー法にi基づき、累積残存率S（t）をもちいて
残存曲線を描くと、図2－4のようになる。
　カプラン・マイヤー法においては、生存率が50％になる経過時間を平均寿命としている。
これを適用し、残存率が50％になる経過時間を住宅の平均寿命とした。200375年つま
り、2003年10月1日時点での平均寿命は35．31年となる，
　ここまでの作業により、平均寿命の算出手法が決定できたことになる。平均寿命を求め
るまでに使用した言葉、「残存率」「累積残存率」「残存曲線」「平均寿命」を定義し整理す
ると表10－3のようになる。
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表2－7　「残存率」などの定義
議i
‘観察対象の集団において、ある時点から1年経過した後に、その集団を構成する
個数が残存する割合e
観察対象の集団において、ある時点からt年経過した後に、その集団を構成する
、個数が残存する割合。本稿においては、「残存率」の時間変化の割合が一定とし
て、「累積残存率」を求めている。
r累積残存率」は時間との関係で定義されるが、時間と累積残存率の関係を表す
曲線。
累積残存率が100％の状況からから50％に減少する時間
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［llililliitilliliE！＝
　残存率を求める過程において、住宅土地統計調盃の建築時期別住宅数データの取り扱い
に関して、3つの合理化を行なった。つまり直接求められない残存率を確定して、平均寿
命を算出した。主な合理化のポイントは以下に示す3点である。
①建築時期が同じコーホートは、建築時期の期間の中間時点を代表値として中間時点に建
　設されたとして取扱った。
②直近5年間の1年あたりの平均残存率を、調査年においての残存率として取扱った。
③残存率の変化の割合は一定として（時間の一次関数として）、住宅土地統計調査からで
　は得ることが出来ない築年数の大きい住宅の残存率を推測した。
　部分的な情報原から全体を把握するうえで、これらの合理化はいたしかたないことであ
るが、このことが、求められた残存率を用いて残存する住宅数を把握する上で、どのよう
な問題を生じるか、もしくは誤差を生じさせることは必然と考えられるが、その誤差はい
かほどかを、システムダイナミクスモデルを用いて検証した。
　検証方法は、1978年の統計値を構築したモデルにインプットし、シミュレーションを
行って25年後の2003年の値を予測することによって行なう。シミュレーションによっ
て得られた予測値と2003年の実際の統計値を比較することによって、算出された残存率、
住宅寿命の妥当性を検証する。
検証のためのシステムダイナミクスモデル
　住宅数というストックは新設住宅のインフローと滅失住宅のアウトフローでその量が決
定される。図2－5はシステムダイナミクスモデルである。住宅需要フレームでは人ロや世
帯の増減により住宅需要が決定される。住宅のストックとフローを表すメインフレームで
は、ストック住宅の状況を表している。住宅需要フレームとメインフレームは、必要住宅
数および空家数というコンバータにより関係付けられている。必要住宅数および空家数に
関しての検討は後の研究に譲るe
　図2－6は住宅の建築時期を表すサプモデルである。住宅数というストックの中にサブモ
デルを構築し、ストックの経過年数に応じてストックにステージを設定している。設定さ
れたそれぞれのストックはコンベアーのように時間の経過とともに次のステージに移行す
る。また、それぞれのステージのストックから滅失住宅として無くなっていく住宅もある。
ステージの分割は、モデル構築の便宜上10年単位とした。住宅土地調査が5年ごとであ
るため、5年単位とすることも考えられるが、精度を高めるために10年単位とした。また、
人口減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
025
第2章　住宅寿命の舞定
精度が結果に及ぼす影響と、その他の合理化した点を考慮すると10年単位で充分であった。
図2－5　住宅数ストックモデル
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図2－6　建築時期別サブモデル
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シミュレーションにおける数値設定
スデージ間の移行数と滅失率
　サブモデルの中の次のステージへの移行数は、経過年0年～10年のステージの10年間
分のストックの内、10分の1が経過年S1年～20年のステージに移行する設定とした。
この設定は、他のステージ間においても同様である。また、各ステージからの滅失住宅は
（滅失率）に応じて滅失数が決定され、各ステージのストック量と滅失率の積になってい
る。（滅失率）、（残存率）、（各ステージのストック）の関係は、以下である。
（滅失率）
（次のステージへの移行数）
（各滅失住宅）
1
＝　（各ステージのストック）　／
＝　　　　（滅失率）　　　　x
（残存率）
10
（各ステージのストック）
残存率
　平均寿命は、各経過年の残存率、累積残存率から求められた。そこで使用した残存率を
用いて各ステージにおける代表値といえる残存率決定した。10年までのステージであれば、
中間時点の値である5年の残存率を、11年から20年のステージであればその中間時点で
ある15年の残存率をそれぞれのステージの残存率として採用した。
　時間と残存率との関係を1次関数の関係にあると仮定したが、経年5年、d5年、25
年…　の残存率はシミュレーションを行なう25年間に、増加してきている。その傾向を
表したのが、以下の一次式一覧である。
（軽過年10年までの残存率）
（経過年20年までの残存率）
（経過年30年までの残存率）
（経過年40年までの残存率）
（経過年50年までの残存率）
（経過年60年までの残存率）
（経過年70年までの残存率）
（経過年80年までの残存率
（経過年90年までの残存率）
（経過年90年を超える残存率）
0．00010
0．OOOO3
0．OOOIO
O．00020
0．00030
0．00030
0．OOO40
0．00050
0．00060
0．00060
XX×XXXXX×× （1978年からの経過年）
（1978年からの経過年）
（1978年からの経過年）
（19了8年からの経過年）
（19了8年からの経過年）
（19了8年からの経過年）
（1978年からの経過年）
（1978年からの経過年）
（1978年からの経過年）
（1978年からの経過年）
十　〇．9959
十　〇．9865
十　〇．9744
十　〇．9623
十　〇．9502
十　〇．9381
十　〇．9260
十　〇．9139
十　〇．9018
十　〇．8898
新設住宅数
　図2－－5のメインフレームにあるように、シミュレーションを行なうためには、ストック
に入るインフローの値、つまり毎年の新設住宅数を確定する必要がある。本研究は住宅・土
地統計調査にデータを一元化しているため、新設住宅数も住宅・土地統計調査のデータに基
づきたい。ところが、住宅・±地統計調査は、10月1日時点の調査であるので、調査年の
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新設住宅数は、1月t日～9月30日の10ヶ月分のデータでありそのまま採用すること
は出来ない。10月～12月にかけては、竣工する住宅数が多くなる月でもあり、データを
12／10倍して年間新設住宅数を求めることは出来ない。そこで、住宅着工統計のデータ
を用いて、前年のデータと比較することにより、新設住宅数を求めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2003年着工統計調査のデータ）（2003年採用データ）　：（2002年住宅土地統計調査のデータ）x
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2002年着工統計調査のデータ）
上記の関係式によって、新設住宅数を求めた。2003年以外の住宅土地統計調査の調査年
のデータにおいても、同様に上記の換算式により新設住宅数を決定した。このように、住
宅土地統計調査のデータを基本として、住宅着工統計のデータを補足的に利用することに
よって、新設住宅数を確定し、データの一元化を行なっている。
（戸） 着工統計と住宅統計との比較 ・薗一・?H統計調査住宅土地統計調査
ラ年（
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図2－7　着工統計と住宅土地統計とにおける着工数
　図2－7は着工統計調査と住宅・土地統計調査のデータの比較である。データが使用できる
1968年から2003年の35年間において、その変化の傾向は類似しており、上記の推測
が可能と考えられる。表2－8はこの結果をもとに、モデルに入力した25年間の新設住宅
数を示す。この数値は、住宅・±地統計調査から求めた新設住宅数であり、一般的に、新設
住宅数は住宅蓄工統計の値で示されるが、その値とは異なる。
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表2－8　住調による新設住宅数
1三鐡灘偲 新築住宅数 　　　　　　　　一﨟A蹴’・一’・・ケ』 1，157，100叢麹1癒羅 1，382，800
鍵i灘i欝il1，197，261繊li難縫 1，244，400縷羅難馨灘 1，356，100
灘懲難灘 1，380，200・灘難襲纏 1，252，088繋魏灘 1，235，800
藩灘藤綴 1，178，100翻講鱒嚢・鍵 1，ア34，000難難難奪i 1，067，655
懸纈難羅 1，099，了00
　、曼㌧・琴　’一’鴇f，唱曜π　　、・一
ｨ鶏婁磯無 1，395，300難璽灘 1，205，900
懸纈醗滋 1，011，000霧鐡難獺 1，21了，100識難醜灘
緯i顯　1灘 1，002，751賑；錨藍垂 1，0了8，400灘篶鱗蝋 1，128，800
il鎌瓢講 1，098，100灘鍍藪議 1，142，288i羅灘嬢灘 1，000，800
灘懸鱒 1，161，400灘鍵難1疑 1，225，900難鐙鱗騰 1，008，684
滅失住宅数
　全体のストックから出て行くアウトフローである滅失住宅は各ステージから出て行くア
ウトフローである各滅失住宅の盒計値としている。
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［llillllllllilpt！
　サプモデルのシミュレーションを実行するには、各ステージのストックの初期値を決定
する必要がある。この初期値は、ある年に10歳までの住宅がいくつ残っているか、11歳
から20歳までの住宅がいくつ残っているかということを知り、その値を入力する必要があ
るということである。住宅土地統計調査の建築時期別住宅数によれば、たとえば、1978
年時点における、ある特定の期間に建設された住宅数を知ることが可能であるが、10歳ま
での住宅数、11歳から20歳までの住宅数を直接的に知ることは出来ない。そこで、住宅
土地統計調査の建築時期別住宅数の数値を使用し、経年ごとの住宅数を推測し、求めたい
経年ごとの割合を求めることにする。
表2－9　1978年の住宅土地調査から解る住宅の建築時期
懇蔭難霧麺縫難養黛
懇難灘難1；麟，
～1945．62 4．902β00
1945．62～1950 1，498，200
～1950
1951～1960 4，123」00
1961～1965
1961～1970 10．232」00
可966～｛967
1968
1969
1970
1971
1972
1971～1972 3，612β00
1973 1．798200
1974 1，458，400
1975 1，298，700
1971～1975
1976 1β01β00
1977 1」65，500
1978 L197，261
鋒笥薫難渥竃舜．1‘禧葵峯灘鱒2緻鋤一
表2－9は、1978年の住宅±地調査から解る住宅の建築時期を示している。（着工統計調
査により1978年に建設された住宅数の補正を盛込んでいるe）1978年の住宅総数は
32，587，861戸である。1978年の1年聞に建設された住宅数は、1　，1　97，26t戸である
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ので、1978年において1977年までに建てられた住宅数は、
32，587，8611　，i　97，261　＝　　31　，390，600
である。この要領で、表2－9のデータから得られる建設時期別住宅数を年齢順に並べれば、
表2－dOのようになる。
表2－10　住宅土地調査から解るT年までの累積残存数
鷺講撫撃難姦羅灘鐡纂難雛1霧1齢彦膿蕪藁莚識覇
1978 o 32，587，861 t197，261
1977 1 3t390，600 11165，500
1976 2 30．225」00 11301βOO
1975 3 28，923，800 1，298，700
1974 4 27β25」00 t458，400
1973 5 26．1661700 1，798，200
1972 6 24β68，500 3，612，800
1970 8 20，755，700 10，232，100
1960 18 10．5231600 4，123，100
1950 28 6，400，500 1，392，379
1945 33 5ρ08，121
・ここで、1　961年～1969年の累積残存数は不明であるので、残存率を求めた考え方に
基づき、1970年と1960年の値を用いて、1969年の値を以下のように求めた。
（1969年の累積残存数）＝（1970年の累積残存数）×
　　　　　　　　　　　109tO｛（1960年の累積残存数）／（1970年の累積残存数）｝
1970年と1960年間のt年あたりの残存率は、等しいものとして、10年間の残存率か
ら平均残存率を算出して、それを1年あたりの残存率として各年の累積残存数を算出して
いる。この方法によって各年の累積残存率を求めて、築齢10年までの住宅数、築齢11年
から20年までの住宅数、その他区間残存数を推測した。1945年以前の残存率は、1950
　　　　　　　　　　　a年と1945年の間の残存率を適用して、累積残存率を求めている。
　各年の累積残存率から区間残存数を求め、まとめたのが、表2－d　1である。この区間残
存数の値を、サブモデルの各ステージの初期値として入力し、シミュレーションを行なっ
ている。
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表2－11T年までの累積残存数から求めた区間残存数
　　：㌔，v年∴　　　’，C経年
　　　　　1ての　　　　」，’｛㌔、』’、・　，　　：　，』　　　　，、幽 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　、7
謚ﾔ残存数；　　幽
丁年　・一」一 　　｝ノF経年
　　　てのド　　　ーを　　　　　　　　　　　　∫ 　　　　　　1「f区間一．残存数　　　　一一」
1978 0 321587，861
1977 1 311390β00 1927 51 2，070，780
1976 2 30，225，100 1926 52 1，97L634
1975 3 28．923β00 1925 53 可β77234
1974 4 27，625，100 1924 54 可．787β54
1，973 5 261166，700 1923 55 可，70t777
1972 6 24β68，500 1922 56 可．620，298
可971 7 22．489β70 1921 57 ユ，542、720
1970 8 20，755，700 1920 58 1，468，856
1969 9 19β92，780 1919 59 1，398，529
1968 10 18，119，35614，468，5051918 60 1、331・，569 843，344
1967 11 16，929，552 佃17 61 1，267，815
1966 12 15β17，876 1916 62 1，207，113
1965 13 14．779」97 1915 63 1．149β18
1964 14 13β08，724 1914 64 1ρ94290 、
1963 丁5 12，901，976 1913 65 1，041，896
1962 16 12，054，7フ0 1912 66 992ρ12
1961 17 111263，196 1911 67 944，515
1960 18 101523，600 1910 68 899293
1959 19 10，013，117 1go9 69 856236
1958 20 9．527β968，591，9601908 70 815240516，329
1957 21 9，065，237 1907 71 776，207
1956 22 8，625，497 1906 72 739ρ43
1955 23 8，207，088 1905 73 703，659
1954 24 7，808，975 1904 74 669，968
1953 25 7，430」74 1903 75 637，891
可952 26 7，069，749 1902 76 607，349
1951 27 6．726β06 1901 77 578，270
1950 28 6，40α500 1900 78 55q583
1949 29 6ρ94ρ51 1899 79 5241222
1948 30 5β02，2743．725」221898 80 499，123 3｛6」17
1947 31 5，524，467 1897 81 475，225
1946 32 5，259，962 1896 82 452，472
1945 33 510081121 1895 83 430，808
1944 34 4，768，337 1894 84 410」81
1943 35 4，540，034 1893 85 3901542
1942 36 41322，662 1892 86 371，844
1941 37 4，115，698 1891 87 354ρ40
1940 38 3，918，643 18go 88 337ρ89
1939 39 3，731，022 侶89 89 320，950
1938 40 3．552β852，249，8891888 90 305，583 193，540
可937 4τ 3．382β01 1887 91 290，952
1936 42 3，220，360 て886 92 277ρ21
1935 43 3，066，173 1885 、　　93 263，758
1934 44 21919β68 1884 94 251，130
1933 45 2，779，591 1883 95 239JO6
1932 46 2β46，508 1882 96 227，658
1931 47 2，519，796 1881 97・ 2〒6，758
1930 48 21399，151 1880 98 2061379
1929 49 2．284282 1879 99 1961498
1928 50 2，174，91311377，4721878 100 187，090 ｛18，493
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システムダイナミクスモデルにおける演算式
　シミュレーションモデルの中で設定した演算式を以下に示すe直接数値が決定している
ものもあるし、時間の差分方程式になっているもの、他のコンバータの演算式になってい
るものなどがある。
メインフレーム
住宅数二経年O－・10年＋経年11～20年＋経年21～30年＋経年31～40年＋経
年41～50年＋経年51＾・60年＋経年6t～70年＋経年71～80年＋経年8i　t－90
年＋経年91～100年
lNFLOWS：
新設住宅＝GRAPH（TIME｝
（O．∞，1．2e＋006），（1　．OO，14e＋006），（200，12e＋006），（3．00，1．1e＋006），（4．00，
le＋OO6｝　，（5．00，1e＋006），（6PO，1．le＋006｝，（7．（⊃0，1．2e＋006），（8．00，1．2e＋OO6｝，
｛9．00，1．2e＋OO6）　，（1　Oρ，　t．3e＋006），｛1　d　．O，1．7e＋006），（12．0，17e＋006），（13．0，
12e＋OO6），　（14．0，　dAe＋006｝，　（1　5．0，　d．1e＋006），　（1　6．0，　1．2e＋006），　（17．0，
1．4e＋OO6｝，｛1　8．0，1、4e＋006｝，｛19．0，12e＋006｝，（20．O，1、d　e＋006），（21．0，
1．2e＋OO6），｛22．0，1．2e＋006｝，｛23．O，1．le＋006），｛24．0，1e＋006｝，（25ρ，　ie＋OO6｝
OUTFLOWS：
滅失住宅＝滅失住宅’＋滅失住宅”＋滅失住宅”’＋滅失住宅””＋滅失住宅’””＋滅失住宅”””
＋滅失住宅”’J！’J＋滅失住宅””””＋滅失住宅”””’”＋滅失住宅”””””
経年0（・10年（t）＝経年0～10年（t－dti＋（新設住宅’一経年1一滅失住宅’）＊dt
INIT経年0～10年＝14648019
サプモデル（経年10年まで）
iNFLOWS：
新設住宅J＝新設住宅
OUTFLOWS：
経年1＝経年0～10年／10
滅失住宅’＝経年0～10年＊滅失率1
経年11～20年（ti＝経年11～20年（t　一　dti＋（経年1一経年2一滅失住宅”｝＊dt
INIT経年11～20年＝8399456
サブモデル（経年11年～20年まで）
1NFLOWS：
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経年1＝経年0～10年／to
OU丁FLOWS：
経年2＝経年11（」20年／10
滅失住宅”＝経年11～20年＊滅失率2
経年21～30年㈹＝経年21～30年（t　一　dt｝＋（経年2一経年3一滅失住宅”’）＊dt
lNIT経年21～30年＝3724633
サブモデル（経年21年～30年まで）
lNFLOWS：
経年2＝経年11～20年／10
0U丁FLOWS：
経年3＝経年21～30年／dO
滅失住宅”’＝経年21～30年＊滅失率3
経年31（・40年（t｝＝経年31～40年（t－dt）＋（経年3一経年4一滅失住宅”t「）＊dt
INIT経年31～40年＝1676668
サブモデル（経年31年～40年まで）
lNFLOWS：
経年3＝経年21～30年／10
0UTFLOWS：
経年4＝経年31～40年／dO
滅失住宅””＝経年31～40年＊滅失率4
経年41～50年〔t｝＝経年41～50年（t－dt）＋〔経年4一経年5一滅失住宅’””）＊dt
lNIT経年41～50年＝1∞8006
サブモデル（経年4t年～50年まで）
INFLOWS：
経年4二経年31～40年／lO
OUTFLOWS：
経年5＝経年41～50年／10
滅失住宅’””＝経年41～50年＊滅失率5
経年51～60年（ti＝経年51～60年（t　一　dti＋｛経年5一経年6一滅失住宅”””）＊dt
lNIT経年51～60年＝823601
サブモデル（経年51年～60年まで）
INFLOWS：
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経年5＝経年41～50年／10
0UTFLOWS：
経年6＝経fi　51～60年／fO
滅失住宅”””＝経年51～60年＊滅失率6
経年61～70年㈹＝経年61へ・70年〔t－dt）＋（経年6一経年7一滅失住宅’”””）＊dt
INIT経年61～70年＝696345
サプモデル（経年61年～70年まで）
INFLOWS：
経年6＝経年51～60年／10
0UTFLOWS：
経年7＝経年61～70年／10
減失住宅””’”＝経年61～70年＊滅失率7
経年71～80年㈹＝経年71～80年（t　一　dti＋（経年7一経年8一滅失住宅””””）＊dt
lNIT経年71～80年＝　603201
サブモデル（経年71年～80年まで）
lNFLOWS：
経年7＝経年61～70年／dO
OUTFLOWS：
経年8＝経年71～80年／10
滅失住宅””””＝経年71～80年＊滅失率8
経年81～90年㈹＝経年81～90年（t－dti＋（経年8一経年9一滅失住宅””””’｝＊dt
INIT経年81～90年＝532061
サブモデル（経年81年～90年まで）
INFLOWS：
経年8二経年71～80年／to
OUTFLOWS：
経年9＝経年81～90年／10
滅失住宅’””””二経年81～90年＊滅失率9
経年91～tCO年（t＞＝経年91～iOO年（t－dt｝＋（経年9一滅失住宅””””り＊dt
INIT経年9t・vlOO年＝475872
サブモデル（経年91年～）
INFLOWS二
　　　　　　　　　　　人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
036
第2章　住宅寿命の算定
経年9＝経年81～90年／10
0UTFLOWS：
滅失住宅’”””’”＝経年91～100年＊滅失率10
ストックの築年数割合
割合10＝経年0～10年／住宅数＊100
割合100＝経年91・viOO年／住宅数＊100
割合20＝経年d1・－20年／住宅数＊100
割合30＝経年21～30年／住宅数＊100
割合40＝経年31～40年／住宅数＊100
割合50＝経年41～50年／住宅数＊100
割合60＝経年51～60年／住宅数＊100
割合70＝経年61～70年／住宅数＊100
割合80＝経年71～80年／住宅数＊100
割合90＝経ff　81～90年／住宅数＊100
滅失率の変化
滅失率1＝1－｛0．0001＊TIME＋0．9959）
滅失率10＝1－（O．0006＊TIME＋08898｝
滅失率2ニ1　一（O．OOOO3＊TIME＋0．9865）
滅失率3＝1－（0．0001＊TIME＋0．9744）
滅失率4＝t－（O．O∞2＊TIMBつ．9623｝
滅失率5＝1－（QOOO2＊TIME＋O．9623｝
滅失率6＝1－（0．0003＊TIME＋09383）
滅失率7＝1－（O．0004＊TIME＋0．926）
滅失率8＝1－（O．0005＊TIME＋O．91　39）
滅失率9＝1－（O，OCH　）6＊TIME＋O．90　d　8｝
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［lllllliliilllE
　図2－8は住宅ストック総数の変化を示している。横軸は調査年であり、シミュレーショ
ンを行なった1978年～2003年を対象としている。ポイントは住宅土地統計調査の統計
地そのものである。曲線は、シミュレーションを行なった予測値である。予測値は、1978
年の統計値を初期値として設定した残存率を入力することによって、1978年から未来の
住宅総数を予測した値である。1998年、2∞3年と進むにつれて2つの数字の開きは大
きくなるが、ほぼと良くりンクしている。住宅ストック総量を知る上では、求められた残
存率とその変化の傾向が妥当なものであることを示している。
（戸）
50，000，000
45，000，000
統計値と計算値の比較（住宅総数）
　　　　　　　　悔
40，000，000
一　35，000，000
30，000，00e
住宅土地統計調査の統計値
シミュレーションの計算値
　2005
（年）
図2－8　住宅総数の変化
　シミュレーションの結果とd978年から2003年までの実際の統計値を比較すると表2
－11のようになる。最大に誤差が大きい25年後の2003年であっても住宅総数の誤差
は、254％であり、誤差が少ない結果を得た。表2－12は2003年における建築時期別
割合の予測と実際である。経年40年未満の住宅は15％以内の誤差に収まっているが、経
年40年を超える住宅の割合は誤差が大きい。住宅土地統計調査から得られる残存率は50
年程度までであることと、残存率のブレは経年によって住宅数に等比級数的に影響を及ぼ
すため、古い住宅ほど予測数量に大きなプレが生じるためであると思われる。しかしなが
ら、年齢が40年を超える住宅の割合は低いので、40年を超える住宅の残存数において誤
差が生じても、全体の残存数に及ぼす影響は少ない。算出した残存率から住宅総数を比較
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的少ない誤差で求めることが出来ることを示している。
　　　　　　　　　　表2－11　2003年までの予測と実際
一　　　　可町一　　　　　　　　　　　　　’　　　冒 、　　冒　吊　　　　　　　F
19了8年 32，58了，86232，587，861 0．00
1983年 35，190，2834，864，351 0．93
1988年 3了，381，61837，20了，188 0．47
1993年 40，300，26940，174，488 0．31
1998年 42，576，52343，153，955 ▲1．34
2003年 43，874，29645，017，101 ▲2．54
表2－12　2∞3年の予測と実際
灘ii轍難鐵纏鱗灘灘 誤難鍵難燈難職ll
経年0～10年の割合 27．08 28．19 ▲3．95
経年11～20年の割合 24．82 25．84 ▲3．96
経年21～30年の割合 19．47 22．47 ▲13．36
経年31～40年の割合 13．22 12．83 3．05
経年41～50年の割合 7．77 4．94 57．21
経年51～60年の割合 3．99 1．8i 120．61
経年61～70年の割合 1．87 1．18 58．44
経年71～80年の割合 0．86 1．02 ▲15．88
経年81～90年の割合 0．41 0．90 ▲54．54
経年91年～の割合 0．51 0．81 ▲36．78
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　経過年40年を超える住宅の滅失率のプレは大きいことがわかったが、40年未満の住宅
数は住宅総数の85％を占めることから、経過年40年を超える住宅割合に誤差があったと
しても、住宅全体総数に及ぼす影響は少ないという結果になった。経過年40年を超える住
宅は絶対量が少ないため、経過年40年を超える住宅を一括して表示することによって、求
めた残存率とその変化の傾向を利尾して、住宅総数および、建設時期別住宅数の把握が可
能になる。
　適用可能な事例を示してみる。図2－9は、住宅・土地統計調査から求めた1978年の建
築時期別住宅の実際の割6である。経過年40年の割合が高く、経過年30年、40年の割
合が低い。この割合を基に、サブモデルのシミュレーションによって予測した2003年の
割合と2003年の統計憧から求めた実際の割合を図2－10に示す。経過年40年を超える
住宅は一括して考えることでほぼ予測値と実際値は一致する。将来予測モデルなどへの適
用としては、このように全体量の把握と、築40年を超える住宅は一括して表示することに
よって、建築時期別住宅割合の表示が可能になる。
経年31～40年，
　　5．1　5
経年2て～30年t
　　11．43
1978年建築時期別住宅割合
経年11～20年，
　　25．77
経年O・－10年，
　44．95
團経年0～10年
劉経年11～20年
口経年21～30年
ロ経年31～40年
8経年41年～
図2－9　1978年建築時期別住宅の割合（実際）
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2003年建築時期別住宅数の実際
経年41年～，
　　10．66
3821
州47イーりLウ」ハ∠＝一
図2－102003年建築時期別住宅の予測と実際
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第3章平均寿命の分析
　残存率や残存曲線は調査年次により変化していることが推測できる。2∞3年の残存曲
線を求めた同じ方法で、過去における残存曲線を求めると図3－1のようになる。グラフを
見やすくするため、2003年とその10年前の1993年、20年前の1983年を事例とし
て示しているが、その他の調査年においても、部分的な差異はあるものの曲線の形に大き
な違いはない。　表3－fは1978年、1983年、1988年、1993年、1998年、2003
年の累積残存率を列記したものである。
調査時期別残存曲線
繋鐵
1993年
2003年
図3－1調査時期別残存曲線
　次に、住宅の竣工からの経過年毎の残存率の時間的変化について検討を行なう。経過年
10年ごと、例えば、「経過年0～10年」であればその中央の経過年である5年の残存率
を代表値とし、「経過年11～20年」であればその中央の経過年である15年の残存率を代
表値として採用し、各調査年における変化を検討した。1978年から2003年の25年間
の変化が図3－2である。当然のことであるが、築年数が経過した住宅、つまり古い住宅ほ
ど残存率は低く、残存率が高く変化する割合が大きい。また、経過年10年までの残存率は
ぼぼ1であり、この傾向は25年間変わらない。築年数によらず、1988年、2003年に
おいて残存率の低下がみられる。総新設住宅数の増加がないととを考えると、この時期に
おいて、人ロ集中地域で建て替え率が増加した（滅失数が増加した）、もしくはそれ以外の
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地域で空家が増加したことが考えられる。このことに関しては、地域の検討において、人
ロ増減と住宅寿命、空家率、着工率を検討することにより、項を改めて報告する。
表3－1各年の累積残存率
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0．95
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図3－2　残存率の変化
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第3章　平均寿命の分析
　表3－2は、平均寿命（累積残存率50％）の値と、フローをストックで除した他の指標
とを整理したものである。フローは住宅着工統計の新設住宅数住宅数、住宅・土地統計調査
の新設住宅数、システムダイナミクスモデルで求められた住宅・土地統計調査から推測でき
る滅失住宅数、滅失統計の滅失住宅数の4通りが考えられる。
　滅失統計には計上されないで、実際には滅失する住宅数は大きい。そのため、滅失統計
の数値は実態との乖離が大きい。住宅・土地統計調査から推測できる滅失住宅数を使用する
と、滅失住宅数は新設住宅数の50％～90％程度の数値として少なめに算出されため、住
宅寿命が長めに算出されてしまうe．また、ストック／新設住宅フローにより求められたそ
の他の指標は、新設住宅数が着工統計により求められたものであっても、住宅・土地統計調
査から求められたものであっても、その数は、その年の経済状況によって変動してしまい、
平均寿命も25年間の変化が激しく、実態との乖離が大きいと思われる。それに対し、累積
残存率50％の値は変化もなだらかであり、実質的に我が国の平均寿命の変化の実質に近い
値であると思われる。また、累積残存率50％の値は、1990年代半ばからその値は短くな
っているのも特徴的である。
表3－2住宅寿命の変化
難鍮灘i滋隷翼滋騰建難：懸欝辱1覇騰灘1澱登灘i叢懸1願載隷禰19醐讐蘭…噸難 灘畑6譲
繍一叢鱗建鯵霧 37．52 31．90 33．23 36．91 40．32 35．31灘’懸覇霧罰臓顔鐡麟i設⇒藤竃 27．22 34．77 29．72 35．η 40．42 44．63
麟1灘i難畿糧鵜場22．88 33．96 24．94 30β8 4t9346．45“灘諺灘鱗醸i墓灘雛濫享 50．51 54．85 55．08 54．56 53．91 52．44
勢、，盟擢　・誘一・誘爆籔 133．72｛72．21 150．11158．97233．94335．85
　図3－3は、累積残存率50％の変化と、一般的に住宅寿命を表す指標として使用される
ストック（住調）／フロー（着工統計）の変化を示したグラフである。変化の傾向を見る
ために、直線近似によって近似直線を同時に掲載している。示した累積残存率50％は、
1　978年から2003年の25年間に4年程度伸びている。これに対してストック（住調）
／フロー（着工統計）の値は、23年から43年と約20年も住宅寿命が延びていることに
なってしまい、実質的な値が得られない。この意味で、累積残存率50％から求めた住宅寿
命は実態に近いものだと者えられる。
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（年）　　　　　　　　住宅寿命の変化
50ﾘ
1：雛難灘i羅難難縫懇難難繋鎌
　　講灘藝綴羅ii錘i錘轟糞灘il難難欝慧難蕪
：：灘懸灘鑛鑛叢灘購藝懸i懸難鱒毅
　　17一鑛鰻難難1難霧灘繋馨肇饗饗i難滋難：
25　　懸霧灘i灘議難灘灘羅灘τ難懸i羅鑛羅
20
　　　1978　　　　　11983　　　　　1988　　　　　1993　　　　　1998　　　　　2003
　　　累積残存率50％の変化の近似
口輌@‘ストック（住宅統計調査）／フロー（着工統計）の変化近似
（調査年）
図3－3　平均寿命の変化
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第3章　平均寿命の分析
シミュレーションで得られたその他の結果
　住宅土地統計調査から算出した残存率を用いて、その残存率で住宅が残存した時に、住
宅土地統計調査の住宅数に適合するかどうかを、シスチムダイナミクスモデルを構築し確
認する作業を行った。結果は、住宅土地統計調査の住宅数にほぼ適合することが確認でき
たが、このシミュレーションの過程で、副次的に、統計調査からでは直接得られない興味
深いデータを導き出すことができたので紹介する。
（戸／年）
2，000，000
1、500、000
1　，OOO，OOO
500，000
0
新設住宅と滅失住宅 一新設住宅
・一ﾅ失住宅
餐郷雛
鶏鞍濾鐵繕繍灘．
?D轍纏
蝕、灘蕪懸縛鱒灘慧懸嚢電建些灘雛霧難犠
1978　　1981　　1984　　1987－　1990　　1993　　1996　　1999　　2002
（年）
図3－4滅失住宅数
　減失住宅数を把握するには、「建築物滅失統計調査（国士交通省）」の統計があるので、
この統計資料を用いればいいのだが、この調査は、新築建物を建てる時の建築確認申請提
出の際に提出させる「建物除却届」によって集計されている。集計方法の性格上、実際の
住宅除却数と「建物除却届」提出数にはかなりの開きある。そのため、実際の滅失住宅数
は把握されていないのが現状である。
　図3－4は、25年間の新設住宅と滅失住宅の状況である。新設住宅数は、住宅・土地統計
調査の結果を住宅着工統計で補正した数値であり、シミュレーションモデルにインプット
した値である。低い年にはtOO万戸を割り込む年もあり、高い年には170万戸を超える
年もあったが、1　20・－1　30　fi戸／年の規模である。
　このシミュレーションによって、必然的に滅失住宅数は算出されるので、シミュレーシ
ョンを行なった1978年から2003年の25年間の滅失住宅数が明確となった。約65万
戸／年～90万戸／年に緩やかに増加しているという結果である。このことで、25年前の
1978年ころには、建替えによる新設住宅の割合が50％程度であったものが、2003年
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には90％程度に増加しているという建替率の変化についても示すことが出来たe
　図3－5は「いつごろ建てた住宅がどのくらいの割合で残っているか」というストックの
状況を示している。本論の「建築時期別住宅数の把握」の項において、「いつごろ建てた住
宅がどのくらいの割合で残っているか」についての算出方法をまとめたが、その割合がど
のように変化したかを示すものである。築10年末満の住宅割合は減少傾向にあり、築11
年～20年の住宅割合は横ばい、築21年～60年の住宅割合は増加傾向にある。築61年
・v` 　OO年の住宅割合は概略横ばいである。築61年～100年の住宅は数量に変化はあるが、
絶対量が少ないため、全体のストック総数への影響が少ない。
懸甕
難
建築時期別住宅割合の推移（1）
　　　築10年まで
　　　・築11年～20年
　　　築21年～30年
　　　築31隼～40年
一一・…・ z4t年～50年
建築時期別住宅割合の推移（2）
築71年～80年
築81年～90年
図3－5　建築時期別住宅割合の変化
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Ei！EllEiiliS！of
　本研究は、住宅・土地統計調査という1つのデータソースから住宅建設年代にもとついた
コーホート群を抽出し、その経年データに医療分野で用いられるカプラン・マイヤー法を参
考にして、「残存率」、「住宅寿命」を算出した。求められた「残存率」をシステムダイナミ
クスモデルに適用し過去のシミュレーションを行なうことによって得られた予測値と、実
際の統計値と比較することによって「残存率」算定手法の妥当性を検証し、「残存率」の変
化と傾向の意昧をするところを考察した。
　F残存率」に関して得られた知見は、築年数の浅い住宅ほど「残存率」は高く、築10年
未満の住宅の残存率はほぼ1である。つまり、築to年までに滅失する住宅はほとんどな
い。1978年から2003年の25年間に残存率は増加している。増加割合は1／1000程
度でありわずかである。また、築年数が経過した住宅ほどこの25年に残存率が高くなる割
合が大きかった。
　累積残存率が50％になる期悶を住宅の「平均寿命」として、その変化を求めた。このこ
とによりB本の住宅寿命の変化が初めて明らかになったと言える。平均寿命は、2003年
において35．31年であった。25年間にこの数字は変動しているが、近似的に表すと4年
程度伸びていることになる。住宅・土地統計調蛮の住宅ストック数を住宅着工統計の新築住
宅数で除した値と比較すると増加傾向がなだらかであり、実質に近い値であると悪われる。
　また、シミュレー一ションにより、1978年から2003年の25年間の滅失住宅数の把握
が出来た。滅失住宅数は65万戸／年～90万戸／年に増加してきた。これは、建替えによ
る新設住宅の割合が25年間で、50％程度から、90％程度に増加している結果になる。シ
ミュレーションモデルを構築し、シミュレーションを実行することによって、滅失住宅数、
建替率を把握することが可能になることが解った。
　本砺究は、シミュレーシsンモデル構築のため、データの取り扱いにおいていくつかの
仮定をして合理化を行なっている。
⑦建築時期が局じコーホートは、建築時期の期間の中問時点を代表値として中間時点に建設さ
　れたとして取扱った。
②獲近5年間のA年あたりの平均残存率を、調査年においての残存率として取扱った。
③残存率の変化の割合は一定として（時悶の一次関数として）、住宅±地統計調査からでは得
　ることが出来ない築年数の大きい住宅の残存率を推測した。
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以上のモデル構築のための合理化は、算出された残存率から住宅総数を求める過程におい
て、結果に及ぼす影響は小さく、充分に住宅総数を予測できるものであることがわかった。
残存率の信頼性が確認できたということは、住宅寿命の算出手法の妥当性も同様に確認で
きたことであり、住宅の平均寿命を求める一つの「ものさし」が提供できたことになる。
この「ものさし」を用いて、住宅寿命に関する多面的な検討が可能になると思われるe既
往研究において、住宅寿命を論ずる場合、ある特定の部分的な場合を対象とすることしか
出来なかったが、この「ものさし」を用いることによって、日本全国の住宅寿命に関し、
構造別、所有形態別、建て方別、地域別など多面的な検討が可能になったeまた、システ
ムダイナミクスと組み合わせることによって、時間経過と共に、取り上げた多面的な検討
はどのように変化するかも検討できるようになった。このことは大変有用である。
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　表3－－3は住宅土地統計調査の構造別建築時期別住宅数のデータである。構造種別は、木
造、防火木造、鉄筋・鉄骨コンクリート造、鉄骨造に区分されている。過去のデータにおい
ては、構造種別は鉄筋・鉄骨コンクリート造、鉄骨造の区別がないなど、一律に統計を組み
立てることができないため、構造区分に関しては、木造と防火木造をあわぜて木造とし、
鉄筋・鉄骨コンクリート造、鉄骨造を合わせて鉄骨・鉄筋コンクリート造として区分するこ
ととした。
表3－3構造別腔の澱潮（2。。3年）〔：：：：⊃
住　竃　の　唖　瓢に区分L
q　築　の　時　用113区分1 起　　　敗
構　　遡 恥鵬lrロ‘日叩mlεrl聰1
木　　　遭 防　火　木造 蘇筋・鹸　骨 鹸　何　遁 そ　の　他
コンクリート適
Roinl町‘哩d
丁y匪ol」智鱈Ilinεα即。up二⊃1臨己 100d曲1nd s忙ol－fr題ロtd
7君訂M‘。051r1咀ll叩く138ro”ρ富， τol41 窟ood邑臣 「ir母つr回臨1邑d con巳忙1亡 S【o己1In殿d Olhヒr5
全　　　　　　　　　　国　，叩8罰
住　　　宅　　　総　　　故　D暫己田ng3 46．邸：lgoo 14．別9．叩0 13．go，．　loo 臨943，400 3，OI7，goo 142．6叩
昭　和　25年　以　前　旧500r闘川已r 3。陪3謁oo L371．300 25頸，500 33，200 1L600 1』oo
昭和お牢　一　　　35年　1951－1950 L335，　loo 929，300 29ε，500 133，000 19、量00 5，500
昭和甜年　陶　　　帖隼　1951～1970 4，430，000 2」帖』oo 1，ngε．‘oo L1：1』00 B8』oo 27，900
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平　　旺　　11　　年　1999 L305』oo 193，ln皿 4岨，5■6 4η、700 11了，goo 2，500
平　　旺　　膿　　年　：o“o 1，主47Joo 19LIOO 42菖』■o 49E．豊oo 127，500 2，goo
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　表3－3の構造別に調査年が異なる同じ建設時期の住宅数を比較することによって残存率
を算出し、平均寿命をもとめ、その変化を表したのが図3－6である。木造は構造別に区分
しない全体を現す総合と大きな違いは見られない。総合と同じく増加傾向にあり、1978
年から2003年の25年間に、約34年から38年というように4年ほど増加している。
　鉄骨造と鉄筋コンクリート造は、大変変化が大きい結果となったが、木造と比較すると
歴然とした違いが見受けられ、総じて寿命が長い。過去の既往論文（小松幸夫，加藤裕久，
吉田悼郎，野城智也：我が国における各種住宅の寿命分布に関する調査報告，日本建築学
会計画系論文集，第439号，pp．　io1－110．1992）においても、残存率を設定すると
きの採用する分布関数によっては、50．614年となるとの記述がある。住宅寿命は建物の
構造種別によらす、・社会的に要因によって決まるといわれることが多いし、筆者もそのよ
うに思うが、木造と鉄骨・鉄筋コンクリート造の比較においては、本研究の結果においては
歴然たる差があると言えるeまた、鉄骨・鉄筋コンクリート造の平均寿命はig90年前半で
落ち込み、その後増加している。この大きな変化が何に起因するものなのかは、詳細な検
討を行なう必要がある。全体に占める構造種別の割合の変化もこの結果に大きく影響して
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いるのかもしれない。
・一“一ﾘ造
一一 r・RC造
図3－6　構造別平均寿命の変化
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建て方別住宅寿命
　　表3－4は住宅土地統計調査の建て方別建築時期別住宅数のデータである。建て方種別別
は、一戸建、長屋建、共同住宅、その他に区分され、その中は詳細に階数ごとに区分され
ている。また、クロス集計で、構造別に木造、防火木造、鉄筋・鉄骨コンクり一卜造、鉄骨
造に区分されている。構造別には別項で検討したので、一戸建、長屋建、共同住宅に関し、　、
比較検討を行なった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e
表3－4建て方別住宅の建設時期（2003年）
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　　　表3－3の建て方別に調査年が異なる同じ建設時期の住宅数を比較するしとによって残存
率を算出し、平均寿命をもとめ、その変化を表したのが図3－7であるe全体の平均を表す
総合は、1980年代にわずかに低下するが25年間全体の増加傾向にある。2∞3年の調
査でも低下か見られる。しれは、人ロ移動と関係しているように思われる。・一・－F・建は、そ
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の総合とほぼ同じ変化を示し、1980年代前半に低下し、その後一貫して増加傾向にある。
ig80年代に寿命が低下することに関しては、1980年代は新設住宅数が比較して多い期
間ではないので、古い住宅がこの時期に多く壊されたということになる。例えば、戦後の
復興のために建てた住宅の建て替えが多く行なわれたなどが考えられる。長屋建は、ig80
年代前半に増加するという他の建て方とは逆の変化を示す。その後低下傾向にある。d980
年代に多く建てられたタウンハウスの影響が反映され、この時期に新しい長屋建が多くな
り、寿命が低下したと考えられる。共同住宅は、概して低下傾向である。1970年代、1980
年代に多くの共同住宅が建てられたため、新しい住宅割合が増加したためであると考えら
れる，1980年代後半から増加傾向にあるが、構造別住宅寿命から推測すると、木造共同
住宅が、1980年代後半まで取り壊され、共同住宅において、鉄骨造・鉄筋コンクリート造
の比率が高くなるにつれて、寿命が伸びる結果になっていると思われる。
（年）
45
鍮盤毒
麟 鍍擦
建方別住宅寿命の変化
ma灘
・一・一ﾋ建
・一一1・一ｷ屋建
一一・､同住宅
（調査年）
図3－7　建方別平均寿命の変化
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所有関係別住宅寿叩
　　表3－7は住宅土地統計調査の所有関係別建築時期別住宅数のデKタである。所有関係種
別は、持ち家、借家（公営、公団公社、民間、給与住宅）に区分されており、その中は構
造別に、木造、防火木造、非木造のように詳細区分がされている。また、クロス集計で、
一戸建、長屋建、共同住宅、その他に区分されている。ここでは、持ち家と借家について、
比較検討を行なった。
表3－7所有関係別別住宅の建設時期（2003年）
瓢榔
2
　　
@　
@　
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　　表3－4の所有関係別に調査年が異なる同じ建設時期の住宅数を比較することによって残
存率を算出し、平均寿命をもとめ、その変化を表したのが図3－8である。持ち家も借家も
全体の平均を表す総合も同じような変化を示している。25年間全体として、増加傾向にあ
るが、1980年代に少し低下し、2003年の調査においても少し平均寿命は低下している。
持ち家は1973年では総合を2年ほど上回り、借家は2年ほど下回るという結果になり、
2003年においては、持家は1973年では総合を5年ほど上回り、借家は5年ほど下回る
という結果になった。この傾向は調査年を通して同じであり、持ち家は寿命が長ぐ借家
は寿命が短い結果となった。　　　　　　　　　　　　　・
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1983　　　1988　　　1993　　　1998
　　図3－8　所有関係別平均寿命の変化
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各地の住宅寿命
　　表3－8は住宅±地統計調査の建設時期別住宅数のデータの一部である。区分は全国デー
タとほぼ同様である。構造種別は、一戸建、長屋建、共同住宅、その他に区分されており、
クロス集計で、木造、防火木造、鉄骨・鉄筋コンクリート造、鉄骨造に区分されている。地
域によって、一戸建、長屋建、共同住宅の比率、木造、防火木造、鉄骨・鉄筋コンクリート
造、鉄骨造の比率は違いがあるので、地域の比較検討を行なうために、L戸建木造住宅を
比較することによって、地域の特性を検討することにしたe
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3－8　千葉県の建設時期別住宅数（2∞3年）
22
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図3－9　2008年における人ロの増減
　図3－9は2008年4月時点における対前年度比の人ロ増加率である。太平洋に面する
東海道沿線の都道府県の人ロが増加し、東北、山陰、四国において人□が5％を超える減
少を示している。人ロ増加都道府県として、東京、神奈川、千葉、愛知を取り上げ、人ロ
減少県として、秋田、山形、島根、山ロを取り上げて、各地域の住宅寿命を比較した。
　図3づ0は2000年～2005年にかけての人ロ増加県をピックアップして住宅寿命の変
化を検討した結果である。東京都の住宅寿命は総じて、全国平均よりかなり短く、神奈川
県、干葉県は全国平均よりもわずかに短い。愛知県は全国平均とほぼ同様である。ピック
アップした県が少数であるが、人ロ増加地域は、結果として建設活動が盛んなため、寿命
が短い傾向がある。図3－11は人ロ減少増加県の結果である。秋田県、山形県は全国平均
をやや下回るが、和歌山県、島根県、山口県は全国平均より住宅寿命が長い結果となった。
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全国平均は2∞3年の結果では寿命が短くなる傾向があったが、この傾向はピックアップ
したほとんどの県で確認された。また、全国平均の総合も各都道府県も25年間緩やかに住
宅寿命は延びている傾向があるが、和歌山県、島根県、山ロ県は、1970年代においても
ともと住宅寿命が長かったものが一度短くなり、1990年代になり再び増加に転じている。
図3－10　人ロ増加県の平均住宅寿命の変化
図3－11　人ロ減少地域の平均寿命の変化
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　人ロの増減と住宅寿命の関係は、単純化すれば、人ロ増加地域（住宅需要の旺盛なとこ
ろ）では建替え率が高いため、住宅寿命は短くなるe逆に人ロ減少地域（住宅需要が低迷
しているところ）では滅失率が減らぬまま空家率が高まるため、人ロ増加地域に比ぺて住
宅寿命は長くなる。言い換えれば、「人ロ減少地域では住宅寿命は長くなり、人ロ増加地域
ではそれは短くなる」ということが推論できる。この傾向は、人□増加地域で観察された
が、人ロ減少地域では、観察できる地域と観察できない地域が存在した。これば、各地域
の空家率や着工率（新設住宅数／世帯数）と関係があると思われる。
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平均寿命算出手法と分析のまとめ
住宅寿命の算定手法
　本研究は、住宅・：L地統計調査という1つのデータソースから住宅建設年代にもとついた
コーホート群を抽出し、その経年データに医療分野で用いられるカプラン・マイヤー法を参
考にして、「残存率」、「住宅寿命」を算出した。求められた「残存率」をシステムダイナミ
クスモデルに適用し過去のシミュレーションを行なうことによって得られた予測値と、実
際の統計値と比較することによって「残存率」算定手法の妥当性を検証し、「残存率」の変
化と傾向の意味をするところを考察した。本研究は、シミュレーションモデル構築のため、
データの取り扱いにおいていくつかの仮定をして合理化を行なっているeこのG理化がス
トック総量の予測値に及ぼす影響は小さく、住宅の平均寿命を求める一つの「ものさし」
が提供できた。この「ものさし」を用いて、多面的な検討が可能になると思われる。今後
はこのモデルと手法を用い、地域の特性、世帯数の変化、新設住宅投資と住宅維持メンテ
ナンス投資の割合がどのように住宅寿命に係るかを、多面的に研究していく予定である。
残存率
　「残存率」に関して得られた知見は、築年数の浅い住宅ぽど「残存率」は高く、築10年
未満の住宅の残存率はほぼiである。つまり、築10年までに滅失する住宅はほとんどな
い。1978年から2003年の25年間に残存率は増加している。増加割合は1／1000程
度でありわずかである。また、築年数が経過した住宅ほどこの25年に残存率が高くなる割
合が大きかった。
住宅寿命
　累積残存率が50％になる期間を住宅の「平均寿命」として、その変化を求めた。このこ
とにより日本の住宅寿命の変化が初めて明らかになったと言える。平均寿命は、2003年
において35．31年であった。この数字は、25年間で、4年程度伸びていることになる。
住宅・土地統計調査の住宅ストック数を住宅着工統計の新築住宅数で除した値と比較する
と増加傾向がなだらかであり、実質に近い値であると思われる。また、1990年代半ばか
ら寿命の低下が見られる。溝造別では、鉄骨造・鉄筋コンクリート造は木造と比較するとか
なり寿命が長いa建方別では、一戸建は1980年代前半に低下しているが、戦後の復興の
ための住宅の建て替えが進んだためだと推測できる。木造共同住宅が、1980年代後半ま
で取り壊され、共同住宅において、鉄骨造・鉄筋コンクリート造の比率が高くなるにつれて、
寿命が伸びている。持家は借家より1973年において4年ほど寿命が長く、2003年にお
いて、10年ほど寿命が長い。人ロ減少地域では住宅寿命は長くなり、人ロ増加地域ではそ
れは短くなるということを推論したが、この傾向は、人ロ増加地域で観察されたが、人［］
減少地域では、観察できる地域と観察できない地域が存在したeこれば、各地域の空家率
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や着工率（新設住宅数／世帯数）と関係があると思われる。今後、1990年代半ばからの
寿命低下などの現象を捉え、住宅寿命がどのような要因によって左右されるのかを明確に
するため、都道府県瑚の構造別データ、市町村単位のデータを電いて、住宅寿命と人ロ増
減傾向と空家率の関係をモデル化し、分析を進めたい。
滅失住宅数
　滅失住宅数を把握するには、「建築物滅失統計調査（国土交通省）」の統計があるので、
この統計資料を用いればいいのだが、集計方法の性格上、実際の｛主宅除却数と「建物除却
届」提出eWICはかなりの開きある。そのため、実際の滅失住宅数は把握されていないのが
現状である。このシミュレーションによって、滅失住宅数が算出されたe1978年から
2003年の25年問の滅失住宅数が明確となった。約65万戸／年～90万戸／年に緩やか
に増加しているという結果である。
建替率
　また、シミュレーションにより、1978年から2003年の25年間の滅失住宅数の把握
が出来た。滅失住宅数は65万戸／年～90万戸／年に増加してきたeこれは、建替えによ
る新設住宅の割合が25年間で、50％程度から、90％程度に増加している結果になる。
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3段階の課題設定
地域の住宅寿命の検討で明らかになってきたが、
①大都市圏では、比較的旺盛な住宅の建替え、新規供給によって、寿命は短く保たれてい
　る傾向にある。
②人日減少が顕著な地域では、住宅寿命が比較的長い地域とそうでない地域が存在する。
などのことがわかったが、このことは、持続可能な日本のハウジングの行方を予測し対策
を考えるためには・ストツクの質と量を検討する必要があるということを示している。特
に「居住ニーズと住宅のミスマッチ」や「地域間格差」をふまえた検討は重要である。こ
のような認識から、次の3つの課題設定を行う。この3段階の課題に答えていくことによ
って、人ロ減少時代の住宅供給の地域性を明らかにし、地域ニーズに応じた住宅生産、維
持体制を提示することができると考えている。
　　人ロ減少社会　　　　　　　　　　　　都市・農村　　　　　　　　　　　住宅の需要と供給
図4・1　人ロ減少社会と住宅需給
①統計指標による住宅供給地域特性の分析方法の構築と地域類型抽出
　人ロ動態および住宅のフローとストックに関する基本的なデータを変数そしで住宅寿
命等の地域特性、その変化を分析・説明するための理論的枠組みを構築する。次いで、この
手法を地域レベルで適用し、大都市圏・人ロ減少地域の地域特性を明らかにする。その結果、
限界集落を含む過疎地域・人臼集中地域を両極とする地域累計が抽出されると同時に、各類
型の特性を表す住宅需給指標群が明らかにされる。
②住宅需給動向の地域類型を説明するシステムダイナミクスモデルの構築
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①で特定された地域に対して、さらに家計や住宅投資の新築・維持修繕投資に比率等の変
数を加え、過疎地域・人口集中地域などの各地域類型の住宅需給を説明するシステムダイナ
ミクスモデルを構築する。これによって、①で抽出された特定指標群が詳細に意味付けら
れ、また、地域特性の発現に関する説明がなされるe
③地域類型に応じた住宅生産維持シスデムの将来像の提示
　②により、代表的な地域類型について将来の住宅投資（維持修繕活動を含む）の内容水
準とその将来予測が明らかにされる。その結果に地域の住宅産業に対する現状調査を重ね・
それぞれの地域特性に応じた住宅生産・維持産業のあり方を考察し、必要な対策を提示する。
具体的な分析作業
　3段階の課題の概要を説明したが、具体的な作業手i頂を示す。
①統計指標による住宅供給地域特性の分析方法の構築と地域類型抽出
統計データによりつぎのことを明らかにする。
・住宅寿命は人ロ集中地域では短くなる一一fi、人ロ減少地域では長くなる。すなわち、「住
　宅の更新により住宅ストックの質は改善されるが、それによって住宅寿命が延びること
　　はないe」
・同じ人口減少地域でも、西日本（島根、鳥取等）の住宅寿命は、東日本（青森秋田等）
　のそれよりも長い傾向にある。
・1970年代以降、住宅寿命は延び続けてきたが、2000年前後より（おそらく東京一
　極集中の加速によって）全国的に住宅寿命が短くなる傾向にある。
これらのことを説明する鍵は「空家率」にありそうだという見通しがある。また、この「空
家率」が地域間格差を説明する重要な変数になる可能性がありうる。これを証明するため
に以下の検討を行なう。
・住宅土地統計調査データを一元的に用いた住宅寿命算定方法を確立する。
・住宅土地統計調査データから得られる「住宅着工率」「空家率」「建替率」「住宅寿命」、
　　それらの変化及び世帯数、世帯人員及びその増減（自然増減、社会増減）を都道府県レ
　　ベルで比較し、住宅需給の地域類型を抽出する。
・上記類型から特徴的な都道府県を選び、市区町村レベルで同様のデータを分析する。こ
　　れにより、人ロ集中・減少地域の住宅需給に関する特性指標が明らかになる。
②住宅需給動向の地域類型を説明するシステムダイナミクスモデルの構築
　①により、地域住宅需給のミスマッチの存在が確認されるが、②では次を明らかにする。
・このようなミスマッチをもたらす経済的・社会的要因は何か。
・それらの要因を特定できたとして、地域が持続可能な均衡状態は存在するのか、あるい
　はどのような条件下で極限的な状況（例えば限界集落への収束）が発生するのか。
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　②においてはシステムダイナミクスモデルを用いた分析評価を行なうが、地域特性を扱
うことが出来るように、これまで構築・使用してきた全国版モデルを次のように拡張するe
・住宅需要フレームに関して、人臼移動（社会増減）を取扱うことが出来るようにする。
・住宅投資フレームに関して・住宅維持修繕投資割合をパラメトリックに検討でき母よう
　にする。
・住宅ストックの状況を表すメインフレームに関し、既存住宅への住替えを取扱えるよう
　にするe
以上により、他の指標も加え、①の特性指標がより詳細かつダイナミックに説明できる。
③地域類型に応じた住宅生産維持システムの将来像の提示
　②の検討により、地域の住宅需要（新築市場維持修繕市場の別を含む）が予測できる。
これに対して地域産業がいかにあるべきかを次のように検討する。
・人ロ減少地域の住宅産業には、どのような変化が起こりつつあるかを、事業所統計デー
　タ等によって明らかにする。
・人ロ減少地域の代表的特性タイプに属する地域を選んで、現地ヒアリング調査を行い、
　地域の住宅生産・維持産業の意義を確認した上で、将来ニーズへ向けた変化適応の方向
　を明らかにする。
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
073
第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
　　　統計指標による住宅供給地域特性の分析方法の構築と地域類型抽出
　　　　　　　　　　　　　　　　弓
　住宅需給動向の地域類型を説明するシステムダイナミクスモデルの構築
　　　　　　　　　　　　　　　　号
　　　　　地域類型に応じた住宅生産・維持システムの将来像の提示
　　　　　　　　　　　　図4－2　3段階の課題の概要
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住宅需給のミスマッチ
　本研究の特色・独創性は、第一に「相互に関連する各地域を単位とする分析・説明モデル
を構築して住宅需給の格差とミスマッチ」を解明しようとするところにある。また、住宅・
土地統計調査という基本データを一元的に用いた説明モデルの構築、システムダイナミク
スモデルへの適用といった手法面における開拓も独創的な試みであるe
　本研究遂行の結果、データから見る限り、住宅の長寿命化という社会的な目標は、むし
ろ過疎地域で、すでに達成されつつあるという「反常識的事実」も明確に説明しえる。持
続可能な地域の住宅需給が成立するためにはどのような条件が必要かを明らかにし、それ
に向けた政策立案を可能にする上で、本研究の成果はきわめて重要であると考えるeこれ
らの成果を達成するため、前項で説目した3段階の手法にそれぞれの段階における考え方
を示すe
①統計指標による住宅供給地域特性の分析方法の構築と地域類型抽出
　以下のデータを用いて、家計・貯蓄に関するデータを収集し、変化を考慮した地域間比較
分析を行なう。ここでは特に住宅・土地統計調査データを一元的に利用して、住宅寿命、住
宅着工率、空家率、建替率等を算出し、それらの相互の関係を意味付ける。住宅醤工統計
のデータは補助的に利用する。住宅・土地統計調査は5年ごとに実施されており、平成20
年に実施されるe21年に公表されるこのデータを加えた分析は、時代転換後の10数年の
傾向を把握する上で、きわめて重要である。
「住宅・土地統計調査報告」（総務省統計局）
「建築着工統計調査」（国土交通省総合政策局）
「事業所・企業統計調査」（総務省統計局）
「国勢調査報告」（総務省統計局）
「日本の将来推計人ロ」（国立社会保障・人0問題研究所）
　住宅寿命、住宅着工率、空家率、建替率による地域住宅需給特性分析手法の確立を行う。
住宅ストック及びその経年変化から「カプラン・マイヤー法」により、住宅寿命を推計する
方法は、ほぼ確立されている。同じく住宅・土地統計調査データを主に用い、住宅寿命、住
宅着工率、空家率、建替率を抽出・算出し、地域の住宅需給特性の指標とする。
　人ロ動態・住宅需給に関する統計データの都道府県別分析を行う。住宅・土地統計調査を
主とした住宅需給に関する統計データに人日動態に関する統計データを加え、都道府県別
の比較分析を行なう。1970年代以降住宅寿命は一貫して延び続けたが、1990年代以降
反転して短寿命化しているのはなぜか。人ロ減少地域において、住宅寿命の長短に差があ
るのはなぜか等を明らかにし、住宅需給地域特性の類型化を図ることが目的である。
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　市区町村レベルのデータを用いた人ロ増減地域の特性分析を行う。人ロ増減地域の住宅
需給特性は都道府県単位の分析では粗すぎるため、都道府県を絞り、市区町村単位での分
析を行なう。対象とする県は、人ロ減少地域から青森、秋田、島根、鳥取の4件を、また
人口増加地域として東京都を、それらの中間的な県として午葉県を取り上げる予定である。
市町村合併をはさみ、統計的分析を行なうのに十分な整合的データを得るのには、現地で
の調査が必要になるe地域の住宅需給動向分析のために追加的に必要なデータ収集を継続
し、それを追加し全体的なとりまとめを行なう。
住宅説i醇フレ…　▽ 一　　　　経｝鯨準　　▽
住宅需要フレーム 経済水準
　　　　　　　　　　孔Z咤遣i嚢永撃…　▽ 住宅投i蓬　　▽
住宅産業水準評価 住宅投資
新設柱宅投彊　▽ ’　　　メインフレーム　▽ 住宅醗・修繕…▽’
　　　新設住宅投資
Eし
　　メインフレーム
ﾄ
住宅維持・修繕投資
量
中古住宅流遙　▽
中古住宅流通
@　　　　　　　」
図4－3　住宅需給の地域類型を説明するシステムダイナミクスモデル
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②住宅需給動向の地域類型を説明するシステムダイナミクスモデルの構築
　システムダイナミクスも出る構築と資料収集を行う。メインフレームは新設住宅をイン
フローとし、滅失住宅をアウトフロL－・・として、毎年の住宅総数を定義する部分である。こ
れに関係する他のフレームとして・住宅需要フレーム（人0動態・居住水準等に関係）、住
宅投資フレーム（高齢化に関係）等があるが、地域間格差・需給ミスマッチを分析するため
に、新築以外に維持修繕投資を加え、既存住宅への住み替えを扱えるようにする等のシス
テムの拡張を図る。システムの基本設計と関連データの分析対象地域の選定・資料収集を行
い、具体的に地域の住宅需給動向分析を行なう。現時点までの統計指標の変化傾向を把握
し、システムダイナミクスモデル内のコンバータの関数を定義し、また各変数（統計指標）
の変域の設定を行なう。変数の組み合わせと変域を変え、需給動向の将来に関するシミュ
レーションを行なう。その結果により、人ロ増加地域、人ロ減少地域のそれぞれについて、
どのような条件下で、極限的な状況出現の可能性が高いか（例えば限界集落の拡大）、中長
期的に需給の均衡が成立するにはどのような条件が必要か、さらには住宅需給の地域間格
差、ミスマッチを解消するにはどのような方策が考えられるか等について検討を行い結論
を得る。
③地域類型に応じた住宅生産・維持システムの将来像の提示
　特定された地域に対して、住宅生産維持システムの実態と将来展望に関する実態調査を
行なう。実態調査は、事業所統計調査等の関連データの現地収集、および関連業者のヒア
リングを行なう。変化する住宅需給動向に対応して住宅生産・維持システムの側に変化が起
こりつつあるかそうかを確認し、また地域のニーズの変化に対応した住宅生産・維持システ
ムのあり方を考察して、結論を出す。
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統計指標による住宅供給地域特性の分析方法の構築と地域類型抽出
　人ロ動態および住宅のフローとストックに関する基本的なデータを変数そして、住宅寿
命等の地域特性、その変化を分析・説明するための理論的枠組みを構築する。次いで、この
手法を地域レベルで適用し、大都市圏・人ロ減少地域の地域特性を明らかにする。その結果、
限界集落を含む過疎地域・人ロ集中地域を両極とする地域累計が抽出されると同時に、各類
型の特性を表す住宅需給指標群が明らかにされる。
明らかにする項目
・住宅寿命は人ロ集中地域では短くなる一方、人ロ減少地域では長くなる。すなわち、「住
　宅の更新により住宅ストックの質は改善されるが、それによって住宅寿命が延びること
　はない。」
・同じ人ロ減少地域でも、西日本（島根、鳥取等）の倥宅寿命は、東日本（青森、秋田等）
　のそれよりも長い傾向にある。
世帯数
世帯人員
住宅着コニ率
空家率
住宅寿命
建替率
床面積
　　　　　　　　　　　　　　　図4－4　重要な変数
重要な変数
①住宅寿命
住宅土地統計調査（総務省統計局）の建築時期別住宅数より求めた累積残存率が50％にな
る期間を平均住宅寿命として変数を特定する。
②住宅着工率
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新設住宅着工数（住宅着工統計・国土交通省）を着工数とする。新設住宅数は、住宅着工統
計のデータを利用する方法と、住宅土地統計調査のデータを利用する方法が考えられるが、
両者の変化は類似しており、絶対数ではない「率」を表示する場合には、地域ごと、年次
ごとのデータを入手しやすい住宅着工統計のデータを使用することにした。一方、「率」と
しているのは、住宅需要に対する住宅着工の割合を表示するためであり、住宅需要を表す
指標として、必要住宅数（世帯数）を考えた。つまり、住宅着工率は、新設住宅着工数を
世帯数で除して求めた値である。
③空家率
住宅土地統計調査（総務省統計局）のデータにおいて、空家数を住宅総数で除して求めた
値とするeただし、住宅土地統計調査では、「空き家」表4－1のように定義されている。住
宅は、「居住世帯のある住宅」と、「居住世帯のない住宅」に区分され、「居住世帯のない住
宅」は「一時現在者のみの住宅」「空き家jr建設中」に区分されている。本研究で求めた
い空家は、実際に使用されずに残ってしまっている住宅を空家としたく思う。例えば、別
荘で使用する住宅は住宅としての機能をはやしているし、別荘が多い地域が空家が多い地
域として扱うことがないようにしたい。また、賃貸や売却のために使用されるまで、ウエ
イティング状態になっている住宅も空家としては扱わないようにしたいeこれらにより、
表4－1の「空き家」において、「賃貸用」「売却用」「＝次的住宅」を抜いた「その他」を狭
義のr空家」として定義した。
表4－d　住宅土地統計調査における空家の定義
単独世帯の住宅 住宅とは、一戸建の住宅やアパートのように完全に区画さ
居住世帯ありの住宅 れた建物の一部で．一つの世帯が独立して家庭生活を営む
同居世帯ありの住宅 ことができるように建築又は改造されたものをいう。
昼間たけ使用しているとか，何人かの人力交代で寝泊まり
一時現在者のみの住宅 しているなど．そこにふだん居住している者が一人もいな
い
賃貸用 新築・中古を聞わず，賃貸のために空き家になっている住
売却用 新築・中古を間わず，売却のために空き家になっている住
別荘（週末や休暇時に避暑・避寒・保蓋などの目的で使用
される住宅で，ふだんは人が住んでいない住宅）
住宅 空き家 二次的住宅 その他（ふだん住んでいる住宅とは別に，残業で遅くなっ
たときに寝泊まりするなど1たまに寝泊まりしている人がい
居住世帯なし る住宅）
上記以外の人が住んでいない住宅で，例えばi転勤・入院
その他 などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替
えなどのために取り壊すことになっている住宅など
住宅として建築中のもので，棟上げは終わっているが，戸
締まりができるまでにはなっていないもの（鉄筋コンク
リートの場合は，外壁が出来上がったもの）．　なお，戸
建設中 締まりができる程度になっている場合は，内装が完了して
いなくても，「窒き家」とした。また，建築中の住宅で
も，ふたん人が居住している場合には，建築中とはせずに
｛　　　　　　＿馬　　　　　　　　一
④建替率
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建替率は新設住宅数に対する滅失住宅数として定義する。しかし、滅失住宅の実質数量を
把握する統計がないので、建替率を求めることは出来ない。そこで、システムダイナミク
スモデルを構築し、住宅土地統計調査のデータを一元的にもちいて、ストック数、新設住
宅数、残存率を設定することにより、滅失住宅を類推し、建替率を求めることにする。
図4－5　システムダイナミクスモデルの建替率と空家率
⑤一人当たりの床面積
住宅ストックの状況を表す指標の1つとして、住宅の大きさを考え、具体的には、世帯人
員と住宅の床面積から「一人当たりの床面積」を求めて、住宅需要と住宅寿命のミスマッ
チを検討する。
⑥人1コ（自然増減、社会増減）
人ロは国勢調査（総務省統計局）にものとし、将来推計は国立社会保障・人ロ問題研究所の
推計を利用する。人ロの増減については、必要に応じて自然増減、社会増減を考慮して変
数を決定することとする。
⑦世帯数
人ロは国勢調査（総務省統計局）にものとし、将来推計は国立社会保障・人ロ問題研究所の
推計を利用する。人ロと世帯人員とを関連させながら変数を決定することとするe
⑧世帯人員
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世帯人員は国勢調査（総務省統計局）にものとし、将来推計は国立社会保障・人口問題研究
所の推計を利用する。人口と世帯数とを関連さぜながら変数を決定することとする。
　以上の変数とそのリソースを整理すると以下のようになる。住宅寿命と建替率は本研究
で確立された手法により求めることとする。
表4－2　住宅土地統計調査における空家の定義
εも　　一一 帽P、
鎌嚢難難覇i灘灘饗鍵、．
人口 5年ごとに国勢調査が行なわれており、そのfータから各年人ロを把握することが出来る。
財団法人人ロ問題研究所が50年間の将
?¥測を行なっている。
世帯数 5年ごとに国勢調査が行なわれており、そのfータから各年人ロを把握することが出来る。
財団法人人口問題研究所が25年間の将
?¥測を行なっている。
世帯人員 5年ごとに国勢調査が行なわれており、そのfータから各年人口を把握することが出来る。
上記により、25年間の将来予測を行なうこと
ｪできる。
住宅着工率 1世帯あたりの着工数で。国土交通省の住宅着H統計などから把握することが出来る。 研究のための変数となる。
空家率 5年ごとに行なわれる総務省の住宅土地統計ｲ査によって把握することが出来る。 研究のための変数となる。
床面積 5年ごとに行なわれる総務省の住宅土地統計ｲ査によって把握することが出来る。 研究のための変数となる。
国土交通省の住宅滅失統計は、確認申請時に
ｨける「除却届」の統計のため実態合わず、滅
ｸ住宅数の把握が出来ないため、住宅寿命を
≠ﾟることが出来ない。
研究のための変数となる。
同上の理由により、滅失住宅数の把握が出来
ﾈいため、建替率を求めることが出来ない。 研究のための変数となる。
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人ロ（自然増減、社会増減）
　人ロは国勢調査（総務省統計局）にものとし、将来推計は国立社会保障・人口問題研究所
の推計を利用する。人ロの増減については、幽要に応じて自然増減、社会増減を考慮して
変数を決定することとするe
表4－3　1998年（」2003年の各都道府県の人ロ増減
雛ゴ層
a難搬灘襲
難灘1いL⊥，．蹴書，買・課1，　　　　　・扁’4vτ・卿嚢鑓戴i
囑趨雛?P…
灘　A　　、
　r‘㌧く／鴛
柱i芒’U
縫難i鑛灘鑛i灘灘1器
全国 126．472ρOO127．69410001」）10
24三重県 1、a55，000 1，86生000 1，005
1 北海進 恥95ρOO 5£631000029425滋賀県 1．323ρoo 11368ρoo 1034
2 青森県 1．479ρoo 1．45910000，986 26京都府 2，643，000 2650，000 tOO3
3 岩手県 1．419ρ00 1401ρ00O，987 27大阪府 a813，000 敏824ρ00 1no　1
4 宮城県 乳3551000 2．3691000tOO628兵庫県 5．494ρ00 5，589，000 1』17
5 秋田県 1，20qoOO 1，165，000 o，971 29奈良県 1，443，000 糾34、OOO o，994
6 山形県 125110001．230ρ00 0，963 30和歌山県 1，076，000 110521000α97B
7 福島県 2．132ρOO 2」1qOOOo，ggo 31鳥取県 6帖ρ00 6111000α993
且 茨城県 2．980ρOO 2．985ρ00 tOO232島根県 765，000 丁521000 α983
9 栃木県 2ρ01ρOO 2ρ純ooo 1，OO6 33岡山県 1．953ρ00 1，958ρ00 tOO3
10群馬県 2ρ：7ρoo 2．030ρ00 1，OO6 34広島県 21882，000 2，679ρoo o，999
11埼玉県 6．87乳OOO 7ρ28ρ00 1，022 35山口県 11540，000 1』10ρ00 0，981
12午葉県 5，86丁，ooo 6ρ30．000 1，028 36嬉島県 829ρ00 81B，OOO o，9B7
13東京都 11ρ3駐，000 12β8aoOO1，038 37香川県 1，025，OOO 1．01BρOO 0，993
14神奈邦1県 8βε3ρOO 9．702ρOO 1，038 39愛媛県 1．5011000 M81ρ00 O，987
柘 新潟県 2，466，000 2，455，OOOO，997 39高知県 816ρ00 80610000，9B8
1ε 富山県 1．124ρ00 1，116，000 0，993 40福岡県 峨ggoρoo 5045，000 tO11
1フ 石舞韮県 1、1田ρoo L17翫oooo，998 4葦 佐賀県 881，000 872，ooo o，ggo
侶 福井県 626ρoo 82フ，OOO 0，999 42長崎県 1．526ρ00 1，4gaoOO 0，962
狙 山梨県 866ρoo 8B8，OOO 1∫mo 43熊本県 1．862ρ00 1旧52．000 O，995
20長野県 2，21｛乳OOO 2210ρ00tOOO44大分県 1．226ρ00 1，217，000 0，993
21岐阜県 幻091000 2．導10．000 tOO！ 45宮崎県 11173ρ00 1．1621000 O，991
22静岡県 3．758ρOO 3．7goρoo too9・46鹿児島県 1，7gqooo 1，770，000 O，989
23愛知県 6273，OOO ス葉70ρoo tO2847沖縄県 1ユ98、OOO 1．345ρOO 1，036
　表4－3は、国勢調査のデータによる1998年～2∞3年の各都道府県の人〔1増減を示
している。5年間の短期の変化であるので、増減の要因は主に社会的な増減によるもので
ある。幽4－6は、蜷減率の分布を添している。人ロ増加地域は、東京都、神奈川、千葉、
埼玉、愛知、滋賀、兵庫、福岡県である。人［〕減少地域は、東北、四国、山陰、九州の一
部1こ分茄ずる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
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図4－6　1998年～2003年の各都道府県の人ロ増減
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
　表4－4は、国勢調査のデータによる1978年～2003年の各都道府県の人ロ増減を示
しているe25年間の長期の変化である。変化の特性は、前述した短期の地域特性によく合
致している。
表4－4　1978年～2003年の各都道府県の人ロ増減
　　㌔㌃ 　　r・1二・r・』t｣織孟獺懇麗重 　　　　　」㌧』1ヒ，P纏灘畿1鍵醗繰懸宵 難：ヒ．瀧コf岳：し　，　’ジ・：≡・贈：…：：i弄・号：D，瀞道府煕1　　キ饗灘謹ヂ「申、」　　．F’・　　　　・’：婁離 纏雛
・“』「　　F障・．ら二・ヌ
ｰ年閣鱗　　　　㍉
@一
全国 1151190ρOO1271694ρoot109
24三重県 1．66叩OO 1，864，000 t122
1 北海道 5．490ρOO 5．663ρoo 1，oa2 25滋賀県 1．043ρ00 1．368ρ00 t312
2 膏森県 1轟07，000 1．459ρ00 o，968 26京都府 2．49生OOO 2，650，000 tO63
3 岩手県 1．409ρ00 1．401ρOO o，994 27大阪府 8，412，000 8，B24，OOO 1，049
4 宮城県 2，032，000 2．369ρ00 1」66 28兵庫県 5．093ρOO 5．589ρ00 1，097
5 秋田県 1250ρ00 1，165ρ00 α932 29奈良県 1．152ρOO 1！13410001，245
6 山形県 て241，000 1230，OOOα991 30和歌山県 1，084，000 1ρ52，OOO α970
フ 福島県 2，012，000 2」1qooo1，049 31島取県 595，OOO 田1ρ00 1』27
8 茨城県 2鴻63．000 2985ρOO1，212 32島根県 779，000 752ρOO 軌965
9 栃木県 1，753，000 2．0140001」49 33岡山県 1．850ρ00 1ρ5B，000 1、05巴
10群馬県 1β17ρOO 2，030，000 1，11丁 34広島県 2703ρ00 乳879，000 1』65
11埼玉県 5，208，000 叩2日、000 134935山ロ県 1．5791000 1．510ρOO 0，956
12千葉県 4，509，000 6．030ρ00 1，338 36徳島県 818ρOO 818ρ00 1，OOO
13東京都 11．659ρ00 12，388，0001、06ヨ 37香川県 986，000 1ρ18ρOO 1，032
14神奈川県 行．728ρ00 8，70aoOO12933日 愛媛県 11493ρ00 14811000o，992
15新潟県 Z428．000 2，455，000 1，011 39高知県 ε2如00 806ρOO o，978
16富山県 1，092，000 1，116，000 1，022 40福岡県 へ460ρOO 5．045ρ00 t131
1フ 石川県 1．10α000 1．17910001」｝72 41佐賀県 854，000 872，000 1，021
16福井県 787，OOO 日27，000 1，051 42長崎県 緬87ρ00 1，498，OOO 0，944
19山梨県 796ρ00 888，OOO 1」16 43熊本県 1，763，000 1，852，000 tO50
20長野県 2ρ6aoOO a210ρ0010丁2 44大分県 1．215ρOO 1，217，000 1，002
21岐阜県 1，92丁，OOO 2．110POOm9545宮崎県 1．127ρOO 1」62，000 1，031
22静岡県 3．396POO 3フ90ρ00 1」16 46鹿児島県 1，760加O 1」701000 1，OO6
23愛知県 6．115ρ00 7，170，000 t17347沖縄県 1ρ91ρOO 1．345ρOO 1，244
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図4－7　1978年～2003年の各都道府県の人ロ増減
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
［1！illllillilll－＝＝
1世帯当たりの世帯人員の変化
　世帯人員は国勢調査（総務省統計局）のデータに基づき、1995年から2000年の変化
を検討した。
表4－5　1995年～2000年の各都道府県の世帯人員の増減
卜‡篭ゴ鼠憲麟i騰馨覇購礫類鐘藻駿髄鞭難麟 寧駄君L搬1，， 勲麟熱
全国 2．B2 2．67 94．68
24三重県 3．05 2、8a 94鴻3
1 北濡道 2．56 z42 945325滋賀県 324 3P2 ga21
2 青森県 3．02 2．86 94．70 26京都府 2JO 2．55 9444
3 岩手県 3．08 2．92 94．81 27大阪府 2．65 2．51 9生72
4 宮城県 z97 2．80 9428・28兵庫県 2．86 269 9生06
5 秋田県 コ．1豊 3DO 940429奈良県 3．10 2．93 9452
6 山形県 3．45 325 942030和歌山県 2．91 2．η 9丘19
7 福島県 323 ao5 944331鳥取県 a20 300 ga75
日 茨城県 3．17 且99 94．32 32島根県 3．08 2．90 9416
9 栃木県 3．14 227 94．59 33岡山県 乞92 2．77 9486
10群馬県 3P5 2．88 94．43 34広島県 2．70 2β7 9丘19
11埼玉県 2．94 2．78 94．56 35山ロ県 2．70 2．56 94．駐1
12千葉県 2．86 之フ0 94．41 36徳島県 296 ．臥78 93．92
13東京都 之34 221 94．44 37香川県 2．92 2．75 9生18
14神奈川県 a65 a53 954738愛媛県 2．74 2．59 9生53
15新潟県 a25 3．07 94．46 39高知県 2β2 a47 9427
16富山県 329 3．09 93．92 40福岡県 2．72 2．57 9生49
17石川県 2．97 a83 952941佐賀県 3．24 3．oa 95．06
1a福井県 3．30 3．14 95．15 42長崎県 2．85 2．71 95．09
19山梨県 2．99 2．日4 94．98 43熊本県 2．95 2．81 9525
20長野県 ao5 2．89 947544大分県 z7B 2．64 94．96
21岐阜県 323 3．07 95．05 45宮崎県 a74 2．61 9526
22静岡県 3P7 221 9亀79 46鹿児島県 z54 2．43 95．67
23愛知県 2．89 275 95．16 47沖縄県 3．09 2．91 94．17
　世帯人員の変化の差はわずかであり、5年間の変化では、地域間の格差は明確に現れな
かった。次の図は地域分布を示すものである。
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図4－8　直近5年間の世帯人員変化率
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第4章　地域の庄宅寿命と住宅需給
　次の表は、25年間のt世帯あたりの世帯人員の変化を示し、図はその分布を示す。近畿
圏、中国圏において世帯人員は大きく減少している。その他の地域における特性は顕著に
現れていない。
表4－6　1975年～2000年の各都道府県の世帯人員の増減
華鱒鴛蓮・嶺糖翫・’｝く引譜灘議纏懇灘灘難灘難 樗な葺」【1L焉I尋一5　’、L鯉；…繊i藤織毒難剰i簸輩鑛馨1鑛
全国 3．2B 2β7 B140
24三重県 3．さ3 Z88 8t59
1 北海道 3．12 Z42 7乳56 25滋賀県 3．65 3．02 92．74
2 青森県 3β7 2B6 77．93 26京都府 3．09 2．55 82．52
3 岩手県 3．68 202 79．35 27大阪府 3．05 乞51 8230
4 宮城県 3．55 2日0 78．87 28兵庫県 3．23 2．69 8328
5 秋田県 3．73 3」コo 80．43 29奈良県 乱56 2．93 8230
6 山形県 ag2 325 82．91 30和歌山県 3．35 2．77 82．69
7 福島県 378 3』5 80．69．31 島取県 3．60 3．00 83．33
8 茨城県 3．77 2．99 79．31 22島根県 乱49 290 83．09
9 栃木県 a72 Z97 7駄84 33岡山県 3．32 2．77 83．43
10群馬県 a6B 2BB 782634広島県 3．13 2．5丁 82．11
11埼玉県 苫．45 2コ8 80．58 35山ロ県 323 2．56 7926
12千葉県 3溶5 2．70 80．60 36徳島県 3．47 27B 80」2
13東京都 z73 221 8α95 37吾川県 3．43 275 80」7
14神奈川県 3P5 2．53 92．95 38愛媛県 325 259 7969
15新潟県 3．ヨ0 307 BO．79 39高知県 3．04 2．47 8125
16富出県 3．84 3．09 80．47 40福岡県 324 2．57 79．32
η 石川県 乱51 2B3 8α63 41佐賀県 3．81 308 Bα84
18福井県 3コ4 3．14 8a9642長崎県 3．46 2．71 7臥32
19山梨県 3お2 2．84 7ε45 43熊本県 3．48 且8蓬 8a75
20長野県 3．59 2β9 80．73 44大分県 3加 z64 80．00
21岐阜県 3．64 ao7 84β4 45宮崎県 3．26 2．61 80．06
22静岡県 3．59 £．91 81ρ6 46鹿児島県 3．02 a43 8q46
23愛知県 331 二L75 83．0B、47沖縄県 3．93 且91 7405
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需絡
o
／
◎6
図4－9　直近25年間の世帯人員変化率
　次に、5年間の人ロの増減率と25年問の世帯人員の変化率の相関を検討したが、相関を
見出すことはできなかった。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
世帯人員の変化
図4刊0　人ロ増減率ζ世帯人員の変化
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
住宅着工率
　新設住宅着工数（住宅着工統計・国土交通省）を着工数とする。新設住宅数は、住宅着工
統計のデータを利用する方法と、住宅土地統計調査のデータを利用する方法が考えられる
が、両者の変化は類似しており、絶対数ではない「率」を表示する場合には、地域ごと、
年次ごとのデータを入手しやすい住宅着工統計のデータを使用することにした。一方、「率」
としているのは、住宅需要に対する住宅着工の割合を表示するためであり、住宅需要を表
す指標として、必要住宅数（世帯数）を考えた。つまり、住宅着工率は、新設住宅着工数
を世帯数で除して求めた値である。
表4－7　2003年の各都道府県の着工率（％）
騰騰
郵
1解、‘v”
秩c嘩甑藻．漿据
饗剛塀P：錘‘，菖糠響 鑛覇懸欝鐡蒼．桝一切　腎　　囑’　　、　　　　　斤凸
全国 4Z25臥0001，160，083 a45
24三重県 634，000 14ρ27 221
｛ 北海道 2127aoOO 49β06 2．19 25滋賀県 4401000 12，637 2β7
2 青森県 489ρ00 9，625 t9726京都府 1ρ431000 21，926 2．10
3 岩手県 467，000 8838 t8927大阪府 3．5151000 88，953 2万3
4宮城県 835ρoo 18渇77 22428兵庫県 2，068，000 42，260 zo4
5 秋田県 387ρ00 6β62 t8029奈良県 486ρOO 9，447 1．94
6 山形県 375，000 7，046 tB830和歌山県 378，000 7，276 1．92
7 福島県 654000 13」41 2ρ1 31鳥取県 20tOOO 4，581 22B
8 茨城県 989，000 22β86 22632島根県 25tOOO 3，443 t37
9 栃木県 663，000 18502 z7933岡山県 700ρ00 13，930 1．99
10群馬県 690，000 17，179 Z4934広島県 1．1041000 2t524 t95
11埼玉県 2，556，000 69284 2．71 35山ロ県 575，000 10215 1」8
12干葉県 2，203，000 52，934 24036徳島県 2901000 5，315 1．83
13東京都 5！辱87，000 1924273．51 37香川県 3641000 7，442 2P4
14神奈川県 3謁66，000 94，244 2．BO 38愛媛県 56ZOOO 判28丁 2．01
15新潟県 79瓢OOO 16209 乳04 39高知県 321，000 51753 1」9
16富山県 358，000 7」74 止oo 40福岡県 t951100046827240
17石川県 407，000 9，556 之35 41佐賀県 27qoOO 5，120 1．86
18福井県 254，000 6157 24242長崎県 53｛ρ00 9，603 1β1
19山梨県 307，000 7377 24043熊本県 650ρ00 12，391 121
20長野県 741ρ00 16490 22344大分県 451ρ00 8，718 1．93
21岐阜県 679POO 14，952 2．20 45宮崎県 438，000 η48 1．77
22静岡県 1．285ρ00 34，684 27046鹿児島県 705ρ00 1t876 1．68
23愛知県 Z562ρ00 69，662 27247沖縄県 468ρ⑪0 13β72 2．96
　図4－11は着工率の高低を示す地域分布である。関東～東海、滋賀、福井、太阪、福岡
が高い。着工率は住宅需要にたいしての住宅生産の割合を示すことになるので、高い地域
は・堵較的過剰な住宅生産があり、低い地域は住宅生産活動が非弱な地域といえる。
　図4－－i2は、着工率と短期の人ロ増減（1998年～2003年の5年間の変化）との相関
である。人ロ減少地域では、着工率は低く、人〔コ増加地域では、高い傾向がある。また、
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ある程度のばらつきもある。斜めの直線は全体の平均であるが、この直線から顕著に上に
離れる地域として、東京都、栃木県が上げられる。また、この直線から下に離れる地域と
して、島根県、兵庫県が上げられる。上に離れる地域は住宅寿命が長く、下に離れる地域
は住宅寿命が短くなっているという予測があるが、これは住宅寿命に関する詳細な地域の
検討を待つことにする。
o
ノ
2．4％以上
2．o％以上2A％未満
2．O％未満
1
Q4
図4－11　2003年の各都道府県の着工率
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給．
　人ロ増減率と着工率との関係を検討したが、両者の間には相関が見出せた。人ロ増加地
域ほど着工率が高い傾向があることがわかった。
ノ
（着工率）
4．00
3．50
3．00
2．50
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1．50
1．00
　0．960
人ロ増減率と着工率
◆◆
　　◆　◆◆　　◆
ちるψ
◆
◆ ◆
◆
◆ψ◆《◆
’
噂 ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ
0．980 1．000 1．020 1．040　（人口増減）
図4－12　人ロ増減と着工率
L
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空家率
住宅±地統計調査（総務省統計局）のデータにおいて、空家数を住宅総数で除して求めた
値とする。ただし、住宅土地統計調査では、「空き家」表4－1のように定義されている。住
宅は、「居住世帯のある住宅」と、「居住世帯のない住宅」に区分され、「居住世帯のない住
宅」は「一時現在者のみの住宅」「空き家」「建設中」に区分されている。本研究で求めた
い空家は、実際に使用されずに残ってしまっている住宅を空家としたく思う。例えば、別
荘で使用する住宅は住宅としての機能をはたしているし、別荘が多い地域が空家が多い地
域として扱うことがないようにしたいeまた、賃貸や売却のために使用されるまで、ウエ
イティング状態になっている住宅も空家としては扱わないようにしたいe「空き家」におい
て、「賃貸用」「売却用」「二次的住宅」を抜いた「その他」を狭義の「空家」として定義し
た。
表4－8　2003年の各都道府県の空家率
1韓醗’L｝珪襲鍵 灘鎌ユー．一．鮎“播秘き｝．直t判灘鐡講灘羅顯縫難1 ：偲テ1垂，㌔‘、、・㍉、二7r・P灘灘誉、鋤算毒繿｡耽丹∫『塁・
全国 53βgo，goo 2」17』00 3．93
24三重県 フ38，700 46，700 6．32
1 北海道 2，572，200 1011200 3£3 25滋賀県 504」00 25，800 5．12
2 青森県 559，200 25，000 447 26京都府 1，201，100 5乳500 4．79
3 岩手県 5271900 2翫700 4．87 27大阪府 生130、800 129，400 a13
4 宮城県 942，300 26，100 2」7 28兵庫県 Z3BO，400 103，ε00 4．36
5 秋田県 428，600 21β00 4．97 29奈良県 562200 2B200 5．02
6 山形県 415，000 15，800 3．81 呂0 和歌山県 459ρ00 3へ700 7．56
7 福島県 7B1，800 32，300 4．13 31島取県 231，300 13400 5．79
8 茨城県 1，135，900 42，700 3．76 32島根県 2831500 19200 6．77
9 栃木県 769，700 27，000 3．51 a3岡山県 803，700 46，500 5．80
10群馬県 798，700 38，400 481 34広島県 1ユ71．呂oo 6q100 5．20
11埼玉県 2溜26，εOO 75，400 2．67 35山口県 654600 39，500 6．03
12干葉県 21526，200 89，100 3．53 36徳島県 336β00 22βOO 6．63
13東京都 民196ρoo 1401BOO 228 37香川県 421，100 25βOO 6．13
14神奈川県 a752，000 86，600 2．31 38亜娯県 65軌100 40，200 6．1呂
15新潟県 889，000 37，900 427 39高知県 3フ3，500 2フ，500 7コ6
16富山県 407，700 2て，400 525 40福岡県 2，194，5DO 78，000 3渇5
17石測県 470，500 25，400 5．40 41佐賀県 30a400 13，600 448
18福井県 293ρOO 15β00 5．39 42長崎県 603400 351400 5．Bフ
19山梨県 3舶1300 凪600 4．89 4苫 熊本県 729，700 35βOO 488
20長野県 B901800 43，600 4．89 唱 大分県 516，500 26ρ00 5P3
21岐阜県 7821900 3a600 4．67 45宮崎県 490，400 25，900 528
22静岡県 1．4B71300 49，900 336 45鹿児島県 809」00 61，goo 7．64
2a愛知県 2998，800 100，400 34且 47沖縄県 5櫓，700 17，600 a39
　表4－8は、2003年の住宅土地統計調査から、住宅総数と「空き家」中の「その他」を
「空家」といして、抽出し、両者の比を都道府県別に整理したものである。図4－5はそれ
を、地図上に落とし込み、空家率の高低の分布を示したものである。同じ人ロ減少地域で
あっても、東北地方は空家率は高くないが、由陰、四国地方に空家率が高い地域が分布す
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
る。空家率が5．8％以上を白抜きの表示としているが、このボーダーライン以上の地域は、
四国4県、三重、和歌山、島根、U」ロ、長崎、鹿児島県である。図4－6は、短期的な人0
の増減（1998年から2003年の増減率）と空家率の相関である。あまり強い相関は見出
すことが出来ない。平均を右下がりの斜めのラインで示しているが・上側に大きく外れる
のは、滋賀、鹿児島県であり、下側に大きく平均から外れるのは、山形、宮城県であるe
このことが何を示すのかは現状不明だが、空家率に関しては、短期の人ロ増減には影響を
受けていないようである。長期の人ロ増減との関係を考察する必要性を感じる。
o
ノ
5．8％以上
4．1％以上5，8％未満
4．196未満
く》♂
図4－13　2003年の各都道府県の空家率
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簗4章　地域の住宅毒命と住宅需給
　人ロ増加率と空家率との関係を検討した。両者の間には相関を見出すことができる・人
ロi卸地域ほど空家率が小さく・人ロ渤地域ほど空家率が大きい傾向がある・
e・9C8
人口の増減と空家率
図4－14　人ロの増減率と空家率
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
住宅の平均寿命
住宅の平均寿命
　平均寿命は、累積残存率が50％になる期間としている。表4－9は、2∞3年における
各都道府県の平均住宅寿命を示している。累積残存率が50％から算出した平均寿命と住宅
土地統計調査によるストックを着工統計調査によるフローで除した値と併記したe両者は
地域によってかなりの相違がある。
表4－92003年の各都道府県の平均住宅寿命
　　一
qニニ．二｝：
　　廻甲　膠　　　　　　　　勉轟患緬 　　　ヱh・Q003年世轍
@｛，（住謝雲灘　　脇：’ζ織瞬 1　　　　　　　　　　　、レげXトノク（住職q隷工，・，．．
Cμ・．脚住羅欝　：、講1ノ贈，」葦L，．一 ．乏
@’．r話氏Q・歪盤，点』
　　1ﾊoo3年世帯数
@｛住調持　　　　　ミ山
　　　　　，w3年着ま薮
k難彗
　　　げ’　r　　」X幅似往謝’
`霧轟
1　　，．・”
P漸げ㌦，一．㌧心　’
ｧ均住宅毒由、
C話き蕪㌦
全国 4乳255，DOO1，t60，083 40．73 39．84
24三重県 634，000 14，OZ7 45．20 3920
1 北海道 Z278ρ00 49．goε 45」4 402225濫賀県 440，000 12，63丁 34．82 33．30
2 青森県 4ag，000 9，625 50」3！ 3臥05 2幡 京都府 1．043000 2！，926 47．57 41ユ6
3 岩手県 467，OOO a939 52．84 35．9227大阪府 3，515，000 88，953 39．52 4991
4 宮城県 835，000 1呂，677 44」1 35．1628兵庫県 2．05鼠ooo 422日0 48．94 41．31
5 執田県 387ρoo 6，962 与5．59 39．OB 29奈良県 4a6．000 9，447 51．44 4a5臼
6 山形県 375ρ00 7．04昼 5322 3臼，39 30和歌山県 3了9，OOO ，，zT駐 5L95 47」3
7 福島県 684ρoo ｛3，〒41 49．76 3820コ1 島取県 zotoOD 4，581 43β8 3695
8 茨城県 98gpoo 2Z386 44」ε 3ε．74 32島桓県 251ρ00 3，443 7二Lgo 4229
9 栃木県 663ρ00 18．50量 35．83 34．46 33岡山県 700，OOO 13，930 5025 4559
10群属県 εgoρoo 17，179 40．17 34．1B 34広島県 1，104，ooo 21，524 5129 4174
11埼玉県 2β56POO 69，284 35．89 38．43 35山ロ県 575，000 10，2t5 5629 46．oo
f2千葉県 2203ρoo 52，934 4t62 ユ5．60 36徳島県 290，000 5315 54．55 44．oo
13東京都 5畑7ρ00 紺乞427 28．51 37』0 37番川県 354，ooo 7，442 4乱91 39．84
14神奈川県 3」65ρ00 9生244 35．72 3フ．92 39髪媛県 562，000 11297 49．79 44，2且
15新潟県 フ95ρoo 16，209 49P5 40．5439高知県 321，ooo 臥753 55．go 42．oo
害6 冨山県 358ρoo 7，1了4 49．go 36．3940梧岡県 1，951，000 46，827 41．66 46．51
押 石川県 、　407ρ00 9，556 4259 452641佐賀県 276poo 5，120 53．駐1 3845
田 梧井県 254，000 6，157 4125 34．3842長崎県 53t、OQO 9，503 55．εo 41．13
19山梨県 307，000 7．3η 41．62 36．5243熊本県 650，000 1Z391 5ヱ46 39B5
20長野県 741，000 16湘go 44．94 38．8044大分県 451，ooo 8，718 5t73 41β量
21岐阜県 679，000 14，952 4541 37」7 45宮峙県 438，000 7，748 5653 37．54
里2 静岡県 12日5．000 34，684 3705 38．67 46鹿児島県 了05poo 11，676 59．3ε 37．0量
23盤知県 之562，000 69，652 3日．7ε 400447沖縄県 4εBpoo 1鎚72 3a74 1520
　図4－15は平均寿命の長短を示す地域分布である。関東～東北にかけて平均寿命が短く、
中国・四国にかけて平均寿命が長い地域が分布する結果となった。
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o
ノ
42年以上
38．5年以上42年未満
38．5年未満
〆
専4
図4－152003年の各都道癒県の平均寿命
　図4－16は、人ロ増減率と平均寿命の関係を示している。図4－15で示されるように、
地域的な特性はあるが、需要特性の一つと考えられる人ロ増減率との直接的な相関はない
ようである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
　人ロと増減率と住宅の平均寿命との関係を検討したが、相関を見出すことはできなかっ
た。
（年）
55
50
45．
40
35
30
平均寿命
図4－16　人ロ増減率と平均寿命
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第4童　地域の住宅寿命と住宅需給
建替率（新設一滅失比率）
表4－1　0　2003年の各都道府県の新設一滅失比率
勲　一．
秩E
ｵ
曲一@　’1 　悔一”τ！　訪　　　　　「で　　　，　　　　　　　　　　　1．
P998隼建設時躯礫添｛謹宅数（住
ｦ：聾）旨1蕗
、｛　　：葺き”．’、’、’　こ：艶㍗
P鞭灘　　　　　’、．，ぱ謂輪吐説∫註 　　　　　　　■ｳ・・軸・・雌、ド
?蛯P
”『 嚮ｬ鐸?c競藍二践藪姦鑑 ・・Z海ぎ噸・P躍緯包翻嘘塞轡
国 砿236β55 47，214，984 5159t2842、613」55 46」4
，
1 北海道 幻6t998 2273，922 247，922 135，998 5486
2 青森県 475」03 488，085 54，285 41，3D3 76コ9
3 岩手県 45t555 467，896 55296 38，955 7α45
4 宮城県 788，422 833，344 90，944 46，022 50．60
5 秋田県 375，499 3841375 37，775 28，899 76．50
6 山形県 366，422 376β05 42，705 32β22 76．86
7 福　県 657，297 683，778 65，378 38β97 59万O
8 茨城県 938」31 989，591 114591 63」31 55ρ9
9 栃木県 636β30 663，257 84，857 58430 68．86
10群馬県 661β64 686，836 81」36 56，164 69．22
11埼玉県 2，326，622 2，55t412 324」12 99，922 3α77
12干葉県 2，019，642 2，204，388 279688 9生942 33P5
13東京都 4，986，696 5，517，309 779」09 248，496 31B9
14 奈川県 3ρ50，326 3．337』07 439，907 153226 34．83
15新潟県 768，755 796，820， 83，320 55255 66β2
16富山県 338」82 358，074 44，474 2へ582 5527
17石川県 393219 406，986 47，386 33，619 7095
18福井県 246，821 254370 28，770 21，221 73コ6
19山梨県 298，476 305，941 33」41 26，276 77．87
20長野県 716，891 739，951 84751 6t691 72．79
2｛ 岐阜県 651，679 680，060 79，160 50，779 6生15
22静岡県 1，213，450 1287，957 170257 95，750 5624
23愛知県 a351、676 2，552，588 338，488 137，576 4α64
24三重県 599，029 634，718、　　　　7t218 35，529 49β9
25滋賀県 403，410 442，372 66β72 27，910 41．74
26京都府 976，408 tO4q682 1091282 45，008 41．18
27大阪府 3β04，779 3．506」86 383，186 181，779 4744
28兵庫県 L896．918 2，071，333 255，533 81，118 31」4
29奈良県 4621355 485，773 52，973 29555 55．79
30和歌山県 367ρ54 378，989 36ρ89 24」54 66．93
31鳥取県 19t497 202，078 23！婁78 12，897 54．93
32 根県 248β84 249，952 24752 23，184 93．67
33岡山県 652427 700，712 67712 19，427 28£9
34広　県 tO36．672 t10t518 117，818 52，972 44．96
35山口県 558，977 569，713 49，313 38，577 7823
36徳　県 277，651 290，672 30，572 17，551 5741
37香川県 348201 360ρ86 39ρ86 271201 6959
38愛媛県 546，て04 561ρ77 55，377 40，404 7ag　6
39高知県 30a715 319，970 30，670 11415 37．22
40福岡県 1．797β61 1，945！婁83 206，183 58，061 2a16
41佐賀県 277389 274，874 24，974 27489 11007
42長崎県 519」74 530，352 48，352 37」74 76．88
43熊本県 62α881 647，133 64」33 37，881 59．θ7
44大分県 436，860 450，700 5q100 36，260 72．37
45宮崎県 426269 437，337 4生237 33，169 7498
46鹿児島県 692953 704，073 74，173 63，053 85．01
47沖縄県 419，438 469158 57，258 7，538 13．17
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新設一一tw失比率
　建替率を求めるためには、滅失住宅数を算出し、それを新設住宅数と比較する必要があ
る。前述したように、それを行なうには、システムダイナミクスモデルを構築しモデルに
設定した各経年の残存率を入力しシミュレーションによって滅失住宅数を算出する必要が
ある。各都道府県のシミュレーションを行なうのは大変労力が必要になるため・住宅土地
統計調査による直近5年間の新設住宅数と」998年と2003年の住宅ストック数から想
定される5年間の滅失住宅数を比較することによって、新設一滅失比率を算出して「建替
率」の比較に役立てることとした。
　図4－9は新設一滅失比率の高低大小を示す地域分布である。基本的には、首都圏、近畿
圏の都市部で、建替率が低く、東北、山陰、九州の一部、長野・山梨で建替率が高いようで
ある。
o
ノ
7096以上
50％以上70％未満
50％未潜
奄cij
図4－1　7　2003年の各都道府県の新設一滅失比率
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
（人ロ増減率
図4・－18　人口増減率と建替率
図4－9は、人□増減率と建替率の関係を示す。人ロ減少地域では、建替率が大きく、人ロ
増加地域では、建替率が小さい。
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1人あたりの床面積
　住宅土地統計調査より、世帯数、世帯人員、平均床面積より、1人あたりの床面積を整
理した。
　　　　　　　　　　　　　　表4－142003年の1人あたりの床面積
：”二轡是ψ：1｝ニザr：｛ご響琳マ
梶f 欝難濾鑛難 　讐凱：笥瓢’、．蜩?c縫鍵i欝鯵i
全国 47，255，OOO｛27，458，000 270 94．85 35」7
唖1 北海道 乳278，000 5．5411000 2．48 92．07 37．18
2 青森県 4B9，OOO 1，455，000 2．98 125．44 4之16
3 岩手県 467，OOO 1，400，000 3．oo 124コ8 41£2
4 富城県 83510no2β69000 2．ヨ4 101皿5 3520
5 秋田県 38710001」6乳000 3．02 13巳61 45．9フ
6 山形県 375ρσo 1，22aOOO a27 14α48 42ρ0
7 福島県 68峨000 2，111，000 3ρ9 11182 38．18
臼 茨城県 9991000ag88、000 3．02 10乳15 35．47
9 栃木県 663100Q2，007，000 3．03 109」31 3621
10群馬県 690，000 2．033ρ00 之95 108．63 36．87
1｛ 埼玉県 2，556，DOO 7，023，000 2．75 95．66 31．18
12千葉県 2．20310006ρ1乳OOO 2．73 9a85 3Z52
13東京都 548710001Z301ρOO 224 64．48 28」6
14神奈川県 ¢366，000 8．67凱OOO 2．58 丁5．78 29．40
15新潟県 795，000 245aOOO 3．09 136．73 44．22
16富山県 35aOOO1，11乳OOO 3」2 156．54 50．17
17 石川県 407ρOO 1」7aoOO 2．89 129．84 44B6
18福井県 254，000 82乳ooo 326 146．62 45」〕3
19 山梨県 30丁ρOO 886ρoo 289 112．80 39．09
20長野県 7与Looo 2213，000 2．99 128．61 43．06
21 岐阜県 679，000 2，110，000 a11 12467 40．18
22静岡県 1285，0003，788，000 Z95 10429 35．3呂
23愛知県 2，562，000 Tj　52，000 2．79 96．36 3452
24三重県 634，000 1．861ρoo 2．94 116．09 39．55
25滋賀県 44010001β6玩000 歌10 12α89 3a97
26京都府 1P43ρOO a63砿000 2．53 88．16 348呂
27夫阪府 3．515ρ00 a80乳000 2．51 75．01 29．93
28兵庫県 ZO68ρ00 5579，000 2．70 94．47』　　　35ρ2
29奈良県 4臼6，OOO 14351000 2．95 110．12 37．四
30和歌山県 378，OOO 1，055，000 2．79 107．75 38．6f
訓 鳥取県 20LOOO 609ρ00 3．03 12741 42ρ5
32島根県 251ρOO 753，000 3．①o 131．19 43」3
33岡山県 70α000 1．95ZOOO 2」9 10940 3923
34広島県 1．10如00 2，872，000 2．60 9637 37∬4
35山ロ県 575，000 1509，000 2．62 103．78 39．55
36徳島県 29叫000 816，0σ0 2．81 11222 39．88
37香川県 364，OOO 1，018，000 2．80 114．19 4q83
38愛媛県 562，000 1ぜ482．000 2．64 10t82 38．61
39高知県 321ρOO BO6，000 2．5f gaoo 38．23
40福岡県 1，951，OGO 臥044，000 2．59 86』1 33．50
41 佐賀県 2フ6ρ00 871，000 3」6 12α21 38．09
42長崎県 531ρ00 1，495，000 2．82 93．51 34．99
43熊本県 650，OOO t852、000 2．85 100．75 3526
44大分県 451，OOO 1£臓000 2．69 101．21 37石7
45宮崎県 438ρOO 1，163，000 Z66 95．89 36．11
46鹿児島県 705ρ00 1，773，000 2．51 89！14 35．56
47沖縄県 468ρOO 1，345，000 Z87 77．39 26P3
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
　地域的な分布は以下のようになる。関東、東海、近畿、九州で面積が小さく、東北の日
本海側、山陰で床面積が大きい。
回
ノ
〆
⑲4
図4－－19　2003年の1人あたりの床面積
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
　次に、d人あたりの床面積と人ロ増減の関係は、ある程度の相関を見出すことができるe
当然のことではあるが、人ロ増加地域において、1人あたりの床面積は小さく、人臼減少
地域において、1人あたりの床面積は大きい。
55．00
50．00
45．00
40．00
35．00
30．00
25．00
20、00
1人あたりの床面積
図4－20　d人あたりの床面積
入ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
105
第4章地域の住宅寿命と住宅需絡
地域の特性
　ピックアップした地域の人ロと世帯に関する特性を示せば以下のようになる。人ロ減少
地域の青森、秋田、鳥取、島根はtg80年代に人ロピークを向え、現時点で世帯数のピー一一一
クを向えている。人口増加地域では、千葉、大阪が既に人ロのピークを向え、大阪は現時
点で人ロのピーク、千葉はこれから世帯数のピークを向える。東京は｛人ロ、世帯数とも
にこれからピークを向える。
表4－11　ピックアップした地域の特性
難鑛 懸難繭灘灘灘籔潮罐鍛1麺戴薯纐甥鐡難譲藤
全国 難癒灘‘灘灘
青森 雛灘灘醗灘灘灘1灘灘灘雛灘灘秋田 懸羅雛難1鑛騨1難騰懸難露
東京 義遡薩
千葉 懸購i苧｛糀島㍗盟瑠
大阪 講簸霧
鳥取 雛灘籔羅藝誕難難灘灘
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人ロ増減の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人ロ減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、烏取県、島根県を取り上げた。国
勢調査（総務省統計局）のデータに基づき人ロの変化をまとめると次のようになる。
表4－121978年～2003年の人口
　　　　　み．
ﾟ』隷．．，。一一ボ舗豊｝∫雛鍵1　　　　コ｝’∬’　、　一E秋田ラ　　　、．トギ’・’・：　・．・：．．晶 歳懸離， 　’」・　ノ　｛∴R1闃Aレ雲撚険．．鳶
、抽「@　　　　　　い・「
af‘鳥恥’．．　　閏島桜　　　　一」真　＿
19781151190ρ001．507ρ00t250．0004，508，00011，659，0008．412ρ00 595，000 フ79，000
1979116．155ρ00て．516ρ00 1，254，0004β26、0001t637．0008，445，OOO600，000 782，000
19801て7ρ6G，396て，523，9071，256，7454，735，4241t6｛82818，473，446 604，221 784，795
198117β02，0001，526，0001259，0004β34、00011，626，0008，509，000607，000 787，000
1982118．フ28ρ001，527，0001，258，0004，923，OOO11．65010008．543ρOO 610，000 790，000
1983119．536ρ001，528，0001．256ρOO5．005100011．70010008，588，000612ρOO 790，000
1984120β05，0001，527，0001，255，00G5．079100011．75910008，632，0006141000793，000
1985121ρ48，9231，524，4481254，0325」48，16311，829，3638．668ρ95 616，024 794，629
1986121，660，0001，517，000t249、OOO5．219ρOO11．888ρ008，705，000616，000 793ρ00
て987122，239，0001，511，000t24410005β07，00011．887ρ008，737，000616，000 792，000
1988122．745ρOO1，502，0001238，0005，403，00011，873，0008，748，000617，OOO 789，000
1989123205，0001492ρ001232，0005，487，000111863，OOO8．744ρ00 616ρ00 785ρ00
1990123．61111671，482，8731，227，4785，555，42911，855，5638，734，516 6て5，722 78tO21
199124．101ρ00t479，0001，223，OOO5．617ρ0011，894，0008，750，000 615，000 η8，000
て99212456フ，0001476ρ001，220，0005，679，00011，887，0008，761，000 615，000 η5，000
1993124β38，0001，476，0001．217ρ005．731ρ001て，849，0008，762，000 614ρ00 773，000
1994125265，000t480，0001．216POO5，767，000札796，0008．759ρ00 614ρOO 772，000
1995125，570，2461，481，6631，213β675，797，782札773，6058，797，268 614，929 77t441
1996125，859，000」，483，0001，210，0005，817，000托808、OOO8，807，000 615ρOO 770，000
1997126，157，000t481，0001，205，0005，839，OOO11，881，0008β08ρ00 614，OOO 768，000
1998126．472ρ001479，0001，200，0005，867，0001｛．939ρOO8β13．000 615，000765，OOO
1999126．667ρOO1，477，0001．195ρ005．893ρ0011，983，0008．813ρOO 614ρ00 763ρ00
2000126，925，8431，475，7281」8912795．926128512ρ64，1018．805ρ81 61328976L503
200127β16ρ001，473，000t183，0005，970，00012，165，0008，821，000613ρ00 760，000
20021271486，000霊、467，0001．17510005．998100012，271，0008，821，000612，000756，OOO
2003127，694，0001，459，0001，165，0006，030，00012β88，0008，824，000 611，000 752，000
1978年の人ロを「1」として、25年間の変化の割合を示せば、次のようになる。
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表4－13　f978年t－2003年の人ロ変化の割合
解、1訟1、L－’‘l
剣?d幽1璽毒響蓼：乳塗 餐1鐸驚、きli…鷲響頃驚蒙 雛難i羅墾i懸鞍騨難鱒 懇欝饗養≧i
1978 too tOO tOO 1．00 too tOO ．　tOO 1．00
1979 tO1 to薯 tOO 1．03 1．00 1．00 tO1， 1．oo
1980 Lo2 tO1 1．01 tO5 tOO tOて tO2 1．01
1981 1．02 to1 1．01 1．07 1．oo tO1 tO2 1．01
1982 1．03 1．01 1．0膚 LO9 too 1．02 tO3 1．α
1983 tO4 toI 1』O t11 tOO tO2 tO3 1．01
1984 tq4 1．01 1．OO 1．13 1．01 tO3 tO3 tO2
1985 LO5 1．01 tOO 1．14 1．01 1．03．　　　1．04 1．02
1986 1．06 1．01 1．00 t16 to2 tO3 1．04 1．02
1987 tO6』 tOO 1．00 1．18 1．02 tσ4 tO4 1．02
1988 1．07 1．OO 0．99 昌　　1．20 ’1．02 LO4 1．04 1．01
19臼9 1．07 0．99 0．99 122 tO2 1．04 tO4 1．01
1990 1．07 0．98 0．98 1．23 1．02 to4 1．03 1．OO
1991 1．08 O．98 0．98 t25 1．02 1．04 tO3 tOO
1992 1．08 0．98 0．98 t26 tO2 tO4・　　　tO3 α99
1993 1．08 0．98 0．97 t27 to2 tO4 tO3 o．99
1994 tO9 0．98 0．97 1．28 tO1 tO4 tO3 0．99
1995 to9 O．98 0．97 129 tO　1 tO5 1．03 0．99
1996 tO9 0．98 α97 t29 ，　　1、01 1．05 tO3 α99
1997 1．10 o．9B 0．96 1．30 1．02 tO5 tO3 0．99
1998 1jo 0．98 0．96 t30 1．02 1．05 て．03 0．98
1999 1．10 0．98 0．96 t31 1．03 1．05 LO3 α98
2000 t10 α98 0．95 t31 to3 1．05 1．03 0．98
2001 t霊1 0．98 O．95 t32 1．04 1．05 LO3 0．98
2002 1．11 α9フ 0．94 t33 tO5 tO5 1．03 0．97
2003 t11 O．97 0．93 董．34 to6 1．05 1．03 0．97
　　増減率の時間変化を示せば、次のようになる。東京、大阪は増加の割合は少なく、千葉
　は増加の割合が大きい。人ロ減少地域においては、青森、秋田、島根では、1980年代に、
　人ロのピークを向かえて、その後減少している。烏取は近年減少しているが、その割合は
　小さい。
（対tg78年比〉
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［llillllllll
世帯増減の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人［］増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人口減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。国
勢調査（総務省統計局）のデータに基づき世帯増減率の変化をまとめると次のようになる。
国勢調査の調査年であるig75年～2000年を基軸データとしてまとめた。
表4－141975年～2000年の世帯数
鞍雛蒙護灘灘1灘羅轟霧懲縣蓑 魏叢難i懇雛繕i鷺灘糞簾馨戴購購羅鰹鐘
197533，595，728392，844325，4761223，104206，9202，680，020 158，821 2η，135
198035β23β09426β40 342，546L412、3654285、65日2，753，105 168，025 225，720
198537．979198442，096349，B761，568，0634488，4932β83，169 172，828 231，795
1ggo40，670，4754531425357，5571，797，4294β93，6213，039，638 179」33 235ρ14
199543，899，923480，829373，9722、008βOO4，952，3543．270β97 18臼，866 244ρ96
2000　46，782，383504，373 38814242，164，1｛75，371，0573．454β40199，988 256，508
1975年の人ロを「1」として、25年間の変化の割合を示せば、次のようになる。
表4－15　1978年～2003年の人口変化の割合
騒灘鰹購灘灘灘鍵講簸鍵鐵購灘羅鐡難 蓑蒙羅嶽§鑛i難羅鹸軽騰墾
1975 LOO 1．00 tOO tOO 1．OO 1．OO 1．00 1．00
1980 1．07 to9 tO5 1．15 1．02 tO3 1．06 1．04
1985 1．13 1．13 1．07 128 1．07 1．08 tO9 1．07
1990 1．21 t15 ijo 1．47 1．12 t13 t13 tO8
1995 t3可 1．22 1」5 t64 1．18 t22 1．19 t13
2000 t39 t28 t19 t77 t28 129 t26 t18
　増減率の時間変化を示せば、次のようになるeすべての地域で増加傾向にまだある。そ
の中でも、干葉の増加割合が大きい。人〔コ増加地域でも、人ロ減少地域においても世帯数
はすべて同程度まだ増加している。
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世帯人員の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人ロ減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。住
宅土地統計調査（総務省統計局）のデータに基づき世帯人員の変化をまとめると次のよう
になる。住宅土地統計調査の調査年である1973年～2∞3年を基軸デー一タとしてまとめ
た。
表4－16　tg73年～2∞3年の世帯人員
全国 青森 秋田 千葉 東京 大阪 鳥取 島根　　　　　　　2
1973 3．41 3．94 4 3．47 2．85 3．07 3．79 3．64
1978 3．28 3．67 3．73 3．35 2．73 3．05 3．6 3．49
1983 3．22 3．51 3．62 3．32 2．67 3．04 3．54 3．42
1988 3．14 3．38 3．53 3．25 2．60 2．97 3．51 3．36
1993 2．99 3．2 3．37 3．05 2．47 2．83 3．38 3．26
1998 2．82 3．02 3．19 2．86 2．34 2．65 3．20 3．08
2003 2．67 2．86 3．00 2．70 2．21 2．51 3．00 2．90
　増減率の時間変化を示せば、次のようになる。すべての地域で減少傾向にある。その中
でも、烏取、島根においてその減少割合が大きい。
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図4－26　1973年～2∞3年の人ロ減少地域の世帯人員
　ここで、変化の比較を良く検討するために、1975年の世帯人員の値を1として各都府
県がどのように変化したかを見てみる。表4－17は対1973年比をまとめたものである。
表4－17　1973年～2∞3年の世帯人員変化率
i1
全国 青森 秋田 千葉 東京 大阪 烏取 島根
1973 100 100 100 1．00 1．00 1．00 1．00 1．00
1978 0．96 0．93 0．93 0．97 0．96 0．99 0．95 0．96
1983 094 0．89 091 0．96 0．94 0．99 0．93 0．94
1988 092 086 088 0．94 0．91 0．97 0．93 0．92
1993 0．88 0．81 0．84 0．88 0．87 0．92 0．89 0．90
1998 083 0．77 0．80 0．82 0．82 0．86 0．84 0．85
2003 0．78 0．73 0．75 0．78 0．78 0．82 0．79 0．80
］
　図4－27は、人ロ増加地域の世帯の変化率のグラフであり、大阪の変化率が少ないこと
が特徴的である。また、図4－28は、人ロ減少地域の世帯の変化率のグラフであり、鳥取、
島根の変化率が小さく、青森、秋田の変化率が大きい。
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着工率の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人□減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。国
勢調査（総務省統計局）のデータに基づき世帯数を求め、着工統計により新設住宅数を求
め、着工率を把握した。
表4－1　8　1975年～2000年の人ロ増加地域の着工率
萎講灘1譲灘’灘灘蓬議欝蓑麗1灘蕪霧獲纒雛灘i雛籔灘
謄難｝灘灘縫難難 難i雛羅1羅璽踊…躍i融鱗誓落，
197533，595，728t356．286 4．04 4206，920145，538 3．46
198035，823，6091213，859 3．39 4，285，658 て32，295 3．09
198537，979，9841250，994 3．29 4，488，493 165，943 3．70
1ggo40，670，4751，665，367 4．09 4，693，621 221，686 4．72
199543，899，9231，484，652 3．38 41952，354155，161 3．13
200046，782，3831，213，157 2．59 51371，057167，721 3．12
羅i議難灘嚢羅麟馨憲藝i蒙轟羅叢擁馨馨鑛戴講轟萎灘麟繊
1懸難灘蕪1蟻馨難議霧
19752．680ρ20 96，100 3．59 t223」04 71，664 5．86
19802，753，105 81，454 Z96 1．412β65 621855 4．45
19852，8B3」69 90，663 3．14 t568，063601375 3．85
1ggo3，039，638 93，210 3．07 t797，42994239 5．24
19953．270β97 109，458 3．35 2ρ08，600 7て」29 3．57
20003，454，840 88ρ19 2．55 2、164」17 59，652 2」6
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表4－19　1975年～2000年の人ロ減少地域の着工率
　　　　　　　　　　　　懸羅欝灘雛二：ぐf謡鵬轡缶：タ・盤翼㌢二掃嘉黛、 奮簸蒙灘譲懸蟻嚢i妻｝蘇馨1到軒r「，昏軸「1・・孝「・ｨ∴蹄嘉」｝・≧『・噌｝『、㌦
d鶏鍛ゼ齢互讐 繊鍵i雛灘灘騨鍵羅難勲
1975 392，844 16，404 4．18 325，476 15，635 4．80
1980 426，840 12，507 2．93 342，546 11，868 3．46
1985 442，096 11，282 2．55 349β76 8，551 2．44
1990 453，425 14，644 3．23 357，557 10β61 2．90
1995 480，829 14，541 3．02 373，972 10，582 2．83
2000 504β73 11，861 2．35 388，424 91082 2．34
灘難鎌難鰹難灘i鑛議雛巽　羅難　登繋搬鍵ll鷺簗
灘謹鎌1譲　灘．
1975 158，821 6，035 3．80 217」35 5，957 2．74
1980 168ρ25 4，836 2．88 225，720 6，215 2．75
1985 172β28 3，606 2．09 231，795 4，602 t99
1990 179，133 6ρ68 3．39 235P14 5，634 2．40
1995 188β66 5，626 2．98 244，996 6，344 2．59
2000 199β88 5」15 2．56 256，508 5，968 2．33
　着工率の時間変化を示せば、次のようになる。すべての地域で減少傾向にある。その中
でも、千葉において減少する割合が大きい。人目増加地域のほうが減少地域より着工率が
相対的に低い。増加地域の中で大阪が比較的変化が少なく、減少地域では、島根が比較的
変化が少ない。
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空家率の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップしたe人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人［］減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。住
宅土地調査（総務省統計局）のデーダに基づき住宅数と空家数を求め、空家率をまとめた。
表4－20　1978年’・）2003年の人ロ増加地域の空家率
7モﾙ難琴難諜灘i護雛叢雛灘叢灘 灘騰灘
灘灘講難i1購難 灘灘 覆　　　　　　：玩蜍c』籔
1978
198338．60618001，25t500 324 1，587，800 55，200 3．48
198842ρ07，3001β09，500 3．12 1，776，500 49，200 2．77
199345，878，8001，487，800 3．24 2ρ48，600 54，300 2．65
1998502461000t824、900 3．63 2，321，100 721900 3．14
200353β90、9002，117，600 3．93 2，526，200 89，100 3．53
魏蕪蓮灘懇譲綴毒i灘選蕪糞鑛講囎熱灘灘講難灘灘藏籔華　　　講雛鍵
雛懸i難継1難i糠鑛i灘i懸1難蟻
1978
19834，528，200109，300 2．41 3ρ53，70D 931900 3．07
19884β17，600 106，800 2．22 3β01，600 9t300 2．77
199351299，500110200 2．08 3，497，600 104，700 2．99
199851669，500118，100 2．08 3，852，500 106，700 2．フ7
20036」86ρ00 140，800 2．28 4，130βOO 1291400 3．13
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
118
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
表4－21　1975年～2000年の人0減少地域の空家率
戸　　　　　青森 秋田
住宅数（住
@調）． 空家（住調） 空家率
住宅数（住
@調） 空家（住調） 空家率
1978
1983 444，900 12，800 2．88 353，600 11，300 3．20
1988 479，400 17，600 3翁7 369，400 12，300 3．33
1993 499，300 21，600 4β3 383，400 15，800 4．12
1998 534，300 26，900 5．03 413，300 18，000 436
2003 559，200 25，000 447．・ S28，600 21，300 4．97
鳥取 島根
住宅数（住
@調）
空家（住調） 空家率 住宅数（住@調） 空家（住調） 空家率
1978
1983 180，200 6，900 3β3 233，300 10，000 429
1988 189，800 7，400 agO 245，800 11，200 456
1993 201，200 9，500 生72 254，300 13，700 5．39
1998 214，800 10，900 5つ7 277！塾00 18，200 656
2003 231，300 13，400 5フ9 283，500 19，200 6．77
　空家率の時間変化を示せば、次のようになる。サンプル数が少なく、明確な判断はでき
ないが、人ロ増加地域のほうが減少地域より空家率が相対的に低い。また、人ロ減少地域
において、増加地域の中で大阪が比較的変化が少なく、減少地域では、島根、鳥取が空｝62
率が大きい。
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［liliiEIEEIESIII　：
住宅寿命の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人ロ減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。住
宅土地統計調査（総務省統計局）の建築時期別住宅数より、カプランマイヤー法を応用し
て、平均寿命を求めた。
表4－221978年～2∞3年の住宅寿命
全国 青森 秋田 　　　　　匹逞t 東京 大阪 鳥取 島根
1978 38．39 24．93 31．29 28．49 29．06 39．14 47．28 84．32
1983 33．80 35．88 29．13 32．96 28．24 41．10 24．21
1988 37．43 36．18 38．23 34．23 28．82 37．41 38．33
1993 38．33 34．96 40．92 35．23 30．59 42．95 65．00 42．97
1998 43．90 40．53 39．92 44．31 40．04 58．89 55．34 71．03
2003 39．84 35．06 39．08 36．60 37．60 49．91 36．95 42．93
　住宅寿命の時間変化を示せば、次のようになる。すべての地域で増加傾向にある。人ロ
増加地域で短い傾向があり、増加地域で長くなる傾向がある。また、東日本よりも、西日
本において概して寿命が長い。2∞3年の寿命が短くなっているのも特徴的である。
t
60．00
55。00
50．00
45．00
40．00
35．00
30．00
25．00
20．00
国葉京全千束
図4－33　1978年～2∞3年の人ロ増加地域の住宅寿命
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建替率の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人ロ減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。住
宅土地調査（総務省統計局）のデータに基づきストック数と新設住宅数を比較することに
よって、建替率を算出した。算出には、システムダイナミクスモデルを構築し、ストック
数になりうる建替率を設定期間の建替率とした。
1
ノ
ノ
図4－35　建替率を求めるシステムダイナミクスモデル
表4－23　人ロ増加地域の新設住宅と滅失住宅1
罠戦覇難羅慧鷺讐拳繋灘薄撫豪灘藪影埠堅鴨，L．、｛＿譜・：メ蝿遵灘鞍垂
塾　　1　」竜聰、薄驚輔鷲凝灘毅華｛i襟嘉i蓑騨塁懸
畠　　　　貰　　　　　　　　1L
縣憲鍵 薪護径駝r雛叢郷禰建 鎌炎毬望翼 腱誉叢 電1；驚灘、i薪設毬薯籔巽’磐懇鋤薮難 蝦奨毬莞薮婁 糎i替峯i
1983 1，002，75134，日64，151 591，623 53 1983 5t7741，415，074 19，156
1984 1，098，100 647，879 1984 50JOO 竃8，537
1985 1，161，400 685226 1985 52200 ｛9β14
1986 1，157，100 682，689 1986 57JOO 2てβ49
1987 1244，400 733，960 1987 70β00 26ρ11
1988 1，252，08837，207，088701，169 59 1988 70，734 1，592，434 27，586 37
1989 1，734，000 971ρ40 1989 88，700 34，593
1ggo 1．3951300 781，368 竃ggo 70，300 27，417
1991 1，2η，100 681，576 1991 57，400 22，386
1992 1，078，400 603，680 1992 55，8GO 2t76呈
1993 1．142128840，174，288605，413 56 1993 59，106 1．8011506 30，144 39
1994 1．2251900 649，727 1994 64，700 32，997
1995 1．3821800 丁32，884 1995 69，200 35292
1996 1，356，100 718，733 1996 60，goo 31ρ59
1997 1．2351800 655，080 1997 54，400 27，744
1998 1，067，65543，153，855 715，329 53 1998 46，998 1，951，098 2フ，259 51
1999 ｛，205．900 807，953 1999 59，400 34，452
2000 1，247，100 835，557 2000 64，400 37，352
2001 1，128，800 756，296 2001 57，500 331350
2002 1ρoo，800 670，670 2002 51β00 29，754
2003 1，008，684 5ρ16，684 67 2003 51，704 2，065，904 58
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表4－24人［］増加地域の新設住宅と滅失住宅2
｝　智　　　　　　　　、日
’　　ゴ∴－A’⊃：二．も．　・　　東・京憲．　署　1、餐　　F　　　一ド廿
’≒
’匠1－@、　　“慨1：1：．、㌧．大阪　　　．．・．，∫、ゴ1．∴じ、．　・
「為’ゴ’ 黶E、r．．ごr
w．、．IF、r塾．」
・』Q崔薯．鑛・蘇勲づ轍弊1講裳銀睾数’‘ 1建替灘一凝．も風 新鍛睡岳麹 一’P客・腰、ク数‘。、 　凹’．．、P誠集建薯数 建賛．職
1983 117」364ρ12、036 1001737 1983 58，915 2，650，015 291458
1984 131，800 1131348 1984 73200 36，600
1985 149β00 i281398 1985 75，000 37，500
1986 144，800 124，528 1986 82，500 41，250
1987 172，500 1481350 1987 93，300 46β50
1988 173，5664．116β66 126170386 1988 93，876 2β43，176 63β36 50
1989 217，100 158，483 1989 114，700 一 7丁，996
1990 1721700 1261071 1990 86，500 58，820
1991 1691800 123，954 1991 63，400 43」12
1992 135，500 98，915 1992 51，400 34，952
1993 143，52741356，427 74，634 73 1993 54，445 2，974，345 25589 68
1994 123，600 64272 1994 77，700 36，519
1995 139，300 72，436 1995 98β00 46，436
1996 125，500 65260 1996 108，300 50，901
1997 1351900 70，668 1997 91，900 43，193
1998 117，409’41676」09 83，360 52 1998 79β96 3207，096 69ρ75 47
1999 144，600 102，666 1999 85，500 74，385
2000 164，900 117，079 2000 83，200 72，384
2001 144，200 102，382 2001 7B，700 68，469
2002 154，BOO 109，908 2002 67，800 58，986
2003 て5610194，884，419 71 ．2003 68β34 3，255，334 87
表4－25人ロ減少地域の新設住宅と滅失住宅1
莚幅、＾；」翼ミ擁泣馳h．、，嚢懸轍鐸一一『’響曝藻∵1鐵、1必㌔重f耀』窒礎引、．、．藝簾lh”撫霧鍛蓬蕩這、，麸．田堅必瑳　　羅L、’　　二至㌣二，「へ毒
’与・－L
騰罎…
一．
鋸鍵圭馨「雛ξ繍繧雛 磁愛’糧：蝋 漣毬犠 欝瀬量蕎瓢麗懲建・ ．選・繊瓶∴． 臓朱症宅敵 狸替集
で983 13，390 413，890 10，043 1983 8β27 331，427 6，フ97
1984 12，900 91675 19呂4 8JOO 6，699
1985 11，700 81775 1985 8，500 6，545
1986 抑、600 7，950 1986 7，600 5，852
1987 ｛0、500 7β75 1987 6，700 5，拓9
1988 ！0，565 428β65 8，029 75 1988 6，741 340．84｛ 41988 77
1989 i8，200 13，832 1989 14200 10，508
1990 13，900 10，564 1990 9，900 7，326，
1991 12，500 9，500 1991 7β00 5，772
1992 11，800 8ρ68 1992 9，400 6，956
1993 12，499 444，499 7，499 76 1993 9，957 353，657 5，9丁4 74
1994 14，000 8，400 1994 8ρ00 4，800
1995 15，200 9，120 1995 8，900 51340
1996 15，700 9，420 1996 9，700 5，820
1997 10，800 6，480 1997 agOO 5，340
1998 9β3〒 4・71β31 8ρ25 石0 1998 7，689 371，989 6，459 60
1999 12ρ00 10，320 1999 8，900 7，476
2000 11ρ00 10234 2000 7，600 6β84
200霊 12βoo 10，578 2001 81200 6，888
2002 9，700 8，342 2002 61700 5，628
2003 9，776 479，076 86 2003 6，フ53 378，853 84
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表4－26人ロ減少地域の新設住宅と滅失住宅2
鳥取 島根
　　　　P` 新設住宅数 ストック数 滅失住宅数 建替率 新設住宅数 ストック数 滅失住宅数 建替率
1983 4，067 163，467 3，035 1983 5，158 201，358 774
1984 4，600 3，450 1984 6，300 945
1985 3，600 2，700 1985 6，700 1，005
1986 4，000 3，000 1986 5，000 750
1987 3，700 2，775 1987 6，000 900
1988 3，723 168，723 2，234 75 1988 6，037 226，437 5，433 15
1989 5，900 3，540 1989 6，900 6，210
1990 3，700 2，220 1990 5，000 4，500
1991 3，300 t980 1991 4，300 3，870
1992 3，300 1，980 1992 4，700 4，230
1993 3，496 176，696 1，328 60 1993 4，978 229，978 2，041 90
1994 3，900 1，482 1994 4，900 2，009
1995 3，900 1，482 1995 6，500 2，665
1996 4，300 1，634 1996 7，300 2，993
1997 4，500 1，710 1997 5，200 2，132
1998 3，888 189，288 2，799 38 1998 4，492 247，192 4，357 41
1999 5，000 3，600 1999 4，600 4，462
2000 4，600 3，312 2000 6，000 5，820
2001 4，300 3，096 2001 5，400 5，238
2002 4，900 3，528 2002 4，800 4，656
2003 4，939 195，439 72 2003 4，838 247，438 97
表4－27各地の建替率
全国 千葉　　、 東京 木阪 章森．融田． 鳥取 島根i　　♂
1978 52
1983 53
1988 59 37 86 50 75 77 75 15
1993 56 39 73 68 76 74 60 90
1998 53 51 52 47 60 60 38 41
2003 67 58 71 87 86 84 72 97
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図4－37　　　　　人ロ減少地域の建替率の変化
揄ﾁ傾向にある。しかしながら、 この結果においては人ロの増減
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床面積の時間変化
　これまでの傾向に基づき、人ロ増加地域と減少地域、東北地域と山陰地域から地域をピ
ックアップした。人ロ増加地域として、東京都、大阪府、千葉県を、東北の人ロ減少地域
として青森県、秋田県を、山陰の人ロ減少地域として、鳥取県、島根県を取り上げた。住
宅土地調査（総務省統計局）のデータと国勢調査のデータに基づき、平均床面積と世帯構
成人員から1人あたりの床面積を求めた。
表4－28人ロ増加地域の一人あたりの面積
全国 千葉県 東京都 ’大阪府1
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世帯あ
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197377．14 a4122．6269．14 34719．9352．34 2．85 18．3657．69 3．07 18．79
197880．28 3．28 244871β4 3．35 21．4454．48 2．73 19．9660．34 3．05 19」8
198385．92 32226．6878．72 3．32 23コ1 58．02 2．67 21コ366．79 3コ4 21£7
198889293．14 28．4481．47 3．25 25．0760272．60 23．1868β8 2．97 23．19
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19989243282327885．99 2．86 30」761．94 2．34 26．4771．04 2．65 26β1
200394．85 2．67 35．5288．85 2．70 32．9164482．21 29．1875012．51 29．88
40．00
35．00
30．00
25．00
20．00
1人あたりの床面積
へ層
㍗
、
’
●
g　o
o9ρo
■
　，　♂
f ’　● 6　　　　　6P　’@　　‘　ρ@　0　0X　’
φ
，　　’
　　　　　一@　● 　9　　・怐@　9
●・・
　　　　　’@　　 ・　 ・@，　　9E　　● 〆
1
オ
全国
…・…逞t
e－－e結
大阪
1　5．00
1973　　　1978　　1983　　　1988　　　1993　　1998　　2003
（年）
1
1
図4－38　人ロ増加地域の一人あたりの面積の変化
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
▲
第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
@　　　　　　　　　　　表4－29人ロ減少地域の一人あたりの面積
青森県 秋田県 鳥取県 島根県
延床面積 世帯あｽりの人
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　　　　　　　　　図4－39人0減少地域の一人あたりの面積の変化
l0増加地域においても減少地域においても、一人あたりの床面積は増加している。調
査した25年問で、人0減少地域の方が変化が大きい。大きな住宅に、夫婦のみ、もしくは
t人で居住するという居住と住宅のミスマッチ生じる割合が大きいことを示している。
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各地の詳細検討
千葉県
青森県
秋田県
鳥取県
島根県
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千葉県の人ロの推移
　千葉県においても人ロ減少の時期が訪れると予想されている。下図は国勢調査結果と国
立社会保障・人ロ問題研究所による推計結果をもとに作成した千葉県の総人ロの推移を表
した図である。201　O年頃をピークに総人ロ数が減少に転じることが読み取れる。また、
推計値によると2035年頃には1990年頃の人ロ程度にまで減少する。2∞5年以前の
人ロは国勢調査結果である。20d　O年以降の人ロは国立社会保障・人ロ問題研究所による
推計結果である。
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図6－1　千葉県の総人ロの推移
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自然増加率・社会増加率
　市町村ごとの人0自然増加率と人ロ社会増加率の関係について整理した。これにより市
町村ごとの人ロ増減の傾向を把握することを目的としている。自然増加率の算出は出生者
数と死亡者数の差を人口で除することで、社会増加率の算出は転入者数と転出者数の差を
人ロで除することで求めた。統計資料には「毎月常住人ロ調査」（千葉県統計課）と「平成
17年国勢調査」（総務省統計課）を用いた。
（算出方法）　H17．10．　1からH18．9．　30までの差をHIZ　10．　1の人口で除する
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図6－2　自然増加率と社会増加率の関係（2006年）
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高齢化の速度
　市区町村ごとの老年人ロ（65歳以上人ロ）の将来推計人ロ割合と人ロ増加率（2030年）
を整理した。これにより市区町村ごとの高齢化の加速を把握することを目的としている。
算出は「市区町村別将来推計人ロ（平成15年12月推計）」（国立社会保障・人□問題研究
所）を用いて、2030年の各市区町村の老年人ロの予測値を市区町村全体の推計人□で除
することで将来推計人1コ割合を求め、2030年の各市区町村の老年人ロの予測値と2000
年の各市区町村の老年人ロ実数との差を2030年の各市区町村の老年人ロの予測値で除し
たものを人ロ増加率とした。
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図6－3　将来推計人ロ割合と人ロ増加率（老年人［〕）
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小子化の速度
　市区町村ごとの年少人ロ（15歳未満人ロ）の将来推計人ロ割合と人ロ増加率（2030年）
を整理した。これにより市区町村ごとの少子化の加速度を把握することを目的としている。
算出は「市区町村別将来推計人ロ（平成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究
所）を用いて、2030年の各市区町村の年少人ロの予測値を市区町村全体の推計人ロで除
することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市区町村の年少人ロの予測値と2000
年の各市区町村の年少人口実数との差を2030年の各市区町村の年少人ロの予測値で除し
たものを人ロ増加率とした。
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図6－4　将来推計人ロ割合と人ロ増加率（年少人ロ）
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生産年齢人日比率の予測
　市区町村ごとの生産年齢人ロ（15歳以上65歳未満人ロ）の将来推計人ロ割合と人ロ増
加率（2030年）を整理した。これにより市区町村ごとの生産年齢人ロの地域間差異を把
握することを目的としている。算出は「市区町村別将来推計人口（平成15年12月推計）」
（国立社会保障・人ロ問題研究所）を用いて、2030年の各市区町村の生産年齢人□の予
測値を市区田J村全体の推計人ロで除することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市
区町村の生産年齢人ロの予測値と2000年の各市区町村の生産年齢人ロ実数との差を
2030年の各市区田J村の生産年齢人ロの予測値で除したものを人ロ増加率とした。
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地域類型
　老年人ロ、生産年齢人ロ、年少人ロについてそれぞれの将来人ロ推計値を整理した結果、
老年人ロ増加率及び老年人ロ比率の増加が著しく、今後の人ロ構造変化に特に大きな影響
を与えることが確認できた。本章のまとめでは、それぞれの地域における高齢化の加速度
の特徴と、人ロ増減の特徴の関係性から類型化による検証を行った。総人ロ、将来老年人
ロ増加率、将来老年人ロ比率、人ロ社会増加率、人ロ自然増加率について分析を行った。
類型化にはクラスター分析（ウォード法・数値の正規化）を用い、6グループに分類した。
　統計資料には「平成17年国勢調査」（総務省統計課）と「市区町村別将来推計人ロ（平
成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究所）、「毎月常住人ロ調査」（千葉県統
計課）を用いた。
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　2030年には老年人ロ割合が全ての地域で高くなる可能性があることがわかる。東京に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア
近接する人ロ増加地域でも、老年人ロ割合は30％程度に、人ロ減少地域では老年人ロ割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐレは50％近くにもなると予想されている。老年人ロ増加の加速度に注目すると、浦安では
　　　　　　　　つ2030年に2000年の3倍以上になると予想されており、人ロ構造が急変する可能性があ
る。
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世帯人員
　市区町村ごとの1世帯あたり構成人員について整理した。図の作成には「平成17年国
勢調査」（総務省統計課）による結果を用いた。
Oa 25 30　　　　35　　　　40
｛人口1世帯致》
図6－7　1世帯あたり構成人員
まとめ
　千葉県は、20to年に人ロのピークがくることになる。しかし、千葉市、市原市以北の
東京に近接した区町村では、人ロ増加はしばらく継続しており、地域差が大きい。高齢化
は地域によらず進行するが、高齢化の加速度は東京に近接した地域の方が大きい。世帯人
員は、東京に近接した区町村で小さい傾向がある。千葉県の場合は地域差に方向性があり、
東京に近接する地域から、太平洋側にむけて、グラデーションのように類似した傾向を呈
する地域が連続している。
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千葉県住宅ストック・フローの詳細
住宅地価格・世帯あたり延べ床面積
　各市町村における住宅ストックの広さと住宅地価格の関係性の特徴から類型化による検
証を行った。住宅地価格、住宅の1人あたり延べ床面積、1世帯あたり構成人員について
分析を行い、クラスター分析（ウォード法・数値の正規化）を用いて4グループに分類し
た。統計資料「地価調査（平成18年）」（千葉県県土整備部都市統計課）、「平成17年国勢
調査」（総務省統計課）を元に作成した。
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　世帯あたり構成人員の多い地域ほど世帯あたり延べ床面積が広い傾向にあり、住宅サ孝
ズと住人人数のミスマッチは少ないと推測される。東京に近い地域で住宅地価格が高く、
世帯あたり延べ床面積が少なく、世帯あたり構成人員が少ないという傾向がある。地域の
分布に関しても東京から近い順にその傾向があり、地域が連続して隣り合っていることも
特徴である。
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空き家
　各市区町村における空き家率について調べ、その割合ごとに6段階に分類して地図上に
分布を示した。統計資料「住宅土地統計調査（平成15年）」（総務省統計局）を元に作成し
た。
空き家率に関する分析結果によるグループ分け
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図6－9　空き家
　ほとんどの地域で空き家率は10％を超えることがわかる。空き家率が20％以上の地域は
南部、特に太平洋側に多い。また、浦安市や印西市、白井市など比較的新しい住宅地が存
在する市町村では空き家率が低いことがわかる。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
着工率・持家・貸家・分譲
　各市町村の住宅フローにおける持家、貸家、分譲の割合の特徴と百世帯あたりの新設住
宅着工戸数の関係性から類型化による検証を行った。類型化にはクラスター一分析（ウォー
ド法・数値の正規化）を用いて4グループに分類した。統計資料「建築着工統計資料（平
成18、19年）」（国土交通省）を元に作成した。
住宅フローに関する分析結果によるグループ分け
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図6－10　住宅フローの特徴（持家・貸家・分譲）
　北西部に百樫帯あたり新設住宅着工数が多い地域が集中している。幕張地区は特に分譲
の新設住宅着工割合が高い、分譲が多いということはマンション開発など住宅地開発が進
んでいる地域であると考えられる。着工数が少なく分譲の新設住宅着工割合が特に低い地
域。東部、南部に広く分布している。また、東部、南部では持家の新設住宅着工割合が多
いのも特微的である。
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「
木造・非木造
　各市町村の住宅フローにおける木造、非木造の割合の特徴と百世帯あたりの新設住宅着
工戸数の関係性から類型化による検証を行った。類型化にはクラスター分析（ウォー一ド法・
数値の正規化）を用いて4グループに分類した。統計資料「建築着工統計資料（平成18、
19年）」（国土交通省）を元に作成した。
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図6・一　“　住宅フローの特徴（木造・非木造）
　非木造の新設住宅着工割合が多い地域は北西部である。印旛村は、百世帯あたりの新設
住宅着工数が特に多い地域である。また、木造の新設住宅着工割合が多い地域は外周部に
分布している。百世帯あたりの新設住宅着工数が特に少ない地域は、東部、南部に分布し
ている。
まとめ
　地下の価格が高い地域、住宅着工率が高い地域は北西部に分布している。空家率が高い
地域は外周部に分布するが、分布の特性はあまり見出せない。住宅の構造は、北西部にお
いて非木造の割合力塙い。
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第4輩　地域の住宅寿命と住宅需給
青森県の人ロの推移
　青森県においては、既に1980年代に人ロ減少の時期が訪れている。下図は国勢調査結
果と国立社会保障・人ロ問題研究所による推計結果をもとに作成した青森県の総人ロの推
移を表した図である。また、推計値によると2035年頃には1945年頃の人ロ程度にまで
減少する。2005年以前の人ロは国勢調査結果である。2010年以降の人ロば国立社会保
障・人ロ問題研究所による推計結果である。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
自然増加率・社会塔加率
　市町村ごとの人ロ自然増加率と人ロ社会増加率の関係について整理した。これにより市
町村ごとの人ロ増減の傾向を把握することを目的としている。自然増加率の算出は出生者
数と死亡者数の差を人ロで除することで、社会増加率の算出は転入者数と転出者数の差を
人ロで除することで求めた。統計資料には「毎月常住人ロ調査」と「平成17年国勢調査」
（総務省統計課）を用いた。
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図6－1　3　自然増加率と社会増加率の関係（2006年）
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
高齢化の速度
　市区町村ごとの老年人口（65歳以上人ロ）の将来推計人ロ割8と人ロ増加率（2030年）
を整理した。これにより市区町村ごとの高齢化の加速を把握することを目的としている。
算出は「市区町村別将来推計人ロ（平成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究
所）を用いて、2030年の各市区町村の老年人口の予測値を市区町村全体の推計人ロで除
することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市区E11村の老年人ロの予測値と2000
年の各市区町村の老年人ロ実数との差を2030年の各市区町村の老年人ロの予測値で除し
たものを人ロ増加率とした。
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図6－i4　将来推計人ロ割合と人ロ増加率（老年人ロ）
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
小子化の速度
　市区町村ごとの年少人ロ（i5歳未満人臼）の将来推計人ロ割合と人ロ増加率（2030年）
を整理した。これにより市区町村ごとの少子化の加速度を把握することを目的としている。
算出は「市区町村別将来推計人ロ（平成15年t2月推計）」（国立社会保障・人日問題研究
所）を用いて、2030年の各市区町村の年少人ロの予測値を市区町村全体の推計人ロで除
することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市区町村の年少人ロの予測値と2000
年の各市区町村の年少人ロ実数との差を2030年の各市区町村の年少人ロの予測値で除し
たものを人ロ増加率とした。
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図6－15　将来推計人ロ割合と人口増加率（年少人ロ）
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
生産年齢人ロ比率の予測
　市区町村ごとの生産年齢人ロ（i5歳以上65歳未満人ロ）の将来推計人ロ割合と人ロ増
加率（2030年）を整理した。これにより市区町村ごとの生産年齢人ロの地域間差異を把
握することを目的としている。算出は「市区町村別将来推計人0（平成15年12月推計）」
（国立社会保障・人ロ問題研究所）を用いて、2030年の各市区町村の生産年齢人ロの予
測値を市区町村全体の推計人ロで除することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市
区町村の生産年齢人ロの予測値と2000年の各市区町村の生産年齢人ロ実数との差を
2030年の各市区町村の生産年齢人臼の予測値で除したものを人ロ増加率とした。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給 「
地域類型
　老年人ロ、生産年齢人ロ、年少人ロについてそれぞれの将来人ロ推計値を整理した結果、
老年人ロ増加率及び老年人ロ比率の増加が著しく、今後の人ロ構造変化に特に大きな影響
を与えることが確認できた。それぞれの地域における高齢化の加速度の特徴と、人ロ増減
の特徴の関係性から類型化による検証を行った。総人ロ、将来老年人ロ増加率、将来老年
人ロ比率、人ロ社会増加率、人ロ自然増加率について分析を行った。類型化にはクラスタ
ー分析（ウォード法・数値の正規化）を用い、5グループに分類した。
　統計資料には「平成17年国勢調査」（総務省統計課）と「市区町村別将来推計人ロ（平
成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究所）、「毎月常住人ロ調査」を用いた。
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人口動態に関する分析結果によるグループ分け
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図6－17人ロ動態に関する項目のまとめ
　2030年には老年人ロ割合が全ての地域で高くなる可能性があることがわかる。青森、
弘前、八戸を中心に人ロ減少が小さい地域が分布する。それ以外の人ロ減少が大きかった
地域では老年人ロ割合は50％前後にもなると予想されている。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
世帯人員
　市区町村ごとの1世帯あたり構成人員について整理した。図の作成には「平成17年国
勢調査」（総務省統計課）による結果を用いた。
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図6－18　1世帯あたり構成人員
まとめ
　青森県においては、既に’1980年代に人ロ減少の時期が訪れている。またミ2035年頃
には1945年頃の人ロ程度にまで減少する。青森、弘前、八戸を中心に人ロ減少が小さい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域が分布する。老年人ロ割合が全ての地域で高くなる可能性があることがわかる。人ロ
減少が大きかった地域では老年人ロ割合は50％前後にもなると予想されている。世帯人員
は、概略多いが、つがる市北西部の日本海側、弘前市南部の秋田県側において3．5人以上
の地域があった。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
青森県住宅ストック・フローの詳細
住宅地価格・世帯あたり延べ床面積
　各市町村における住宅ストックの広さと住宅地価格の関係性の特徴から類型化による検
証を行った。住宅地価格、住宅の1人あたり延べ床面積、1世帯あたり構成人員について
分析を行い、クラスター分析（ウォード法・数値の正規化）を用いて4グループに分類し
た。統計資料「地価調査（平成18年）」、「平成17年国勢調査」（総務省統計課）を元に作
成した。
住睾ストックに菊する分栃績果によるグルーフ分け
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図6－19　住宅地価格・世帯あたり延べ床面積
　世帯あたり構成人員の多い地域ほど世帯あたり延べ床面積が広い傾向にあり、住宅サイ
ズと住人人数のミスマッチは少ないと推測される。青森、八戸が地価が高い地域であり、
世帯あたり延べ床面積が少なく、世帯あたり構成人員が少ないという傾向がある。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
空き家
　各市区町村における空き家率について調べ、その割合ごとに6段階に分類して地図上に
分布を示した。統計資料「住宅土地統計調査（平成15年）」（総務省統計局）を元に作成し
た。
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図6－20　空き家
　多くの地域で空き家率は10％を超える。空き家率が20％以上の地域が八戸南東部存在
する。青森県においても、空き家の分布の傾向は顕著ではない。青森市は空家率が高くな
い。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
着工率・持家・貸家・分譲
　各市町村の住宅フローにおける持家、貸家、分譲の割合の特徴と百世帯あたりの新設住
宅着工戸数の関係性から類型化による検証を行った。類型化にはクラスター分析（ウォー
ド法・数値の正規化）を用いて4グルー一プに分類した。統計資料「建築着工統計資料（平
成18、19年）」（国土交通省）を元に作成した。
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図6－21　住宅フローの特徴（持家・貸家・分譲）
　百世帯あたりの新設住宅着工数が多いのは青森、八戸、弘前周辺であり、広く分布して
いる。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
木造・非木造
　各市町村の住宅フローにおける木造、非木造の割合の特徴と百世帯あたりの新設住宅着
工戸数の関係性から類型化による検証を行った。類型化にはクラスター分析（ウォード法・
数値の正規化）を用いて4グループに分類した。統計資料「建築着工統計資料（平成18、
19年）」（国土交通省）を元に作成した。
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図6－24　住宅フローの特徴（木造・非木造）
　木造比率は全てのグループで高い。住宅着工率が高い青森、弘前、八戸地域も木造中心
の住宅生産が行なわれている。
まとめ
　宅地の地価が高いのは、青森、八戸であり、住宅着工率が高い地域は、青森、弘前、八
戸を中心に分布している。空家率に関しては、高い地域があるが分布の特性は見出せない。
住宅構造は、木造が中心である。
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
152
』
第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
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秋田県の人ロの推移
　秋田県においては、既に1950年代に人ロ減少の時期が訪れている。下図は国勢調査結
果と国立社会保障・人ロ問題研究所による推計結果をもとに作成した秋田県の総人自の推
移を表した図である。また、推計値によると2035年頃には20世紀はじめの頃の人ロ程
度にまで減少する。なお、2005年以前の人ロは国勢調査結果である。2010年以降の人
ロは国立社会保障・人ロ問題研究所による推計結果である。
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図6－22　秋田県の総人ロの推移
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
自然増加率・社会増加率
　市町村ごとの人ロ自然増加率と人ロ社会増加率の関係について整理した。これにより市
町村ごとの人ロ増減の傾向を把握することを目的としている。自然増加率の算出は出生者
数と死亡者数の差を人ロで除することで、社会増加率の算出は転入者数と転出者数の差を
人ロで除することで求めた。統計資料には「毎月常住人ロ調査」と「平成17年国勢調査」
（総務省統計課）を用いた。
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図6－23　自然増加率と社会増加率の関係（2006年）
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第4章　地域の住宅寿8nと住宅需給
高齢化の速度
　市区町村ごとの老年人ロ（65歳以上人ロ）の将来推計人ロ割合と人ロ増加率（2030年）
を整理した。これにより市区町村ごとの高齢化の加速を把握することを目的としている。
算出は「市区町村別将来推計人［］（平成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究
所）を用いて、2030年の各市区町村の老年人口の予測値を市区町村全体の推計人ロで除
することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市区町村の老年人Oの予測値と2000
年の各市区田1村の老年人ロ実数との差を2030年の各市区町村の老年人ロの予測値で除し
たものを人ロ増加率とした。
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図6－24　将来推計人ロ割合と人ロ増加率（老年人ロ）
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
小子化の速度
　市区町村ごとの年少人ロ（15歳未満人ロ）の将来推計人ロ割含と人ロ増加率（2030年）
を整理した。これにより市区町村ごとの少子化の加速度を把握することを目的としている。
算出は「市区町村別将来推計人ロ（平成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究
所）を用いて、2030年の各市区町村の年少人ロの予測値を市区町村全体の推計人口で除
することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市区町村の年少入ロの予測値と2000
年の各市区町村の年少人ロ実数との差を203Q年の各市区町村の年少人Bの予測恒で除し
たものを人〔コ増加率とした。
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図6－25　将来推計人ロ割合と人ロ増加率（年少人口）
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
生産年齢人ロ比率の予測
　市区町村ごとの生産年齢人ロ（45歳以上65歳未満人ロ）の将来推計人ロ割合と人ロ増
加率（2030年）を整理した。これにより市区町村ごとの生産年齢人ロの地域間差異を把
握することを目的としている。算出は「市区町村別将来推計人ロ（平成15年12月推計）」
（国立社会保障・人ロ問題研究所）を用いて、2030年の各市区町村の生産年齢人□の予
測値を市区町村全体の推計人ロで除することで将来推計人ロ割合を求め、2030年の各市
区町村の生産年齢人ロの予測値と2000年の各市区町村の生産年齢人ロ実数との差を
2030年の各市区町村の生産年齢人ロの予測値で除したものを人ロ増加率とした。
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図6－26　将来推計人ロ割合と人ロ増加率（生産年齢人ロ）
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
地域類型
　老年人ロ、生産年齢人ロ、年少人ロについてそれぞれの将来人ロ推計値を整理した結果、
老年人ロ増加率及び老年人ロ比率の増加が著しく、今後の人ロ構造変化に特に大きな影響
を与えることが確認できた。本章のまとめでは、それぞれめ地域における高齢化の加速度
の特徴と、人ロ増減の特徴の関係性から類型化による検証を行った。総人ロ、将来老年人
ロ増加率、将来老年人ロ比率、人ロ社会増加率、人ロ自然増加率について分析を行った。
類型化にはクラスター分析（ウォード法・数値の正規化）を用い、6グループに分類した。
　統計資料には「平成17年国勢調査」（総務省統計課）と「市区町村別将来推計人ロ（平
成15年12月推計）」（国立社会保障・人ロ問題研究所）、「毎月常住人ロ調査」を用いた。
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　2030年には老年人ロ割合が全ての地域で高くなる可能性があることがわかる。秋田か
ら八郎潟にかけては人ロ減少が小さい地域である。北部、山間部に人ロ減少が大きい地域
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が存在する。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
世帯人員
　市区町村ごとの1世帯あたり構成人員について整理した。図の作成には「平成17年国
勢調査」（総務省統計課）による結果を用いた。大潟村で世帯人員が大きい。
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図6－28　1世帯あたり構成人員
まとめ
　秋田県においては、既に1950年代に人ロ減少の時期が訪れている。2035年頃には
20世紀はじめの頃の人ロ程度にまで減少する。老年人ロ割合が全ての地域で高くなる可能
性があることがわかる。秋田から八郎潟にかけては人ロ減少が小さい地域である。秋田な
ら南部は比較的人ロ減少が小さい。北部、山間部に人ロ減少が大きい地域が存在する。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給
秋田県住宅ストック・フローの詳細
住宅地価格・世帯あたり延べ床面積
　各市町村における住宅ストックの広さと住宅地価格の関係性の特徴から類型化による検
証を行った。住宅地価格、住宅の1人あたり延べ床面積、1世帯あたり構成人員について
分析を行い、クラヌター分析（ウォード法・数値の正規化）を用いて6グループに分類し
た。統計資料「地価調査（平成18年）」、「平成17年国勢調査」（総務省統計課）を元に作
成した。
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図6－29　住宅地価格・世帯あたり延べ床面積
　世帯あたり構成人員の多い地域ほど世帯あたり延べ床面積が広い傾向にあり、住宅サキ
ズと住人人数のミスマッチは少ないと推測される。秋田市周辺で地価が高く、世帯あたり
延べ床面積が少なく、世帯あたり構成人員が少ないという傾向がある。八郎潟で床面積が
大きい。
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第4章　地域の住宅寿命と住宅需給　　　　　！
空き家
　各市区町村における空き家率について調べ、その割合ごとに6段階に分類して地図上に
分布を示した。統計資料「住宅土地統計調査（平成15年）」（総務省統計局）を元に作成し
た。
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図6－30　空き家
　比較的空家率が低い。空家率が高いのは、男鹿半島、大館付近である。空家率が低いの
は、横手付近である。傾向を見出すことが出来ないが、空家率が高い地域と低い地域が点
在ずることは確認できる。秋田県が多雪地域であることが、烏取県や島根県と比較して空
家率が低い要因になっているのかも知れない。
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着工率・持家・貸家・分譲
　各市町村の住宅フローにおける持家、貸家、分譲の割合の特徴と百世帯あたりの新設住
宅着工戸数の関係性から類型化による検証を行った。類型化にはクラスター一分析（ウォー
ド法・数値の正規化）を用いて6グループに分類した。統計資料「建築着工統計資料（平
成18、19年）」（国土交通省）を元に作成した。
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図6－31　住宅フローの特徴（持家・貸家・分譲）
　百世帯あたりの新設住宅着工数が多いのは秋田市、横手、湯沢である。この地域では賃
貸住宅も比率力塙まる。
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木造・非木造
　各市町村の住宅フローにおける木造、非木造の割合の特徴と百世帯あたりの新設住宅着
工戸数の関係性から類型化による検証を行った。類型化にはクラスター分析（ウォード法・
数値の正規化）を用いて4グループに分類した。統計資料「建築着工統計資料（平成18、
19年）」（国土交通省）を元に作成した。
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図6－32　住宅フローの特徴（木造・非木造）
木造比率は全てのグループで高い。秋田市で多少低い。
まとめ
地価力塙いのは、秋田市であり、住宅着工率が高いのは、秋田、横手、湯沢周辺である。
この地域では賃貸住宅も比率が高まる。八郎潟で地価が安く、住宅床面積が大きいことも
特徴的である。木造比率は全てのグループで高い。秋田市で多少低い。空家率の傾向を見
出すことが出来ないが、空家率が高い地域と低い地域が点在ずることは確認できる。
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市部と郡部の世帯数
　変化率に違いはあるようだが4県とも同じような動きを見せる。県全体がピークを向え
る時期に市部でもピークを向え、その後増加せず、増減のない状況が続く、郡部では、県
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全体がピークを向える時期か少し前にピークを向え、その後減少傾向になる。住宅にニー
ズとしての世帯数が減少していくのは全体ではなく、郡部においてであることがわかる。
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人ロ増減
千葉県は、2010年に人ロのピークがくることになる。しかし、千葉市、市原市以北の東
京に近接した区町村では、人〔］増加はしばらく継続しており、地域差が大きい。千葉県の
場合は地域差に方向性があり、東京に近接する地域から、太平洋側にむけて、グラデーシ
ョンのように類似した傾向を呈する地域が連続している。青森県においては、既に1980
年代に人〔］減少の時期が訪れている。また、2035年頃には1945年頃の人［コ程度にまで
減少する。青森、弘前、八戸を中心に人ロ減少が小さい地域が分布する。秋田県において
も、既に1950年代に人ロ減少の時期が訪れている。2035年頃には20世紀はじめの頃
の人口程度にまで減少する。秋田から南部は比較的人ロ減少が小さい。北部、山間部に人
ロ減少が大きい地域が存在する。
世帯数
人自減少地域において、市部と郡部の世帯数の予測を行なった。変化率に違いはあるよう
だが4県とも同じような動きを見せる。県全体がピークを向える時期に市部でもピークを
向え、その後増加せす、増減のない状況が続く、郡部では、県全体がピークを向える時期
か少し前にピークを向え、その後減少傾向になる。住宅にニーズとしての世帯数が減少し
ていくのは全体ではなく、郡部においてであることがわかる。
高齢化
千葉県の高齢化は地域によらず進行するが、高齢化の加速度は東京に近接した地域の方が
大きい。青森県では、老年人ロ割合が全ての地域で高くなる可能性があることがわかる。
人ロ減少が大きかった地域では老年人ロ割合は50％前後にもなると予想されている。秋田
県では、秋田から八郎潟にかけては人ロ減少が小さい地域であるe
世帯人員
千葉県の世帯人員は、東京に近接した区町村で小さい傾向がある。青森県の世帯人員は、
概略多いが、つがる市北西部の日本海側、弘前市南部の秋田県側において3．5人以上の地
域があった。
住宅地の地価
概ね住宅着工率が高い地域は住宅地の地価が高い
住宅着工率
千葉県では、住宅着工率が高い地域は北西部に分布している。青森県では、住宅着工率が
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高い地域は、青森、弘前、八戸を中心に分布している。秋田県で、住宅着工率が高いのは、
秋田、横手、湯沢周辺であるe
住宅の構造
千葉県では住宅の構造は、北西部において非木造の割合が高い。　青森県、秋田県では住
宅構造は、木造が中心である。
空家率
干葉県で空家率が高い地域は外周部に分布するが、分布の特性はあまり見出せない。秋田
県、青森県では、空家率が高い地域が点在ずることは確認できる。
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本研究のテーマ
　我が国の人ロは既に減少局面に入り、本格的な少子高齢化と人□・世帯数の減少が住宅需
要に与えるインパクトはきわめて大きい。さらに、近年大都市への人臼移動がみられ、需
要、供給、生産の側面における地域閤格差も問題になってきているeこのような状況下、
持続可能な日本のハウジングの行方を予測し対策を考えるためには、ストックの質と量を
検討する必要がある。特に「居住ニーズと住宅のミスマッチ」、「地域間格差」をふまえた
検討は重要である。このような認識から、本研究のテーマである「人ロ減少社会における
住宅寿命と住宅需給」の分析のために、3段階の課題を設定し、人ロ減少時代の住宅供給
の地域性を明らかにし、地域ニーズに応じた住宅生産、維持体制を提示するという大きな
目標が背景にある。具体的な3段階の課題は以下である。
①分析に用いる住宅寿命、建替率の算出手法の確立
②住宅寿命の分析
③人ロ減少と住宅寿命の分析
研究内容
騰馨難難　　欝霞麹欝醜踵撒宰i鷺i羅灘i羅轄灘懸i華懸講警鰻i響鱗舞‘
懇　　　　　　　、灘鵜麟灘燃．驚
図7－1　研究内容と研究成果
　本研究は上記③の「人ロ減少と住宅需給」の分析方法構築を行なうための人ロ動態およ
び住宅のフローとストックに関する基本的なデータを変数そして、住宅寿命等の地域特性、
その変化を分析・説明するための理論的枠組みを構築することを実行したという位置付け
である。
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本研究の成果
①平均寿命算定手法の確立
　住宅寿命を簡便に示すには住宅ストック数を新築（あるいは滅失）住宅数で除した値が
用いられる。例えば、2003年のその値は46年であるが、これを国際的に比較してわが国の
住宅寿命は短いという指摘の根拠とされるeしかし、この「寿命」は厳密には世帯数や空
家率等が一定の均衡状態であることを前提としたときのみに成り立つ不正確な概念であり、
値である。既往研究においては、住宅寿命を正確に算定するにはある群に属する個々の住
宅の建設、滅失に関する完全なデータセットが必要であるが、そのようなデータの存在は
限られる。固定資産台帳などのデー・一一タを用いて住宅寿命を推計した加藤・小松らによる一
連の研究はその代表的なものであり、厳密に建築物の寿命を考究した研究事例としては唯
一のものといってよい。しかし、固定資産台帳による住宅寿命の推計は、精度が高いもの
ではあるが、データが限られるため、日本全体の時間変化、建物の種別による比較、地域
間の比較をするには適さないものである。
　そこで、本研究では、住宅・土地統計調査という1つのデータソースから住宅建設年代に
もとついたコーホート群を抽出し、カプラン・マイヤー法、システムダイナミクスを用いて、
「残存率」、「累積残存率」を算出し、「累積残存率」が50％になる期間を住宅の「平均寿
命」とする算出方法を確率した。このことにより、住宅寿命に係る諸問題を検討する際に
住宅寿命の評価法として利用できる「ものさし」が出来た。
②我が国の住宅寿命の把握
　本研究において日本の住宅寿命の変化が初めて明らかになったと言える。平均寿命は、
2003年において35．31年であった。この数字は、25年間で、4年程度伸びていること
になる。住宅・土地統計調査の住宅ストック数を住宅着工統計の新築住宅数で除した値と比
較すると増加傾向がなだらかであり、実質に近い値であると思われる。また、1990年代
半ばから寿命の低下が見られる。構造別では、鉄骨造・鉄筋コンクリート造は木造と比較す
るとかなり寿命が長い。建方別では、木造共同住宅が、d980年代後半まで取り壊され、
共同住宅において、鉄骨造鉄筋コンクリート造の比率が高くなるにつれて、寿命が伸びて
いる。持家は借家より2003年において、10年ほど寿命が長い。人ロ増加地域で住宅寿
命は比較的寿命が短く、人［］減少地域では、住宅寿命が比較的長い地域と住宅寿命が長く
ならない地域が存在した。1990年代半ばからの寿命低下が見られる。これは人ロ移動、
地域の空家率と関係があると推測された。
③我が国の滅失住宅数の把握
　建築物滅失統計調査（国土交通省）にて、住宅の滅失数の統計が行なわれているが、こ
の統計は、おもに新築建物の建築確認申請提出時に提出される「建物除却届」を集計した
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ものである。しかし、「建物除却届」が提出されず、滅失される住宅はかなりの割合になる
のが実態であるe本研究では、「残存率」の検証のため、滅失率、残存率を求めることによ
り、1978年から2003年の25年間のシミュレーションを行なった結果、初めて滅失住
宅数の把握が出来た。滅失住宅数は65万戸／年～80万戸／年に増加してきた。システム
ダイナミクスモデルを構築することにより、滅失住宅数把握の算定手法を確立した。
④我が国の建替率の把握
　建替率が住宅需給を分析する上で重要な変数になることは説明を要しないと思われるが、
公表されているデータは新築時のアンケート調査などしか存在ぜず、我が国の住宅の残存
率の変化は把握されていないし、地域、住宅種別による比較検討が出来ない状況である。
本研究では、住宅土地統計調査という一元的なデータを用いて、新設住宅、滅失住宅を把
握することによって建替率の把握が出来るようになった。建替えによる新設住宅の割合は、
1978年から2003年の25年闘で、50％程度から、80％程度に増加している結果にな
る。
⑤住宅供給地域特性の分析のための因子抽出
　我が国の住宅供給地域特性の分析のための重要な変数を特定し、その定義、使用方法な
どを明確にした。
表7－1　人［コ小減と住宅需給を表す変数
　’二1－1　　　　町戸　　中耽
C　　人ロー、 人口の増減については、必要に応じて自然増減、社会増減、短期増減、長期増ｸを考慮して変数を決定することとする。
騰鰻， 将来推計は国立社会保障・人口問題研究所の推計を利用する。人ロと世帯人員ﾆを関連させながら変数を決定することとする。
騨帯獅 将来推計は国立社会保障・人口問題研究所の推計を利用する。人口と世帯数と?ﾖ連させながら変数を決定することとする。
　　　こ、L
@　着＃薬腿・《1　　　詩’ 住宅需要に対する住宅生産活動の活発度を表す指標である。これは、100世帯あた
閧ﾌ新設住宅着工数である。
　　　　」・噌’　　　　－1、?G宅糞命 累積残存率が50％になる期間を平均住宅寿命として定義した。
欝斡・　　　　く、
e欝喋
空家数を住宅総数で除して求めた値とする。ただし、住宅土地統計調査の「空き家』
ﾉおいて、「賃貸用」「売却用」「二次的住宅」を抜いた「その他」を狭義の「空家」として
闍`した。
ド縷春率　」　喜；．置　　，：、H
システムダイナミクスモデルを構築することによって得られる滅失住宅数を利用して、
囁ﾖ率を新設住宅数に対する滅失住宅数として定義する。
　可　漕｝’・窄 住宅土地統計調査のより、1住戸あたりの床面積と、世帯構成人員から算出した数値
?pいる。
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⑥各変数の分析
　人ロ減少社会の住宅需給はどうなるのか？人ロ減少社会は、住宅需要が減少していくの
だから住宅需給において、フロー型からストック型が進行した状況になると考える。具体
的には、着工率が減少し、空家率が増加し、建替率が増加し、住宅寿命が増加し、住宅の
大きさと世帯人員のミスマッチが拡大すると思われるが、このことを取り上げた変数を用
いて検証した。
懸灘・
舘駕　　　＝
図7－2　人ロ小減少社会と住宅ストックの状況
・住宅着工率が低い傾向がある。西日本3地域で低く推移しているe
・　空家率が高く、空家率の増加率も高い、鳥取、島根で極めて高い。
・　建替率との関係は単純ではないが、増加する傾向が確認された。
・世帯人員が減少するので、大きな住宅に小人数で住むというミスマッチ拡大が確認され
　た。
・住宅寿命が長い地域力雁認された。西日本3地域で寿命が長い傾向で推移している。
・世帯人員の変化が大きい地域（青森、秋田）では、着工率の低下が抑えられ、住宅寿命
　は増加しにくい状況があり、空家率の増加も抑えられている。
・世帯人員の変化が小さいきい地域（鳥取、島根、大阪）では、着工率が低下し、住宅寿
　命も増加していると考えられ、空家率も増加している。この意味で、人ロ減少の影響が
　先行して現れていると現時点では分析している。
⑦結果としてのシステムダイナミクスモデルの構築
　人ロ減少と住宅需給に関する8つの変数を取り上げ、その分析を行なった。分析の過程、
それぞれの関係性によって得られるシステムダイナミクスモデルは次のように示すことが
出来るeメインフレームの中には、着工率、建替率、空家率を、需要側フレームでは、人
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ロ、世帯数、世帯人員を、住宅の質を表すフレームでは、一人当たりの床面積、住宅寿命
をいれたモデルを構築することが出来た。
図7－3　8づの変数を組み込んだシステムダイナミクスモデル
　老齢化率を加味した住宅生産投資のフレームを追加することにより、より全体的なシミ
ュレーションが可能になります。システムダイナミクスモデルの上位概念図で示せば、以
下のようになる。
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図7－4　システムダイナミクスモデルのハイレベルマップ
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付録　分析方法ζ統計資料
分析方法
統計資料
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カプラン・マイヤー法の概要
　生存関数S㈹を求める方法の一つである。「カプラン」「マイヤー」はいずれも人名であ
り、「Edward　Kaplan」rPaul　Meier」である。カプラン・マイヤー法の特徴は、分析者の
関心の対象が「末期がん患者に対して抗がん剤を投与の開始時点からの生存関数Sω」で
ある場合、以下の患者のデータの上での生存関数S㈹を求めることができる点にある。
観察期間中に、交通事故などがんとは無関係な要因で死亡した患者
観察期間中に転院した患者
分析者が定めた観察期間終了時点まで生存していた患者
1　2者者患患
3°4　5者者者患患患
緩誹　　盟難難鞭繍擁
肺がんで死亡
肺がんとは無関係な原因で死亡
転院
醗羅灘鍵欝翻肺がんで死亡
1観察開始時点（2006年1月1日）　　　1観察終了時点（2006年12月31日）
　　　　　　図5－1　灰がん患者の経過観察
表5－1　肺がん患者の経過観察
欝i難i灘羅 灘繕
患者1 2005年1月 17肺がんで死亡 1
患者2 2006年3月 10観察終了時点まで生存 0
患者3 2005年1月 15肺がんとは無関係な事象で死 0
患者4 2005年3月 20肺がんで死亡 1
患者5 2005年可1月 7肺がんで死亡 1
患者6 2005年7月 6転院 0
患者7 2005年10月 9肺がんで死亡 1
患者8 2005年3月 22観察終了時点まで生存 o
患者9 2006年4月 8肺がんとは無関係な事象で死 0
患者10 2005年1月 24観察終了時点まで生存 0
暫．．、、．．二颪£＾，91r：．1一丼い鴛7玄・鰻羅鵡．、臓螢愛．、tS・隔　　、澱蹴幽　　　、・．s，　2Lr、・，・、婦善埠・粥鍛魂瓢、，・．L，　　t1
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　表は末期肺がん患者に対して抗がん剤を投与開始した時点からの経過観察を記載したも
のである。観察期間は2年間であり、観察開始時点は2005年1月1日で、観察終了時
点は2006年12月31日である。このデータに関して、カプラン・マイヤー法を実践して
求められた生存関数S㈹がグラフのようになる。なお、この例の「追跡期間」は月単位で
あったが、年でも、日でも、時間でもかまわない。
図5－2　肺がん患者の経過観察
具体的事例
　具体的な事例を用いて、詳細にカプラン・マイヤー一法を説明する。表5－2は末期がん患
者をある観察期間観察した記録である。表に示すとおり、被観察者は6名であるe
表5－2末期がん患者の経過観察
欝霧
患者1 9 1
患者2 11 0
患者3 14 1
患者4 14 0
患者5 21 0
患者6 21 0
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　表は末期がん患者に対して、抗がん剤の投与を開始した時点から経過観察をした結果を
示している。t＝14において「死亡患者」と「打切患者」が1人ずつ存在する。　t＝21に
おいて「打切患者」が2人ずつ存在する。
①同時点に複数の死亡患者が存在する。
②同時点に擁数の打切患者が存在する。
③同時点に複数の死亡患者と打切患者が存在する。
という状況を「タイがある」という。ただし◎の場合は、実際には「タイがある」とは解
釈せず・「その時点に存在するのは死亡患者のみであり、打切患者はそのちょっとだけあと
に存在する。」解釈する。　常識的に考えて「タイがある」ということはまず考えられない。
「タイがある」と計算が異常に煩環になったり、精度が落ちたりしてしまう。
表5－3追跡期間の生存と死亡
表5－4　追跡期悶の生存関数
“　三．寒
」　　　¶呪　　　！
澱蕪雛難麟触婆繍
0
6－6
（0≦t＜9）
9 6　　　5－　X－
U　　　6
（0≦t〈11）
1可
6　　　5　　　5－一脚x－x－
U　　　6　　　5
（0≦t＜14）
14 6　　　5　　　5　　　3－一一　X－　X－　X－
U　　　6　　　5　　　4
（0≦t＜14＋△）
14十△ 6　　　5　　　5　　　3－x－x－－x－－x－
U　　　6　　　5　　　4
33
（O≦t〈21）
21 』－xlx⊥xlx⊥x⊥6　　　6　　　5　　　4
3　　　2
（0≦t≦21）
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　表で、●は「生存患者」を意味し、○は「打切患者」を、×は「死亡者」を意味する。
式StH≦t＜t［（ti≦t＜ti．1）はrt1の直前まで存在した患者のうち・tiの時点で何人死亡して
いないか」を意味している。tiの直前まで存在した患者の集合は、リスク集合と呼ばれる。
リスク集合を形成する患者の人数は、式Sti－1≦t＜ti（ti≦t〈ti．1）1こおける分母が」」スク集
合の大きさになる。これにより以下のグラフが作成できる。
カプラン・マイヤー法
1．00
O．80
li｛1－0、60
　0．40
0、20
O、OO
0 5 10 15 20 25
時間
図5－3　末期がん患者の経過観察
母生存関数の推定
　いうまでもなく、「抗がん剤を投与した末期肺がん患者」は上表の6人だけではない。5
年前や10年前にも存在していた。また、5年後や10年後にも存在する。上表は「抗がん
剤を投与した末期肺がん患者」という母集団から抽出された標本に過ぎない。そして前節
で求められた生存関数S㈹は、「母集団における生存関数」ではなく、つまり「真の生存関
数」ではなく、あくまで、標本データに基づく「推定された生存関数」に過ぎない。
　たとえば、t＝8におけるS8ωはいくつになるのか。母集団の全データを入手することは
できないので、直接的に求めることはできない。しかし、統計学上は、t＝8における母生
存関数S8ωが「いくつ以上いくつ以下」に納まっているかを推定することは可能である。
「いくつ以上いくつ以下」を推定することを、区間推定という。推定された区間のことを
信頼区間という。推定した信頼性を信頼率、信頼水準、信頼係数という。
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　信頼率は、信頼区間が求められた後に判明するものではなく、信頼区間を求める際に分
析者が決定するものである。rt＝8における母生存関数S8ωが、いくつ以上いくつ以下に
納まっているか」という信頼性は、正確に言うと、r信頼率○○％でt＝8における母生存
関数S8（t｝は、いくつ以上いくつ以下に納まっている」という表現になる。信頼率は95％
か99％にするのが一般的であり、どちらにするかは分析者が決定するが、99％の方が
95％より、信頼区間が必ず広くなってしまうことになる。用途によって使い分けることに
なるe
　母生存関数S㈹の信頼区間の計算方法には2種類ある。「計算方法t」は「計算方法2」
より、求め方が簡単であるが、「計算方法2」の方が精度が高い。「計算方法1」では、1
を上回る上限値が求められた場合には上限値は1とする。0を下回る下限値が求められた
場合には、下限値を0とする。信頼率99％の信頼区間を求める場合には、「下限値」と「上
限値」の196を2．58に置き換えるe
抽出
標本
母集団
図5－4　母集団と標本
表5－5母集団と標本
〔1鴇赫轍描↓諭痛・前3（3発el・2嗣・・職
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システムダイナミクス
　システムダイナミクスとは、社会のあらゆる事柄の複雑な関係を理解し、その状況の行
く末を予測するための手法である。ある事柄の変化は他の要素の変動の影響力となるとい
う因果の中に我々は存在しているわけだ力札その事柄に関する因果関係の連蝉を抽出し、
それをシステム構造として捉える。その上で、その構造情報および相互依存関係にある各
関係要素のパラメータによってシステムが示す動向が把握できるのであるe
　我々人間は、相互に関連を持った多くの変数がダイナミックに振舞う様子を頭の中で追
求していくことが非常に苦手である。これに対してコンピュータは、変数同士がどんな関
係にあるのかをシステム構造としてきちんと与えてやれさえすれば、どんな複雑な相互作
用でも簡単に追求する能力を持っている。したがって、システムダイナミクスは、人間が
これまでに獲得した様々な知識に基づいて、社会システムの中で発生する複雑な問題を理
解するための「人問とコンピュータの共同作業の方法論」であるといえる。
STELLA
　システムダイナミクスモデルの構築とそのシミュレーションの方法として・パソコン上
で稼動するSTELLAを用いた。　STELLAはシステムダイナミクスの考え方に基づいたモ
デル構築とシミュレーションを行なうためのパソコン用アプリケーションである。
　まず、検討すべき問題に対して、因果関係を持つ社会システムなどの構築を高レベルの
マップとして作成する。それぞれのフレームについてSTELLAのシステム要素を利用して
因果関係ループを作成して、全体のモデルを構築するご構築された全体モデルは、因果関
係ループに従ってそれぞれの関係式で結ばれる。それぞれの関係要素について変数又は定
数を設定し、レンジを設定することにより因果に沿って求めたい要素の推移が導かれる仕
組みである。以下にSTEL〕への手法に従い、より高水準なマップの作成、またその各プロ
セスフレームの設定、要素、因果の数値設定の順に開設する。
ハイレベルマップ
　全体のシステムはシステム要素の各属性により高水準なフレームに分けて考えることが
できる。より高水準な構造を表現するレベルである。プロセスフレーム同士は因果関係で
結ばれており、全体を形成する。
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図5－5ハイレベルマップ
ダイアグラムレベルマップ
　ハイレベルマップの中、もしくは相互にシステム要素を利用して因果関係ループを表現
できるマップである。システム要素の代表的なものを以下に示す。
（〉～＼コネタ蜘敵胤）
　　　　　　＼
（定数又は変数）
（ストックに出入りする量）
図5－6ダイアグラムレベルマップ
ストック
システムの蓄樹也（保存、在庫滅高）の賄的な変化であり・システムが静止してもプ
ロ＿がなくても存在する量である。ストックの内容が麟である場合・時間によって内音B
で変化する胎には、ストックの内部1こサプモデルを作成すること甜来る・通常のスト
ックのタイプはrリザーバ」である．リザーノYはインフ・一を翻的に順し・アウトフ
。＿を減算する．リザーバに流れ込んだユニットは・個々の識別を失う・リザーバはすべ
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てのユニットを混合し、区別されない量に累算する。つまり、いつどのような量で流出、
流入したかは考慮せず、前の時点の量に現時点の流入量を差し引いた量がその時点でのス
トック量となる。
フロー
フローはストックの恒をインフローとアウトフローでコントロールするe（一方向のフロー
がユニフロー、相互方向のフローがバイフローである。）つまりストックをコントロールす
るコックの働きをする変数がフローである。フローの矢印の先は・フローの布向を示す・
コネクタ
システムの中の多くの変数を相互に結びつけるものである。これはその情報の出所である
元の変数には影響しない。
コンバータ
フローを定式化し、実際のシステムと密接に関連させておく役割をする。定数値を保持し、
モデルへの外部入力を定義し、代数的関係を計算し、式関数のリポジトリとしての役割を
果たす。入ってくる情報の線（コネクタ）が表すのは、このコンバータを左右する変数（ス
トック、フロー、コンバータ）である。コンバータはストックと違って積分量ではないの
で、演算時において、ある時間のステップから次へ移る際に、その数値を記憶しておく必
要がない。また、出入りする情報の線（コネクタ）は何本あってもかまわない。
ズトvク
コWTS1　　　　　　　コ：，liT－ee　　　　　　　　　　　　コ：ン’写一與
　図5－7　システムダイナミクスのモデルのシステム要素
イクエーションレベル
各方程式
ダイアグラムレベルにおいて作成された因果関係ループは、イクエーションレベルで表現
される方程式により、関係付けられ演算されることになる。STELしへは差分方程式によっ
て表現されているので、ある時間（t）におけるストック（t）は次のように表現できる。
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ストック（t）　＝　ストック（t－dt）　十（dt）　〔インフロー（dt）一　アウトフロー（dt）｝
t
dt
ある時間
時間単位（時間間隔〉
すなわち時間（t）におけるストック（t）の現在値が、前に計算した値ストック（t－dt）
と最後の時間単位の間のインフ0－（dt）とアウトフロ・一（dt）との差に・これが接続し
た時間の長さdtを掛けたものとの和に等しい。つまり、今あるストックの量は前にあった
ストックとインフローからアウトフ〔コーを引いた残りとの和に等しいということになる。
図11－3において、インフローはコンバータ1とコンバータ2とを変数とする関数になっ
ており、コンバータ1とコンバータ2は互いに独立である。アウトフローはストックとコ
ンバータ3を変数とする関数になっており、ストックとコンバータ3は互いに独立である。
　ストック方程式は互いに独立であるので、各方程式は時間（t）より前の情報のみに依
存する。したがってストック方程式がいくつかある場合は、それらをどんな順序で解いて
もかまわない。時間（t）での評価の際に、あるストック方程式が同時に他のストック方
程式からの情報を使用することはない。時間（t）でのストックを左右するのは・（dt）時
間前（t－dt）におけるその値と間隔（dt）におけるインフローとアウトフローである。ま
た、インフローはサブ要素である時間（t）におけるコンバータ1及びコンバータ2によ
って決まっているので、
インフロー（t）＝　コンバータ1（t）＊コンバータ2（t）
となる。また、アウトフローは時間（t）におけるコンバータ3及び（dt）時間前のスト
ック（t－dt）によって決まるので、次のようになる。
アウトフロー（t）＝　コンバータ3（t）＊ストック（t－dt）
コンベヤ
通常のストックはリザーバと呼ばれるものである。他のストックタイプに、コンベヤ、待
ち行列、オーブンがある。本研究のシミュレーションモデルで用いられるコンベヤについ
て説明する。コンベヤとは、歩く歩道、ベルトコンベヤと考えることができる。物を乗せ
ると一定時間進み、下ろす機能を備えている。コンベヤの容量とインフローの限界が、コ
ンベヤへの入力を制限する。コンベヤのアウトフローは輸送時間を決定する・
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　（1）・一一“－N
コンパ＿ダ　＼
　　　　　　、
liglYMn－rl－llD
インフロー
コンベヤ
アウトフロー
図5－8　コンベヤタイプのストック
サブモデル
コンベヤタイプのストックでは、その中に、サプモデルを構築することが可能である。サ
ブモデルを設定することによって、コンベヤの設定をより詳細に決めることが出来、サブ
モデルを非表示にすることによって、全体モデルが簡潔にわかりやすく表現できる。サブ
モデルは、モデル内の詳細構造をカプセル化するもので、サブモデルを使用しなければ、
モデルのストックおよびフロー構造はマップ＆モデルレイヤー上で「平板」な外観を示す
ものになる。サブモデルで表現することにより、細部と本質を区別することができるよう
になる。本研究では、住宅が新築されて壊されるまでのライフサイクルをコンベヤタイプ
のサブモデルを用いて表現している。
　ご’》一一Y．．．
コンバーダ　2　’
　　　　’，　　　　　コンペヤ2級詠雨灘…
　　／インフロー2
’・@　　　b
　　　　　　4－“　：へ瓠＿　 、Ni：」
　’覧、ノ…　　i’
アウトフロー2
○〆プ
コンバータ1
図5－9　サプモデル
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調査の目的及び沿革
　住宅・土地統計調査は，我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実
態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関す
る実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることにより、住宅・土
地関連諸施策の基礎資料を得ることを目的として，昭和23年以来5年ごとに実施してきて
おり，平成15年住宅・土地統計調査はその12回目に当たる。
　なお、昭和23年の第1回調査は全数調査により実施したが、その後は標本調査によっ
ており、第2回調査（昭和28年）は市部のみを、第3回調査（昭和33年）以降は全国
を調査地域として実施している。また、第11回調査（平成io年）から調査内容に土地
に関する項目を加え、調査の名称を住宅統計調査から住宅・土地統計調査としている。
調査の根拠
　平成d5年住宅・土地統計調査は，統計法（昭和22年法律第18号）に基づく指定統計
調査（指定統計第14号を作成するための調査）であり、住宅・土地統計調査規則（昭和
57年総理府令第41号）に基づいて実施されている。
調査の対象
　平成15年住宅・土地統計調査は、調査の時期において、調査単位区内から抽出した住宅
及び住宅以外で人が居住する建物並びにこれらに居住している世帯について調査されてい
る。ただし、次に掲げる施設及びこれらに居住する世帯は，調査の対象から除外されてい
る。
①外国の大使館・公使館領事館その他の外国政府の公的機関や国際機関が管理している
　施設及び外交官・領事官やその随員（家族を含む。｝が居住している住宅
②皇室用財産である施設
③拘置所、刑務所少年院、少年鑑別所、婦人補導院及び入国者収容所
④自衛隊の営舎その他の施設
⑤在日米軍用施設
抽出方法
　平成15年住宅・二t二地統計調査は，平成12年国勢調査調査区を第d次抽出単位とし、
抽出された標本調査区を基本とする調査単位区内の住戸を第2次抽出単位とする層化2段
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抽出法によって行なわれている。標本調査区の抽出に当たっては、都道府県、市部、郡部、
市、14大都市の区、大都市圏、都市圏及び人□規模が一定以上の町村のそれぞれについて
十分な結果精度が得られるよう、地域ごとに異なる抽出率が適用されている。
①国勢調査調査区の層化
　平成12年国勢調査の結果に基づき、主として「換算世帯数」、「住宅の所有の関係別割
合」及び「65歳以上親族のいる一一rc世帯数割合」により、層別基準により24層としてい
る。
　　　　　　　　　　表5－6　国勢調査調査区の層別基準及び層符号
層　　別　　基　　準 調査区のw符号
後置番号8の調査区又は50人以上の準世帯のある調査区 010
30％未満 021世帯数が0の調査区叉は換算世帯数が15世帯以下の調査区で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割含が 30％以上 022
30％未満 031間借り等の世帯数が5％以上の調査区で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割合が 30％以上 032
給与住宅に居住の盤帯数が50％以上の調査区 110
30％未満 121公的借家に居住の世帯数が50％以上で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割合が 30％以上 122
餓霧
民営借家に居住の世帯数が50％以上の調査区 130
持ち家に居住の世帯数が50％以上の調査区 140
その他の訥査区 150
給与住宅に居住の世帯数が50％以上の調査区 210
30％未満 311公的借家に居住の世帯数が50％以上の調査区で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割合が 30％以上 312
民営借家に居住の世帯数が50％以上65％未満で，
@55歳以上親族のいる一般世帯割合が
30％未満 411
30％以上 哩12
民営借家に居住の世帯数が65％以上で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割合が
30％未満 511
その他の調査区
30％以上 512
30％未満 611持ち家に居住の世帯i数が50％以上80％未満で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割合が 30％以上 612
30％未満 7n持ち家に居住の世帯数が80％以上で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割含が 30％以上 712
30％未満 80！その他の調査区で，
@65歳以上親族のいる一般世帯割合が 30％以上 802
注1）　二っ以上の層に該当する場合は，層符号の若いものに分類する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一入の一般世帯数＋施設等の世帯人員　2）　換算世帯数　＝　二人以上の一般世帯数　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
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②標本調査区の抽出
　市」区及び人ロ1万5千以上の町村については各市区町村ごとに、人ロt万5『：二未満の
町村については都道府県ごとに、それぞれ定められた抽出率により系統抽出されている。
抽lll率は、前述のとおり結果表章の地域ごとに必要な標本数を配分するため、人口規模等
によりまとめられている。
表5－7　指定調査区の抽出率
調査区の抽出率
地　　　域 層符号010， 層符号G10，
021，0銘以外021，022の
の調査区 調査区
人口70万以上の市区 1／10 1／20
人口60万以上70万未満の市区 119 1／18
人口50万以上60万未満の市区 118 1／16
市
人口40万以上50万未満の市区 1／6 1／12
部 人口25万以上40万未満の市区 1／5 1／10
人口10万以上25万未満の市区 1／4 1／8
人口5万以上10万未満の市区 1／3 1／6
人口5万未満の市区 1／Z 1／4
郡 人口1万5千以上の町村 1／4 1／8
部 人口1万5千未満の町村 1／8 1／16
③調査票乙を配布する調査区の指定
　調査票乙を配布する調査区の指定に当たっては、調査票乙のみの調査事項について十分
な結果精度が得られるよう、神奈川県及び福岡県については県庁所在市、政令指定都市と
それ以外の地域ごとに，神奈川県及び福岡県以外の都道府県については県庁所在市とそれ
以外の地域ごとに，抽出した標本調査区の中からそれぞれ定められた抽出率により系統抽
出されている。
④調査単位区の抽出
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　原則として抽出された標本調査区を、調査単位区となっている。ただし、70戸以上の標
本調査区については一つの単位区がほぼ50戸前後になるよう二つ以上に分割し、そのiliか
ら一つの単位区をi無作為に抽出して調査単位区となっている。また、抽出率の適用に当た
っての市区町村の人ロは、平成14年8月1日現在（指定調査区抽出時に平成14年8月
2日から平成d5年10月11ヨまでの市区町村の廃置分合に関する情報を入手した場合は、
その情報を取り入れた）の行政区域における平成12年国勢調査人ロによっている。　ただ
し、調査結果は、平成15年10月1日現在の行政区域により表されている6
調査事項
平成15年住宅・土地統計調査では，調査票甲及び乙により，次に掲げる事項を調査した。
①住宅等に関する事項
ア居住室の数及び広さ
イ所有関係に関する事項
ウ敷地面積
工敷地の所有関係に関する事項
②住宅に関する事項
ア構造
イ階数
ウ建て方
工種類
オ建築時期
力床面積
キ建築面積
ク家賃又は間代に関する事項
ケ設備に関する事項
コ　駐車スペースに関する事項
サ増改築に関する事項
シ世帯の存しない住宅の種別
③世帯に関する事項
ア世帯主又は世帯の代表者の氏名
イ種類
ウ構成
工年間収入
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④家計を主に支える世帯員又は世帯主に関する事項
ア従業上の地位
イ通勤時間
ウ現住居に入居した時期
工前住居に関する事項
オ別世帯の子に関する事項
⑤住環境に関する事項
⑥現住居以外の住宅及び土地に関する事項
ア所有関係に関する事項
イ所在地
ウ面積に関する事項
工利用に関する事項
調査の時期
　平成15年住宅・土地統計調査は，平成15年10月1日午前零時現在によって行われ
ている。
調査の方法
　平成15年住宅・土地統計調査は、総務省統計局を主管部局とし、総務大臣一都道府県知
事一市町村長一住宅・土地統計調査指導員一住宅・土地統計調査員一調査客体の流れによって
行われている。調査には約8万人の住宅・±地統計調査員が当たり、約2万人の住宅・土
地統計調査指導員が住宅・土地統計調査員の指導，書類の検査事務に当たった。
①住宅・土地統計調査員は、9月22日までに受持ち調査単位区内を巡回して調査対象の
　把握を行い、調査対象名簿及び単位区設定図を作成した上で、9月23日から30Bま
　での間に、調査対象となった世帯に調査票を配布している。その後、10月1日から7
　　日までの問に調査票を配布した世帯を再度訪問して、調査票の取集と内容検査等の事務
　を行っている。
②調査票は、調査単位区ごとに、甲又は乙のいずれか一方のみを配布した。調査単位区の
　甲・乙の割り振りは、全国平均で6対1となるように無作為に行われている。
③調査票は，世帯が記入する欄については、世帯主又は世帯の代表者が記入し、調査員が
　記入する欄については、住宅・土地統計調査員が世帯主等に質問するなどして記入され
　ている。空き家などの居住世帯のない住宅については、住宅・±地統計調査員が外観で
　判断することにより、調査項目の一部（調査員記入欄のうち「世帯の種類」を除く各項
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目）について調査されている。また、調査期間中不在等のため前記の方法による調査が
できない世帯については、調査項自の一部（世帯主又は世帯の代表者の氏名、世帯の構
成、世帯の種類、建物全体の階数、建物の構造、住宅の建て方、住宅の種類、敷地に接
している道路の幅員、敷地面積、建築面積）に限って、住宅・土地統計調査員が近隣の
者に質問することにより調査されている。
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［liillilijlillajll¢iil！＝　：
住宅
一戸建の住宅やアパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して
家庭生活を営むことができるように建築又は改造されたものをいう。ここで、「完全に区画
された」とは，コンクリート壁や板壁などの固定的な仕切りで，同じ建物の他の部分と完
全に遮断されている状態をいう。また、「一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができ
る」とは，次の四つの設備要件を満たしていることをいう。したがって、上記の要件を満
たしていれば、ふだん人が居住していなくても，ここでいう「住宅」となる。また、ふだ
ん人が居住していない住宅を「居住世帯のない住宅」として、次のとおり区分されている。
表5－8　一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる住宅
②　専用の炊事用
　　　　　　　　　共用であっても，他の世帯の居住部分を通らずに，いつでも使用で流し（台所）
　　　　　　　　きる状態のものを含む。
屋外に面している出入ロ又は居住者やその世帯への訪問者がいつで
も通れる共用の廊下などに面している出入ロ
居住世帯のない住宅　ふだん人が居住していない住宅を「居住世帯のない住宅」として、
次のとおり区分されている。
　　　　　　　　　　　一・時現在者のみの住宅
　　　　　　　　　　　暫藷論［糠
　　　　　　　　　　　　　　　　　売却用の住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の住宅
　　　　　　　　　　　建築中の住宅
一時現在者のみの住宅　昼間だけ使用しているとか，何人かの人が交代で寝泊まりしてい
るなど，そこにふだん居住している者が一人もいない住宅
空き家
二次的住宅
別荘　週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が住
人口減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
ig5
第5章　結論
んでいない住宅
その他　ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、た
まに寝泊まりしている人がいる住宅
賃貸用の住宅　新築・中吉を問わず賃貸のために空き家になっている住宅
売却用の住宅　新築・中古を問わず売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅　上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住
世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅
建築中の住宅　住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締まりができる
までにはなっていないもの（鉄筋コンクリートの場合は，外壁が出来上がったもの）。な
お、戸締まりができる程度になっている場合は、内装が完了していなくても、「空き家」
となっている。また、建築中の住宅でも、ふだん人が居住している場合には、建築中とは
せずに人が居住する一般の住宅となっている。
表5－9　住調における住宅の分類
単独世帯の住宅 住宅とは、一戸建の住宅やアパートのように完全に区画さ
居住世帯ありの住宅 れた建物の一部で．一つの世帯が独立して家庭生活を営む
同居世帯ありの住宅 ことができるように建築又は改造されたものをいう。
昼間だけ使用しているとか，何人かの人力交代で寝泊まり
一時現在者のみの住宅 しているなど，そこにふだん居住している者が一人もいな
い
賃貸用 新築・中古を間わず，賃貸のために空き家になっている住
売却用 新築・中古を問わず，売却のために空き家になっている住
別荘（週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用
される住宅で，ふだんは人が住んでいない住宅）
住宅 空き寒 二次的住宅 その他（ふだん住んでいる住宅とは別に．残業で遅くなっ
たときに寝泊まりするなど，たまに寝泊まりしている人がい
居住世帯なし る住宅）
上記以外の人が住んでいない住宅で，例えば，輻勤・入院
その他 などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替
えなどのために取り壊すことになっている住宅など
住宅として建築中のもので．棟上げは絶わっているが，戸
締まりができるまでにはなっていないもの（鉄筋コンク
リートの揚合は，外壁が出来上がったもの）。　なお．戸
建設中 締まりができる程度になっている場合は，内装が完了して
いなくても．「空き家」とした。また，建藁中の住宅で
も，ふだん人が居住している場合には，建築申とはせずに
竃　　　　　　＿rL　　　　　　　　＿
住宅以外で人が居住する建物
　住宅以外の建物でも、ふだん人が居住していれば調査の対象とした。この住宅以外の建
物には、次のものが含まれる。
①会社・官公庁・団体の独身寮などのように、生計をともにしない単身の従業員をまとめ
　　て居住させる「会社等の寮・寄宿舎」
②学校の寄宿舎などのように、生計をともにしない単身の学生・生徒をまとめて居住さぜ
　　る「学校等の寮・寄宿舎」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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③生計をともにしない単身者を畏期にわたって下宿さぜる「下宿屋」
④旅館や宿泊所・保養所などのように、旅行者など一時滞在者の宿泊のための「旅館・宿
　　泊所」
⑤社会施設・病院・工場・作業場・事務所などや建設従業者宿舎のように臨時応急的に建
　　てられた建物で、住宅に改造されていない「その他の建物」
　なお，この調査で，「人が居住している」、「居住している世帯」などという場合の「居
住している」とは、ふだん住んでいるということで，調査日現在当該住居に既に3か月以
上にわたって住んでいるか、あるいは調査日の前後を通じて3か月以上にわたって住むこ
とになっている場合をいうe
住宅の種類
　住宅をその用途により，次のとおり区分されている。
専用住宅　居住の目的だけに建てられた住宅で、店舗、作業場、事務所など業務に使用す
るために設備された部分がない住宅
店舗その他の併用住宅商店、飲食店、理髪店、医院などの業務に使用するために設備さ
れた部分と居住の用に供ぜられる部分とが結合している住宅や農業、林業、狩猟業、漁業
又は水産養殖業の業務に使用するために設備された土間、作業場、納屋などの部分と居住
の用に供ぜられる部分とが結合している住宅
住宅の建て方
　住宅の建て方を次のとおり区分されている。
一戸建　一つの建物が1住宅であるもの
長屋建　二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共通にし、それぞれ別々
に外部への出入ロをもっているもの。いわゆる「テラスハウス」と呼ばれる住宅もここに
含まれる。
共同住宅　一棟の中に二つ以上の住宅があり、廊下・階段などを共用しているものや二つ
以上の住宅を重ねて建てたもの。階下が商店で，2階以上に：二つ以上の住宅がある場合も
「共同住宅」とした。
その他　上記のどれにも当てはまらないもので、例えば、工場や事務所などの一部が住宅
となっているような場合
建物の階数
　建物全体の地上部分の階数をいう（したがって、地階は含めない）eなお、中2階や屋
根裏部屋は階数に含めない。
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建物の構造
　建物の構造を次のとおり区分した．なお、二つ以上の構造から成る場合は、床面積の広
い方の構造によったe
縫τ畿謹木造を除く゜）
木造（防火木造を除く）　建物の主な構造部分のうち，柱・はりなどの骨組みが木造のも
の。ただし，「防火木造」に該当するものは含めない。
防火木造　柱・はりなどの骨組みが木造で，屋根や外壁など延焼のおそれのある部分がモ
ルタル，サイディングボード，トタンなどの防火性能を有する材料でできているもの
鉄骨・鉄筋コンクリート造　建物の骨組みが鉄筋コンクリート造，鉄骨コンクリート造又
は鉄筋・鉄骨コンクリート造のもの
鉄骨造　建物の骨組みが鉄骨造（柱・』はりが鉄骨のもの）のもの
その他　上記以外のもの。例えば，ブロック造，レンガ造などのものが含まれる。
住宅の建築の時期
　人が居住する住宅の建築の時期をいう。住宅の建築後、建て増しや改修をした場合でも
初めに建てた時期を建築の時期とした。ただし、建て増しや改修をした部分の面積が、建
て増しや改修後の住宅の延べ面積の半分以上であれば、建て増しや改修をした時期を建築
の時期とした。
住宅の所有の関係
　人が居住する住宅及び住宅以外で人が居住する建物について，所有の関係を次のとおり
区分した。
　　　　　　　　　　持ち家
　　　　　　　　　　　礒難篇
　　　　　　　　　　働外で囎磯物τ器辱
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人が居住する住宅
持ち家　そこに居住している世帯が全部又は一一9Bを所有している住宅。最近建築、購入又
は相続した住宅で、登記がまだ済んでいない場合やローンなどの支払いが完了していない
場合も「持ち家」とした。また、親の名義の住宅に住んでいる場合も「持ち家」とした。
公営の借家　都道府県、市区町村が所有又は管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。
いわゆる「県営住宅」、「市営住宅」などと呼ばれているものがこれに当たる。
公団・公llの借家　「独立行政法人都市再生機構」や都道府県・市区町村の「住宅供給公
社」・「住宅協会」・「開発公社」などが所有又は管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないも
の。いわゆる「公団住宅」、「公社住宅」などと呼ばれているものがこれに当たる。なお、
雇用・能力開発機構の雇i用促進住宅もここに含めた。
民営借家　国・都道府県・市区町村・公団・公社以外のものが所有又は管理している賃貸
住宅で、「給与住宅」でないもの
個人所有　個人が所有しているアパートや一戸建の家などを借りている場合
法人所有　不動産会社が所有しているマンションを借りている場合など、法人が所有して
いる住宅を借りている場合
給与住宅　社宅、公務員住宅などのように、会社、団体、官公庁などが所有又は管理して、
その職員を職務の都合上又は給与の一部として居住させている住宅（会社又は雇主が借り
ている一般の住宅に、その従業員が住んでいる場合を含む）。この場合、家賃の支払いの
有無を問わない。
住宅以外で人が居住する建物
自己所有　工場，事務所など住宅以外の建物全体又は一部を，その世帯が所有している場
合
賃貸・貸与　工場、事務所など住宅以外の建物全体又は一部を、その世帯が借りている場
合及び貸している場合
台所の型
　台所の型について，次のとおり区分されている。
独立の台所　他の室と間仕切りされている独立の台所
食事室兼用　台所兼食事室のように台所と食事室が間仕切りされていない台所（例えば、
ダイニング・キッチンなど）
食事室・居間兼用　台所・食事室・居間が間仕切りされていない台所（例えば、リビング・
キッチン、リビング・ダイニング・キッチンなど）
その他と兼用　上記以外の兼用の台所（例えば，玄関と間仕切りされていない台所など）
他世帯と共用の台所　アパートなどで，他の世帯と共同で台所を使用している場合（同じ
台所を同居世帯が使用している場合は，ここに含めずその型によって区分されている）
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住宅の設備状況
　台所を「専用」と「共用」とに区分されている。
専用　主世帯と同居世帯が共同で使用している場合も専用とされている。
共用　他の世帯と共用の台所
　トイレ、浴室及び洗面所について次のとおり区分されている。
トイレ
水洗……直接公共下水道に流す方式や自家浄化槽などで処理する方式のもの
水洗でない……上記以外のもの
洋式トイレ
あり……簡易な洋式トイレ（和式に洋式便座をかぶせたトイレ）も洋式トイレに含められ
ている。
なし
浴室
あり……シャワー室だけの場合も「あり」となる。
なし……浴槽があっても浴室がなければ「なし」となる。
洗面所
あり……専ら洗面手洗いなどのために使用する給水設備
なし
室数及び畳数
居住室数　居住室とは、居間、茶の間、寝室、客間、書斎、応接間、仏間、食事室など居
住用の室をいう。したがって、玄関、台所（炊事場）、トイレ、浴室、廊下、農家の土間な
ど、また、店、事務室、旅館の客室など営業用の室は含めないeなお、ダイニング・キッ
チン（食事室兼台所）は、流しや調理台などを除いた広さが3畳以上の場合には、居住室
の数に含めている。また、同居世帯がある場合には、同居世帯が使用している室数も含め
ている。
畳数　畳数は，上に述べた各居住室の畳数の合計をいう。洋間など畳を敷いていない居住
室も、3β平方メートルを2畳の割合で畳数に換算している。
住宅の延べ面積
　各住宅の床面積の合計をいう。この延べ面積には、居住室の床面積のほか、その住宅に
含まれる玄関、台所、トイレ、浴室、廊下、農家の土間、押し入れなどや店、事務室など
営業用に使用している部分の面積も含められている。ただし、別棟の物置・車庫の面積や
商品倉庫・作業場など営業用の附属建物の面積は含めない。アパートやマンションなど共
同住宅の場合は、共同で使電している廊下、階段などの面積を除いたそれぞれの住宅の専
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用部分の床面積とされている。
地下室の床面積
　地下室とは，床が地盤面より下にある居住室で、地盤面から天井面までの高さが1m以
下であり、床面から地盤面までの高さが天井高の3分の1以上の要件を満たしているもの
をいい、地下室の床面積は、この要件を満たす地盤面より下にある階の面積をいう。
高齢者等のための設備状況
　人が居住する住宅について，高齢者等のための設備・構造を次のとおり区分されている。
高齢者等のための設備がある
手すりがある　高齢者などが住宅内でバランスをくずして転倒したりしないよう安全に生
活するために手すりが設置されている場合。手すりがある場合の設置場所は次の区分され
ているe　（玄関　トイレ浴室脱衣所廊下階段居住室その他）
またぎやすい高さの浴槽　浴槽のまたぎ込みの高さ（洗い場から浴槽の縁までの高さ）が
高齢者や身体障害者などに配慮されている場合。なお、高齢者の場盒は，約30～50cmを
またぎやすい高さとされている。
廊下などの幅が車椅子で通行可能　廊下や部屋の入ロの幅が約80cm以上ある場合
段差のない屋内　高齢者などが屋内で段差につまずいて転倒したりしないよう設計されて
いる場合。なお、玄関の「上がりかまち」や階段は、ここでいう段差に含まれていない。
道路から玄関まで車椅子で通行可能　敷地に接している道路から玄関ロまでに、高低差や
障害物などがなく、車椅子で介助を必要とぜず通れる場合。なお、高低差等がある場合で
も、ゆるやかな傾舗路（スロープ）などが設置され、車椅子で通れる場合はここに含めら
れている。
高齢者等のための設備はない
住宅の防火設備状況
　住宅の防火設備を次のとおりである。
自動火災感知設備　火災の発生を熱、煙又は炎によって自動的に感知し、火災信号又は火
災情報信号を消火設備等に発信する設備や、警報等を発する設備（市販されている簡易な
設備を含む）。ただし、共同住宅などで、各住宅の中ではなく共用部分のみに設置されてい
る設備は含められていない。
自動消火設備　スプリンクラー等のことで、火災感知設備によって発ぜられた火災信号又
は火災情報信号を受けて，自動的に作動する設備。ただし、共同住宅などで、各住宅の中
ではなく共用部分のみに設置されている設備は含められていないe
省エネルギー設備等
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　省エネルギー設備を次のとおりである。
太陽熱を利用した温水機器等　水を屋根の上に引き上げて太陽の熱で温め、そのお湯を浴
室や台所の給湯に利用するシステムのほか、太陽の日差しで暖められた屋根裏の空気をフ
ァンで床下に流して住宅全体を暖房するシスチム
太陽光を利用した発電機器　屋根の上に乗せた集光板によって太陽光を集め、これを電力
に換えて用いる機器
二重サッシ又は複層ガラスの窓
二重サッシ　外窓と内窓が二重（又は三重）構造となった窓（内側が障子の場合は含めら
れていないe）
複層ガラスの窓　複数枚のガラスを組み合わせ、すき間に空気層を作ることによって断熱
効果をもたせた窓。なお、これらのガラス窓の有無について，次のとおり区分されている、
（すべての窓にあり、一部の窓にあり、なし）
駐車スペースの状況
　自動車を所有している世帯の駐車スペースについて，次のとおり区分されている。
敷地内にあり　団地などの共同住宅で，団地全体の敷地内にある場合も含む。
敷地外にあり
要修理住宅の割合
　住宅の主要な構造部分（壁・柱・床・はり・屋根等）やその他の部分の腐朽・破損の程
度により、調査単位区内における要修理住宅数の割合によって区分されている。
持ち家の購入・新築・建て替えなどの別
　「持ち家」について、現在住んでいる住宅の取得方法を次のとおり区分されている。
新築の住宅を購入
公団・公社など　「都市基盤整備公団」、都道府県や市区町村の「住宅供給公社」、「住宅協
会」、「開発公社」などから、新築の建て売り住宅又は分譲住宅を買った場合
民間　民間の土地建物業者などから、新築の建て売り住宅又は分譲住宅を買った場合
中古住宅を購入　他の世帯が住んでいた住宅を買った場合eなお、借りていた住宅を買っ
た場合もここに含められている。
新築（建て替えを除く）　上記の「新築の住宅を購入」及び「建て替え」以外の場合で、
新しく住宅（持ち家）を建てた場合又は以前あった住宅以外の建物や施設を取り壊してそ
こに新しく住宅（持ち家）を建てた場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
建て替え　以前あった持ち家を壊して同じ敷地の中に新しく住宅（持ち家）を建てた場合
相続・贈与　相続や贈与によって住宅を取得した場合
その他　上記以外で、例えば、住宅以外の建物を住宅に改造した場合など
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持ち家の増改築
　持ち家」について，平成t1年1月以降にその世帯が使用するために増改築（建て替え
及び新築を除く。）を行ったか否かを調査しr7行った場合には増改築の部分（居住室台所，
トイレ，浴室，その他）を，居住室を増改築した場合には，それにより増加した居住室の
畳数を調査されている。
増改築した　①居住室の畳数が増加した、②居住室の畳数は増加しない（居住室以外の増改
築を含む。）
増改築しない（増改築の部分）居住室を増改築した、台所を増改築した、トイレを増改築
した、浴室を増改築した、その他の場所を増改築した。なお、店舗・事務所など営業用
部分だけの増改築をした場合や間貸しなど他の世帯に使用させるために増築又は改築をし
た場合は「増改築していない」である。また、離れを建てた場合及び廊下や押し入れなど
を居住室に改造し住宅全体の床面積が増加しない場合でも「増改築した」となっている。
高齢者等のための設備の工事
　「持ち家」について、平成11年1月以降、高齢者等のための設備の工事を行ったか否
かを調査した。　現在、その世帯に高齢者がいなくても、将来を見越して工事した場合も
含めた。区分は次のとおりである。
高齢者のための工事をした　階段や廊下の手すりの設置、階段や廊下に手すりを設置する
工事、屋内の段差の解消、居住室と廊下の段差にスロープを設置する工事を行うなど、屋
内の段差をなくす工事、浴室の工事、埋め込み式浴槽への変更や浴室内の手すりの設置な
どの工事、トイレの工事、和式トイレから洋式トイレへの変更，温水洗浄便座の設置など
の工事、その他上記以外の工事
高齢者等のための工事はしていない
住宅の耐震工事状況
　「持ち家」について、平成11年1月以降、住宅の耐震工事を行ったか否かを調査され
た．建て替え、新築、購入又は増改築の際に、世帯の意思で住宅の耐震工事をした場合も
含めた。区分は次のとおりである。
耐震工事をした
壁の新設・補強　横揺れに対抗するため、窓などを塞いで壁を設けるなどの工事
筋かいの設置　横揺れに対抗するため、柱と柱の間に筋かい（地震の水平力に抵抗するた
めに設けられる斜め材）を設置する工事
基礎の補強　玉石基礎をコンクリート造の基礎にしたり、鉄筋の入っていない基礎に鉄筋
を加えて補強するなどの工事
金具による補強　柱とはり、柱と土台などに金具を取り付けることにより、揺れの減少や
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柱などの構造部材の脱落、ずれなどを防止するための工事
その他　上記以外で、腐ったり、シロアリなどの被害のあった部材の交換や、屋根ふき材
を重いかわらから軽い金属板などに交換し、建物の重量を軽くするなどの工事
耐震工事はしていない
敷地の所有の関係
　その住宅の敷地の所有の関係を次のとおり区分したe
　　　　　　　　　　　　　　所有地　　　　　　　　　　　　［
　　　　　　　　　　　　　　馳τ毫麟灘ど
　　　　　　　　　　　　　　その他
所有地　居住している住居の敷地をその世帯の世帯員が所有している場合で，登記がまだ
済んでいない場合やローンなどの支払いが完了していない場合も含めた。また、親の名義
の土地に住んでいて地代を支払っていない場合や共同住宅あるいは長屋建の住宅で、その
建物の敷地が各住宅に居住している世帯との共同所有（区分所有）になっている場合も「所
有地」となる。
借地　居住している住居の敷地を、その世帯の世帯員以外の者が所袴している場合をいう。
親の名義の土地に住んでいても地代を支払っている場合はr借地」となる。
一般の借地権　次の「定期借地権など」に該当しないすべての借地権
定期借地権など　次のいずれかに該当するもの
①借地の契約期間が50年以上で、契約の更新を行わないこと、契約終了後に借地上の住
宅（建物）を地主に買い取ってもらうことを請求できない旨の特約がある借地権《定期借
地re＞＞
②　借地の契約期間が30年以上で、30年以上経過後に借地上の住宅（建物）を地主に貿
い取ってもらうことにより借地権を消滅させる旨の特約がある借地権《建物譲渡特約付借
地権＞＞
その他　アパートや一戸建・長屋建の借家に住んでいて、その敷地について所有権又は借
地権のいずれもない場合
敷地面積
　敷地の所有の関係が「所有地」、r借地」の住宅及び「一戸建・長屋建」の住宅について、
敷地面積を調査した。敷地面積は、登記の有無、登記上の地目（宅地、田、畑などの区分）
や登記上の土地の区分（一筆）に関係なく、その住宅及び附属建物の敷地となっている土
地の面積のことである。工場、事務所などと同じ構内に住宅がある場合には、工場，事務
所などの敷地を除いた面積としたe農家などの場合、囲いの中にある附属建物（作業所、
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畜舎など）の部分の敷地は含めたが，畑などに使っている部分は、登記上の地目に関係な
く除いた。マンションなどの共同住宅や長屋建の住宅の場合は、棟の敷地面積ではなく、
各住宅の敷地相当分（区分所膏分）の面積である。
敷地取得の相手方
　「所有地」及びr借地」について，敷地を買ったり，借りたりした相手方を次のとおり
区分されている。
国・都道府県・市区町村　国・都道府県・市区町村の所有するニヒ地を買ったり，借りたり
した場合
公団・公社など　「都市基盤整備公団」、都道府県や市区町村の「住宅供給公粧」、r住宅協
会」、「開発公社」、「開発協会」などの所有する土地を買ったり、借りたりした場合
会社などの法人　会社などの法人の所有する土地を買ったり，借りたりした場合
個人　個人の所有する土地を買ったり．借りたりした場合
相続・贈与　相続や贈与によって土地を取得した場合
その他上記以外で、例えば、±地の等価交換や法人以外の団体から、二L地を買ったり、
借りたりした場合
敷地の取得時期
　その敷地を買ったり、借りたり、譲り受けたり、相続した時期をいう。なお、借りてい
た土地を買った場合は、買った時期をいう。
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髄
　建築動態統計調査は次の統計調査からなっており、全国の建築物の動態を明らかにし、
建築及び住宅に関する基礎資料を得ることを目的とする。
①建築着工統計調査
・i建築物着工統言十
・住宅蓄工統計
・補正調査
②建築物滅失統計調査
・建築物除却統計
・建築物災害統計
建築物着工統計
全国における建築物の着工状況（建築物の数、床面積の合計、工事費予定額）を建築主、
構造、用途等に分類して把握する。
住宅着工統計
着工理築物のうち、住宅の着工状況（戸数、床面積の合計）を構造、建て方、利用関係、
資金等に分類して把握する。
補正調査
建築物の竣工時に実際にかかった費用（工事実施額）を実地に調査し、着工時における工
事費予定額との乖離を明らかにする。
建築物除却統計
全国の建築物のうち老朽、増改築等により除却される建築物の状況（建築物の数、戸数、
床面積の合計、建築物の評価額）を用途、構造等に分類して把握する。
建築‡勿災害統言十
全国の建築物のうち火災、風水災、震災等により失われた建築物の状況（建築物の数、戸
数、床面積の合計、建築物の損害見積額）を災害種別、用途、構造等に分類して把握する。
漣
　昭和5年に内務報告令が定められ、これにより市街地建築物法の適用区域内における建
築隼刎こついて統計調査を実施したのが現在の建築動態統計調査の始まりで、これが終戦時
まで継続した。戦後は昭和20年に建築調査令が、さらに昭和22年に臨時建築等制限規則
が定められ、築造許可届、割当資材、着工及び竣工に関する調査が実施された。その後、
着工される建築物及び住宅についての統計はその重要性から指定統計第32号（昭和25年
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3月2日統計委員会告示第8号）の指定を受け、昭和25年4月1日より統計法に基づき建
築動態統計調査規則（昭和25年建設省令第8号）が施行され、従来の統計方法を改善し、
信頼度が高められ統計内容の整備充実が図られた。また、同年11月22日に臨時建築等制
限規則が廃止され、同月23日より建築基準法が施行され、これに伴って従来の許可、届出
及び竣工統計が廃止され着工のみの統計となり、さらに統計内容が整備された。昭和26年
1月に新たに建築動態統計調査規則（昭和25年12月22日建設省令第44号）が施行さ
れ、届出統計として建築物滅失統計が加えられ、建築物の増減両面の統計調査の整備が図
られ今日に至っている。
調査の対象と範囲
　建築基準法第15条第1項では、建築主力健築物を建築しようとする場合又は、建築物の
除却の工事を施工する者が建築物を除却しようとする場合にはこれらの者は、それぞれそ
の旨を都道府県知事に届け出なければならないと定めており、また同条第2項では、建築
物が災害により滅失した場合には、市区町村長は都道府県知事にその旨の報告をしなけれ
ばならないと定めている。（ただし、いずれの場合も10　m2以下の建築物は対象から除外さ
れている。）建築動態統計は、これらの届出や報告をもとに都道府県の建築主事等が必要事
項を調査票に転記作成して国土交通省に送付する方法により行われているe
用語の定義
く工事別〉
新設
住宅の新築（旧敷地以外の敷地への移転を含むe）、増築又は改築によって住宅の戸が新た
に造られる工事をいうe
その他
住宅が増築又は改築されるときで、住宅の戸が新たに増加しない工事をいう。
〈新設住宅の資金〉
民間
民間資金のみで建てた住宅で、公営、公庫、公団、厚生年金、入植者、公務員及び公社等
以外の住宅
公営
公営住宅法に基づいて、国から補助を受けて建てた住宅及び住宅地区改良法により建てた
住宅（国及び都道府県から補助を受けて建てた住宅を含む。）
公庫
住宅金融公庫から融資を受けて建てた住宅（融資額の大小に関係なく一部でも公庫資金の
融資を受けて建てた場合を含む。）
公団
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都市基盤整備公団が分譲又は賃貸を目的として建てた住宅
その他
民間、公営、公庫、公団以外の住宅で、厚生年金の還元融資として都道府県から融資を受
けて建てた住宅。上記以外に国又は地方公共団体から補助又は融資を受けて建てた住宅。
国が国家公務員の住むため又は都道府県若しくは市区町村等の地方公共団体がその地方公
務員が住むために建てた住宅。政府関係機関（例えば日本道路公団、水資源開発公団その
他これに類するもの）がその職員のために建てた住宅及びその他の住宅
く建築工法〉
在来工法
プレハブ工法、枠組壁工法以外の工法をいう。
プレハブ工法
住宅の主要構造部の壁、柱、床、はり、屋根又は階段等の部材を機械的方法で大量に工場
生産し、現場において、これらの部材により組立建築を行うことをいう。
枠組壁工法
ツーバイフォー工法住宅をいう。
〈利用関係〉
持家
建築主が自分で居住する目的で建築するもの。
貸家
建築主が賃貸する目的で建築するもの。
給与住宅
会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するもの。
分譲住宅
建て売り又は分譲の目的で建築するもの。
〈住宅の種類〉
専用住宅
住宅に店舗、事務所、作業場等業務の用に供する部分がなく、専ら居住の目的だけのため
に建築するもの。
併用住宅
住宅内に店舗、事務所、作業場等業務の用に供する部分があって居住部分と機能的に結合
して戸をなしているもので、居住部分の床面積の合計力健築物の床面積の合計の20％以上
のもの。
その他の住宅
工場、学校、官公署、旅館、下宿、浴場、社寺等の建築物に附属し、これらと結合（1つ
の建築物（むね）又はむね続き。）している住宅とする。ただし、併用住宅と判別し難い場
合はその居住部分の床面積の合計が、その建築物の床面積の合計の20％未満のもの。
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〈建て方〉
一戸建
1つの建物が1住宅であるもの。
長屋建
2つ以上の住宅を1棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共通にし、それぞれ別々に外部
への出入ロを有しているもの。「テラスハウス」と呼ばれる住宅もここに含まれる。
共同住宅
1つの建築物（1棟）内に2戸以上の住宅があって、広間、廊下若しくは階段等の全部又
は一部を供用するもの。
調査項目と集計事項
①調査項目
工事別、新設住宅の資金、建築工法、利用関係、住宅の種類、建て方、住宅の戸数、住宅
の床面積の合計、除却住宅の戸数
②集計事項
資金別、利用関係別等について月次集計。
調査結果の公表
①月次
1ケ月後の月末
公表資料を国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課調査情報課で配布（無料、
部数限定）
・建築主別、利用関係別、資金別、構造別、建て方別の戸数と床面積の合計（全国）
・新設住宅の戸数と床面積の合計（都道府県別、地域別、都市圏別）
・新設住宅の利用関係別戸数（都道府県別、地域別、都市圏別）
翌月の1日発行の「月刊住宅着工統計」又は10日発行の「建設統計月報」に詳細結果を
掲載（発行：（財）建設物価調査会）、（問い合わぜ：03－3663－8761）
②年計
毎年1月末
公表資料を国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課で配布（無料、部数眼定）
・建築主別、利用関係別、資金別、構造別、建て方別の戸数と床面積の合計（全国）
3月10日発行の「建設統計月報」に一部詳細結果を掲載、
毎年9月頃発行の「建築統計年報」で詳細結果を掲載（発行：財）建設物価調査会）、（問
い合わせ：03－3663－876t）
③年度計
毎年4月末
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公表資料を国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課で配布（無料、部数限定）
別、構造別の床面積の合計と工事費予定額（全国）6月10日発行の「建設統計月報」に
一部詳細結果を掲載、毎年9月頃発行の「建築統計年報」で詳細結果を掲載（発行：（賦L
建設物価調査会）、（問い合わせ：03－3663－8761）
見方・使い方
　建築基準法第15条第d項の規定に基づき、建築主から都道府県知事に提出された建築
工事の届出のうち住宅部分について集計したもので、新設住宅着工戸数、着工床面積を把
握できるなど住宅建設のフローに関する基礎的データで、住宅投資の動きを見るための代
表的な指標となるものである。床面積も公表されるので、住宅の規模水準の推移が読みと
れる。景気変動との関連においては、新設住宅着工の動きが景気変動に対し先行性がある
とされており、戸数や床面積の動きが景気動向指数の先行系列として利用されてもいる。
全国の住宅着工の動向について調査対象の翌月末には集計結果の概要が公表されることか
ら、悉皆調査としては極めて高い速報性がある。
利用上の注意
　建築基準法で届出義務のない床面積10rrf以下の建築物については、この統計に含まれ
ていない。戸数の原数の前年比のほか、季節調整済前月比をみることが必要であるが、特
に季節調整済年率換算戸数は、年間着工戸数との対比が容易なので便利な指標である。
新設住宅着工戸数は、世帯数、人ロの移動状況、住宅ストックの老朽・狭小度及び居住水
準等の基礎的な要因と、その時厘の経済情勢、建築費、地価、所得及び住宅金融の動向等
の経済的要因にも大きく影響されることから、これらの状況を併せてみる必要がある。
「戸」とは、居室、台所など独立して居住できるように設備された一棟又は区画されたそ
の一部をいう。従って、アパートやマンションは、一棟一戸ではなく、一棟の中にいくつ
かの「戸」が存在することになる。マンションの定義は、鉄骨、鉄筋造の共同住宅で分譲
されるものがほほ該当するため、この統計では、利用関係別（分譲住宅）で構造別（鉄骨
鉄筋コンクリート十鉄筋コンクリー一一ト十鉄骨）十建て方別（共同住宅）の総計をマンショ
ン建築戸数として公表している。なお、分譲マンションのストック（竣工ベース）につい
ては、本統計を基に住宅局民間住宅課で推計（着工ベースから工期を考慮し、年間の竣工
戸数を推計し、累積）している。
　節変動修正済、
　統計数値そのものを何年分か月別に並べてみると、ある月が常に高いとか低いというこ
とがある。これは季節的な変動によるもので、この変動要因を取り除く方法として移動平
均を取る方法がある。例えばその月を中心に1年分の平均を取って「季節調整値」を求め
る方法である（12ヶ月移動平均）。ただ、この方法だと、ある月が異常値の場合、その付
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近の移動平均値は大きな影響を受けたり、ピークやボトムが不明確になってしまうことが
あり、これを是正する方法としてセンサス法（米のセンサス局の開発）やEPA法（経済
企画庁の開発）などがあるeこれらの方法では異常値があった場合これを認定して平均的
な値に置き換えるとか、その月を中心に高いウエイトを採用するなどで対処する。
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調査の目的及び沿革
　国勢調査は、我が国の人ロの状況を明らかにするため、大正9年以来ほぼ5年ごとに行
われており、平成17年国勢調査はその18回目に当たる，国勢調査は、大正9年を初め
とする10年ごとの大規模調査と，その中間年の簡易調査とに大別され、今回の平成17年
国勢調査は簡易調査である。なお、大規模調査と簡易調査の差異は、主として調査事項の
数にある。その内容をみると，戦前は，大規模調査（大正9年，昭和5年，15年）の調
査事項としては男女，年齢，配偶関係等の人ロの基本的属性及び産業，職業等の経済的属
性であり，簡易調査（大正14年，昭和to年）の調査事項としては人ロの基本的属性のみ
に限られていた。戦後は．国勢調査結果に対する需要が高まったことから調査事項の充実
が図られ，大規模調査（昭和25年，35年，45年，55年，平成2年，12年）の調査
事項には人ロの基本的属性及び経済的属性のほか住宅，人ロ移動，教育に関する事項が加
えられ，簡易調査（昭和30年，40年，50年60年，平成7年，17年）の調査事項
には人ロの基本的属性のほか経済的属性及び住宅に関する事項が加えられている。
　なお，沖縄県は，昭和47年5月151ヨに我が国に復帰し，昭和50年の国勢調査から
調査地域となったが，復帰前の沖縄県においても，琉球列島軍政本部又は琉球政府によっ
て5回の国勢調査が実施されている。
調査の時期
　平成17年国勢調査は，平成17年10月Ilヨ午前零時（以下「調査時」という。）現在
によって行われた。
調査の法的根拠
　平成17年国勢調査は，統計法（昭和22年法律第18号）第4条第2項の規定並びに
次の政令及び総理府令に基づいて行われた。
①国勢調査令（昭和55年政令第98号）
②国勢調査施行規則（昭和55年総理府令第21号）
③国勢調査の調査区の設定の基準等に関する総理府令（昭和59年総理府令第24号）
調査の地域
　平成d7年国勢調査は，我が国の地域のうち，国勢調査施行規則第1条に規定する次の
島を除く地域において行われた。
①歯舞群島色丹島，国後島及び択捉島
②島根県隠岐郡隠岐の島町にあるta島
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調査の対象
　平成17年国勢調査は，調査時において，本邦内に常住している者について行った。ここ
で「常住している者」とは，当該住居に3か月以上にわたって住んでいるか．又は住むこ
とになっている者をU，い，3か月以上にわたって住んでいる住居又は住むことになってい
る住居のない者は，調査時現在居た場所に「常住している者」とみなした。ただし，次の
者については，それぞれ次に述べる場所に「常住している者」とみなしてその場所で調査
した。
　学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定する学校，第82条の2に規定す
る専修学校又は第83条第1項に規定する各種学校に在学している者で，通学のために寄
宿舎，下宿その他これらに類する宿泊施設に宿泊している者は．その宿泊している施設病
院又は療養所に引き続き3か月以上入院し．又は入所している者はその入院先，それ以外
の者は3か月以上入院の見込みの有無にかかわらず自宅船舶（自衛隊の使用する船舶を除
く。）に乗り絹んでいる者で陸上に生活の本拠を有する者はその住所，陸上に生活の本拠の
無い者はその船舶なお，後者の場合は，日本の船舶のみを調査の対象とし，調査時に本邦
の港に停泊している船舶のほか，調査時前に本邦の港を出港し．途中外国の港に寄港せず
調査時後5B以内に本邦の港に入港した船舶について調査した。自衛隊の営舎内又は自衛
隊の使用する船舶内の居住者は，その営舎又は当該船舶が籍を置く地方総監部（基地隊に
配属されている船舶については，その基地隊本部）の所在する場所刑務所，少年刑務所又
は拘置所に収容されている者のうち，死刑の確定した者及び受刑者並びに少年院又は婦人
補導院の在院者は，その刑務所．少年刑務所，拘置所，少年院又は婦人補導院本邦内に常
住している港は．外国人を含めてすべて調査の対象としたが，次の者は調査から除外した。
①外国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員を含む。）及びその家族
②外国軍隊の軍人・軍属及びその家族
調査事項
　平成17年国勢調査では，次に掲げる事項について調査した。
①世帯員に関する事項
　　・氏名
　　・男女の別
　　・出生の年月
　　・世帯主との続き柄
　　・配偶の関係
　　・国籍
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・就業状態
・就業時間
・所属の事業所の名称及び事業の種類
・仕事の種類
・従業上の地位
・従業地又は通学地
②世帯に関する事項
　　・世帯の種類
　　・世帯員の数
　　・住居の種類
　　・住宅の床面積
　　・住宅の建て方
調査の方法
　平成17年国勢調査は，総務省統計局一都道府県一市町村一国勢調査指導員一国勢調
査員の流れにより行った。調査の実施に先立ち，平成17年国勢調査調査区を設定し，調査
区の境界を示す地図を作成した。調査区は，原則として1調査区におおむね50世帯が含
まれるように設定されている。なお，調査区は，平成2年国勢調査より恒久的な単位区域
として設定されている基本単位区を基に構成されている。
　平成17年国勢調査は，総務大臣により任命された約83万人の国勢調査員が調査票を世
帯ごとに配布し，取集する方法により行った。また，調査票は，調査の事項について世帯
が記入した。なお，調査に用いられた調査票は，直接，光学式文字読取装置で読み取りが
できるもので，1枚に4名分記入できる連記票である。ただし，世帯員の不在等の事由に
より，前述の方法による調査ができなかった世帯については，国勢調査員が，当該世帯に
ついて「氏名」，「男女の別」及び「世帯員の数」の3項目に限って．その近隣の者に質問
することにより調査した。
集計の方法
　国に集められた調査票は，データ入力，産業分類符号などの格付をした後，調査票の欠
測値や記入内容の矛盾などについて検査し，必要な補足訂正を行った上で結果表として集
計した。
集計結果の公表と報告書
　集計は，下記の集計区分により行い，結果の公表は，総務省統計局が結果原表を閲覧に
供する方法等により行う。以下に，公表等の日程を示す。
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①要計表による人ロ集計
　要計表による人ロ集計は．都道府県及び市区町村で作成した要計表に基づいて全国，都
道府県，市区町村別の人ロ及び世帯数を集計するものT，平成17年国勢調査の結果として
最初に公表するeこの集計結果1よ平成17年12月27日に公表U，同1ヨ付けの官報に公
示（総務省告示第1380号）するとともに「速報シリーズNo．1　全国・都道府県・市区
町村別人口（要計表による人ロ）」として平成18年1月に刊行した。
②抽出速報集計
　抽出速報集計は，平成17年国勢調査の全国及び都道府県別結果の早期利用を図るた鳳
一定の方法により全世帯の約100分の1の調査票を抽出V．主要な事項について集計す
るものである。この集計結果は，平成18年6月30日に公表U，主な結果を収録した報
告書を「速報シリーズNo2抽出速報集計結果」として刊行した。
③抽出速報集計
　第1次基本集計は，人ロの男女・年齢・配偶関係別構成に関する結果，世帯及び住居に
関する結果並びに高齢世帯等に関する結果を全国，都道府県，市区町村別に集計するもの
であるeこの集計結果のうち，都道府県，市区町村別の結果について1よ平成18年10月
までに都道府県を単位として順次公表し，主な結果を収録した報告書を「第2巻　人ロの
男女・年齢・配偶関係，世帯の構成・住居の状態　その2　都道府県・市区町村編」（47
分冊）として刊行した。また，全国の結果については，平成t8年io月に公表し，主な結
果を収録した報告書を「第2巻　人ロの男女・年齢・配偶関係，世帯の構成・住居の状態
その1全国編」として刊行したeなお，全国，都道府県，市区町村，人ロ集中地区別の人
ロ及び面積に関する統計表を従前の結果と併せて収録した報告書である「第i巻　人口総
数」を平成19年2月に刊行した。
④第2次基本集計
　第2次基本集計は，人ロの労働力状態別構成及び就業者の産業（大分類）別構成等に関
する結果を全国，都道府県，市区町村別に集計するものである。この集計結果のうち，都
道府県，市区町村別の結果については，平成19年1月までに都道府県を単位として順次
公表し，主な結果を収録した報告書を「第3巻人ロの労働力状態，就業者の産業（大分類），
その2都道府県・市区町村編」（47分冊）として刊行した。また，全国の結果については，
平成19年1月に公表し，主な結果を収録した報告書を「第3巻　人口の労働力状態，就
業者の産業（大分類）．そのi　全国編」として刊行した。
⑤第3次基本集計
　第3次基本集計は，就業者の職業（大分類）別構成及び母子世帯・父子世帯数等に関す
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る結果を全国，都道府県，市区町村別に集計するものである。この集計結果のうち，都道
瘤県，市区町村別の結果についてIEI，平成19年12月までに都道府県を単位として順次公
表し，主な結果を収録した報告書を「第4巻就業者の職業（大分類），世帯の型その2
都道府県・市区町村編」（47分冊）として刊行した。また，全国の結果については，平成
19年12月に公表し，主な結果を収録した報告書を「第4巻　就業者の職業（大分類），
世帯の型　その1　全国編」として刊行した，
⑥抽出詳細集計
　抽出詳細集計は，一定の方法により一部の世帯の調査票を抽出しtt就業者の産業・職業
（小分類）等に関する詳細な結果を，全国，都道府県，市区町村別に集計するものである。
この集計結果のうち，都道府県，市区町村別の結果については．平成20年12月までに都
道府県を単位として順次公表し，追って主な結果を収録した報告書を「第5巻就業者の産
業（小分類）・職業（小分類）（抽出集計）その2　都道府県・市区町村編」（47分冊）と
して刊行する。また，全国の結果については，平成20年12月に公表し，主な結果を収録
した報告書を「第5巻就業者の産業（小分類）・職業（小分類）（抽出集計）その1全国
編」として刊行する。
⑦従業地・通学地集計
　従業地・通学地集計は，従業地・通学地による人ロ（「昼間人ロ」）の構成や常住地の市
区町村と従業地・通学地の市区町村との関係などの結果を集計するものである。なお，従
業地・通学地集計は．上記第1次・第2次基本集計，第3次基本集計及び抽出詳細集計の
各々に対応して，次の3段階に分けて集計される。
従業地・通学地集計（第i次・第2次基本集計に対応）
従業地・通学地による人ロの構成及び従業地による就業者の産業（大分類）別構成に関す
る結果を集計するものである。この集計結果は，平成19年3月に公表し，主な結果を収
録した報告書を「第6巻その1　従業地・通学地による人ロー人ロの男女・年齢，就業者の
産業（大分類）第1部　全国編」及び「第6巻その1　従業地・通学地による人ロー人ロの
男女・年齢，就業者の産業（大分類）第2部　都道府県・市区町村編」（47分冊）として
刊行した。
従業地・逼学地集計（第3次基本集計に対応）
従業地による就業者の職業（大分類）別構成に関する結果を集計するものである。この集
計結果は，平成20年4月に公表し，追って主な結果を収録した報告書を「第6巻その2
従業地・通学地による人ロー就業者の職業（大分類）」（6分冊）として刊行する。
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従業地・通学地集計（抽出詳細集計に対応）
従業地による就業者の産業・職業（中分類）に関する詳細な結果を集計するものである。
この集計結果は，平成20年12月に公表し，追って主な結果を収録した報告書を「第6
巻その3　従業地・通学地による人ロー就業者の産業（中分類）・職業（中分類）（抽出集計）」
（6分冊）として刊行する。
⑧小地域集計
　小地域集計は，各市区町村について，第1次基本集計，第2次基本集計，第3次基本集
計，従業地・通学地集計に係る集計事項のうち基本的なものを町丁・字等（又は基本単位
区）別に集計するものである。i二の集計結果1よそれぞれの基本集計結果の公表後約3ヶ
月後に都道府県を単位として公表したe
人ロ減少社会における住宅寿命と住宅需給に関する研究
2f7
第5章　結i鏡
人o
　国勢調査における人ロは「常住人ロ」であり，常住人ロとは調査時に調査の地域に常住
している者をいう。「常住している者」については．平成17年国勢調査の概要「調査の対
象」を参照されたい。
面積
　本報告書等に掲載し．また人ロ密度の算出に用いた全国・都道府県・郡支庁・市区町村
別面積は，国土交通省国土地理院（以下「国土地理院」という。）が公表した平成17年10
月1日現在の「平成17年全国都道府県市区町村別面積調」によっている。ただし，国土
地理院が公表した市区町村別面積には，その一部に，①市区町村の境界に変更等があって
も国土地理院の調査が未了のため変更以前の面積が表示されているもの，②境界未定のた
め関係市区町村の合計面積のみが表示されているものがある。これらについては，国勢調
査結果の利用者の便宜を図るため，総務省統計局において面積を推定し，その旨を注記し
た。したがって，これらの市区町村別面積は，国土地理院が公表する面積とは一致しない
ことがあるので，利用の際には注意されたい。なお，人［］集中地区の面積は，総務省統計
局において測定したものである。ただし，全域が人ロ集中地区となる市区町村の面積は，
上記の「全国都道府県市区町村別面積調」によっている。
年齢
　年齢は，平成t7年9月30日現在による満年齢である。な戯平成17年10月i日
午前零時に生まれた人は，0歳とした。
1ヨ本人
　日本国籍を持つ人をいう。したがって，日本と日本以外の国の両方の国籍を持つ人も日
本人としている。
配偶関係
　配偶関係1よ届出の有無にかかわらず，実際の状態により，次の通り区分した。
未婚 まだ結婚をしたことのない人
有配偶　届出の有無に関係なく，妻又は夫のある人
死別
離別
妻又は夫と死別して独身の人
妻又は夫と離別して独身の人
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世帯の種類
　世帯を次のとおり「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分した。一般世帯とは，次のも
のをいう。
・住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者ただし，こ
　れらの世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人については，人数に関係なく雇主の
　世帯に含めた。
・上記の世帯と住居を共にし，別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに
　下宿している単身者
・会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎，独身寮などに居住している単身者
　施設等の世帯とは，次のものをいう。なお，世帯の単位は，原則として下記の①，②及
び③は棟ごと，④はqコ隊又は艦船ごと，⑤は建物ごと，⑥は一人一人である。
表5－－10施設等の世帯
① 寮・寄宿舎の
w生・生徒
学校の寮・寄宿舎で起居を共にしも通学している学生・生徒の
Wまり
② 病院・療養所
ﾌ入院者
病院・療養所などに、既に3か月以上入院している入院患者の
Wまり
③ 社会施設の
?且ﾒ
老人ホーム．児童保護施設などの入所者の集まり
④ 自衛隊営舎内
緒Z者
自衛隊の営舎内又は艦船内の居住者の集まり
⑤ 矯正施設の
?且ﾒ
刑務所及び拘置所の被収容者並びに少年院及び婦人補導院の
ﾝ院者の集まり
⑥ その他 定まった住居を持たない単身者や陸上に生活の本拠（住所）を
Lしない船舶乗組員など
世帯人員及び親族人員
　世帯人員と19，世帯を構成する各人（世帯員）を合わせた数をいう。親族人員とは，世
帯主及び世帯主と親族関係にある世帯員を合わせた数をいう。な獄養子，養父母なども，
子，父母と同様にみなして親族とした。
世帯の家族類型
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　一般世帯を，その世帯員の世帯主との続き柄により，次のとおり区分した。
親族世帯
＝人以上の世帯員から成る世帯のうち，世帯主と親族関係にある世帯員のいる世帯、なお、
その世帯に同居する非親族（住み込みの従業員，家事手伝いなど）がいる場合もこれに含
まれる。例えば「夫婦のみの世帯」という場合には，夫婦＝人のみの世帯のほか，夫婦と
住み込みの家事手伝いからなる世帯も含まれている。
非親族世帯
二人以上の世帯員から成る世帯のうち，世帯主と親族関係にある者がいない世帯
単独世帯
世帯人員が一人の世帯
また．親族世帯をその親族の中で原則として最も若い世代の夫婦とその他の親族世帯員と
の関係によって，次のとおり区分した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
⑦核家族世帯
　　・夫婦のみの世帯
　　・夫婦と子供から成る世帯
　　・男親と子供から成る世帯
　　・女親と子供から成る世帯
②その他の親族世帯
　　・夫婦と両親から成る世帯（夫婦と夫の親から成る世帯、夫婦と妻の親から成る世帯）
　　・夫婦とひとり親から成る世帯（夫婦と夫の親から成る世帯、夫婦と妻の親から成る
　　　世帯）
　　・夫婦，子供と両親から成る世帯（夫婦，子供と夫の親から成る世帯、夫婦，子供と
　　　妻の親から成る世帯）
　　・夫婦，子供とひとり親から成る世帯（夫婦，子供と夫の親から成る世帯、夫婦，子
　　　供と妻の親から成る世帯）
　　・夫婦と他の親族（親，子供を含まない。）から成る世帯
　　・夫婦，子供と他の親族（親を含まない。）から成る世帯
　　・夫婦，親と他の親族（子供を含まない。）から成る世帯（夫婦，夫の親と他の親族
　　　から成る世帯、夫婦，妻の親と他の親族から成る世帯）
　　・夫婦，子供．親と他の親族から成る世帯（夫婦，子供，夫の親と他の親族から成る
　　　撹帯、夫婦，子供，妻のi親と他の親族から成る世帯）
　　・兄弟姉妹のみから成る世帯
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　　・他に分類されない親族世帯
外国人のいる世帯の家族類型
　外国人のいる世帯を，次のとおり区分した。
①日本人親族がいない世帯一親族世帯員が外国人のみの世帯。なお，その世帯に同居する
　　H本人の非親族（営業使用人，家事使用人など）がいる場合も含まれる。うち外国人の
　みの世帯
　　・核家族世帯うち夫婦のみの世帯
　　・その他の親族世帯
　　・非親族世帯
　　・単独世帯
②外国人親族と日本人親族がいる世帯外国人の親族世帯員と日本人の親族世帯員がいる
　　世帯
　　・核家族世帯うち夫婦のみの世帯
　　・その他の親族世帯
③外国人親族がいない世帯一親族世帯員がB本人のみの世帯で．その世帯に同居する外国
　　人の非親族（営業使用人，家事使用人など）がいる世帯
母子世帯・父子世帯
　母子世帯と1よ未婚，死別又は離別の女親と，その未婚の20歳未満の子供のみから成る
一般世帯（他の世帯員がいないもの）をいう。父子世帯とは，未婚，死別又は離別の男親
と，その未婚の20歳未満の子供のみから成る一般世帯（他の世帯員がいないもの）をいう。
高齢単身世帯・高齢夫婦世帯
　高齢単身世帯とは，65歳以上の者一人のみの一般世帯（他の世帯員がいないもの）をい
う。高齢夫婦世帯とは，夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦1組の一般世帯（他の世帯員
がいないもの）をいう。
3世代世帯
　3世代世帯とは，世帯主との続き柄が，祖父母，世帯主の父母（又は世帯主の配偶者の
父母），世帯主（又は世帯主の配偶者），子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち，3
つ以上の世代が同居していることが判定可能な世帯をいい，それ以外の世帯員がいるか否
かは問わない。したがって，4世代以上が住んでいる場合も含まれる。また，世帯主の父
母，世帯主，孫のように，子（中間の世代）がいない場合も含まれる。一方，叔父，世帯
主，子のように，傍系の3世代世帯は含まれない。
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住居の種類
　一般世帯について，住居を，次のとおり区分した。
表5－11　一般世帯の区分
　一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる永続性のある建物（完全
に区画された建物の一部を含むe）
　一戸建ての住宅はもちろん，アパート，長屋などのように家庭生活を営むこ
とができるような構造になっている場合は，各区画ごとに一戸の住宅となる。
なお，店舗や作業所付きの住宅もこれに含まれる。
　寄宿舎・寮など生計を共にしない単身者の集まりを居住させるための建物や，
病院・学校・旅館・会社・工場・事務所などの居住用でない建物
　なお，仮小屋・天幕小屋など臨時応急的に造られた住居などもこれに含まれ
る。
住宅の湧有の濁係
　住宅に居住する一般世帯について，住宅の所有の関係を，次のとおり区分した。
主逡帯
燗借窃以灘の以下の5区分に居住する世帯
持ち家
穆注する注宅がその世帯の莇有である場合。なお，所壱する住宅は，登記の有無を問わな
雛eまた．分割払いの分譲住宅などで支払いが完了していない場合も含まれる。
盆営の肇家
その獲帯の借燈てtlる住宅が都道府県営又は市｛区｝窃村営の賃貸住宅やアパートであって，
かつ総ξ薩宅でない場合
馨毒機携・公舷｛z｝麸嫁
その婁馨の港馨て擁る建宅が都毒再生機構又は都道府県・市区町村の住宅供給公社・住宅
霧会・麗発餐蒼などの賃貸住宅やアパートであって，かつ給与住宅でない場合。な戯こ
霧鐸義蓬罵・鮨力麗発機携の雇溺｛是進住宅（移転就職者需宿舎）も含まれる。
甕嚢勇逡家
そ勇婁馨鰯蕃蓼て鯖る建宅力鍾盆蛍の｛巷家」， ギ都市機構・公社の借家」及びr給与住宅」
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でない場合e
給与住宅
勤務先の会社・官公庁・団体などの所有又は管理する住宅に，職務の都合上又は給与の一
部として居住している場合eなお，この場合，家賃の支払いの有無を問わないeまた，勤
務先の会社又は雇主が借りている一般の住宅に住んでいる場合も含まれる。
間借り
他の世帯が住んでいる住宅（持ち家．公営の借家，都市機構・公社の借家，民営の借家，
給与住宅）の一部を借りて住んでいる場合。
延べ面積
　延べ面積とは，各居住室（居間，茶の間，寝室，客間，書斎，応接間，仏間，食事室な
ど居住用の室）の床面積のほか，その住宅に含まれる玄関・台所・廊下・便所・浴室・押
し入れなども含めた床面積の合計をいう。ただし，農家の土間や店舗併用住宅の店・事務
室など営業用の部分は延べ面積には含まれない。また，アパートやマンションなどの共同
住宅の場合は，共同で使用している廊下・階段など共用部分は，延べ面積には含まれない。
なお，坪単位で記入されたものについては1坪を3．3　m2に換算した。
住宅の建て方
　各世帯が居住する住宅を，その建て方について．次のとおり区分した。このうち共同住
宅については，その建物の階数を「1・2階建」，「3～5階建」，「6～10階建」，「11～
14階建」，「1S階建以」二」の五つに区分し，また，世帯が住んでいる階によりF4・2階」，
「3～5階」，「6～10階」，「11～14階」，「15階以上」の五つに区分している。
一戸建
1建物が1住宅であるもの。なお，店舗併用住宅の場合でも，1建物がi住宅であればこ
こに含まれる。
長屋建
二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので，各住宅が壁を共通にし，それぞれ別々に外部
への出入ロをもっているもの。なお，いわゆる「テラス・ハウス」も含まれる。
共同住宅
一棟の中に＝つ以上の住宅があるもので，廊下・階段などを共用しているものや二つ以上
の住宅を重ねて建てたもの。なお，階下が商店で，2階以上に二つ以上の住宅がある，い
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わゆる「げたばき住宅」も含まれる。
その他
上記以外で，例えば，工場や事務所などの一部に住宅がある場合や，寄宿舎・独身寮，ホ
テル，病院などの住宅以外の建物の場合。
人ロ集中地区
　昭和28年の町村合併促進法及び昭和31年の新市町村建設促進法による町村合併や新市
の創設などにより市部地域が拡大され，市部・郡部別の地域表章が必ずしも都市的地域と
農村的地域の特質を明瞭に示さなくなったため，この都市的地域の特質を明らかにする統
計上の地域単位として，昭和35年国勢調査から新たに人ロ集qコ地区を設定した。平成17
年国勢調査の「人ロ集中地区」は，以下の3点を条件として設定した。
①平成17年国勢調査基本単位区を基礎単位地域とする。
②市区町村の境域内で人ロ密度の高い基本単位区（原則として人ロ密度がlkr㎡当たり
　4，0∞人以上）が隣接していること。
③それらの地域の人ロが平成17年国勢調査時に5，∞0人以上を有すること。
　なお，個別の人ロ集中地区の中には，人ロ密度が1k㎡当たり4，000人に満たないものがあ
るがこれは人O集中地区が都市地域を表すという観点から，人ロ集中地区に常住人ロの少な
い公共施設産業施設社会施設等のある地域を含めているためであるe
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概要
　日本の将来推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、および国際人ロ移動について仮定
を設け、これらに基づいてわが国の将来の人ロ規模ならびに年齢構成等の人ロ構造の推移
について推計を行ったものである。将来の出生、死亡等の推移は不確定であることから、
本推計では複数の仮定に基づく複数の推計を行い、これらにより将来の人ロ推移について
・一阨揩ﾌ見通しを与えるものとしている。
　推計の対象は、外国人を含め、日本に常住する総人ロを対象とする。これは国勢調査の
対象と同一の定義である。推計の期間は、平成17（2005）年国勢調査を出発点として、
平成67（2055）年までを推計の期間とし、各年io月1E】時点の人ロについて推計する。
ただし、参考として平成117（2105）年までの人ロ（各年io月11ヨ時点）を計算して
附した。推計の方法は、人ロ変動要因である出生、死亡、国際人ロ移動について年齢別に
仮定を設け、コーホート要因法により将来の男女別年齢別人ロを推計した。仮定の設定は、
それぞれの要因に関する実績統計に基づき、人ロ統計学的な投影手法によって行った。
推計方法
　日本の将来推計人ロにおける推計方法は、これまでと同様にコーホート要因法を基礎と
している。コーホート要因法とは、年齢別人ロの加齢にともなって生ずる年々の変化をそ
の要因（死亡、出生、および人口移動）ごとに計算して将来の人0を求める方法である。
すでに生存する人ロについては、加齢とともに生ずる死亡と国際人ロ移動を差し引いて将
来の人ロを求める。また、新たに生まれる人ロについては、再生産年齢人ロに生ずる出生
数とその生存数、ならびに人ロ移動数を順次算出して求め、翌年の人ロに組み入れる。
　このコーホート要因法によって将来人ロを推計するためには、男女年齢別に分類された
①基準人口、ならびに同様に分類された　②将来の出生率（および出生性比）、③将来の生
残率、④将来の国際人ロ移動率（数）に関する仮定が必要である。本推計では、これらの
仮定の設定については、これまでと同様に各要因に関する統計指標の実績値に基づいて、
人ロ統計学的な投影を実施することにより行った。ただし、将来の出生、死亡等の推移は
不確定であることから、本推計では複数の仮定を設定し、これらに基づく複数の推計を行
うことによって将来の人ロ推移について一定幅の見通しを与えるものとしている。
基準人ロ
　推計の出発点となる基準人ロは、総務省統計局『平成17年国勢調査』による平成17
（2005）年10月1日現在男女年齢各歳別人ロ（総人ロ）を用いた。ただし、年齢「不詳」
の人ロを各歳別に按分して含めた（年齢「不詳」の按分は都道府県ごとに行い、これを合
計して全国の人ロとしている）。
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出生率、および出生性比の仮定
　本推計において将来の出生数を推計するためには、当該年次における女性の年齢別出生
率が必要である。これを推計する方法として、本推計ではコーホート出生率法を用いたe
これは女性の出生コーホートごとにそのライフコース上の出生過程を観察し・出生過程が
完結していないコーホートについては、完結に至るまでの年齢ごとの出生率を推定する方
法である。将来各年次の年齢別出生率ならびに合計特殊出生率は、コーホート別の率を年
次別の率に組み換えることにより得る。なお、今回の推計では、出生率動向の測定の精密
化を図る観点から、日本人女性に発生する出生に限定した出生率を対象に動向の把握を行
い、これに基づいて総人ロの出生動向を推計した。したがって、以下に記述する結婚、出
生に関する指標の仮定値は、すべて日本人女性人ロに関するものである。
　コーホートの年齢別出生率は出生順位別に生涯の出生確率、出生年齢等を指標としたモ
デルによって統計的推定ないし仮定設定が行われた。すなわち、出生過程途上のコーホー
トでは、過程途上の実績値により生涯の出生過程の統計的推定を行うが、実績値が少ない
か、あるいはまったく存在しない若いコーホートについては、参照コーホートに対して別
途推計された指標をもとに各コーホートの出生過程完了時の指標を算出した。なお、参照
コーホートは平成2（1990）年生まれとし、その初婚行動、夫婦の出生行動、ならびに離
死別・再婚行動に関する各指樗iを実績統計に基づいて投影により求め、それらの結果とし
て算定されるコーホート合計特殊出生率、ならびに出生順位別分布を定めた。
　なお、出生率の将来推移は不確定であることから、出生仮定についてはこれまでと同様
に以下の三つの仮定（中位、高位、低位）を設け、それぞれについて将来人ロ推計を行う
こととした。これにより現状から見た出生変動にともなう将来人ロの想定し得る変動幅を
与えるものとしている。
出生中位の仮定について
①コーホート別にみた女性の平均初婚年齢は昭和30（1955）年出生コーホートの24．9
歳から平成2（1990）年出生コーホー一トの282歳を経て、平成17（2005）年出生コ
ーホートで28，3歳に至り以後は変わらない。
②生涯未婚率は昭和30（1955）年出生コーホートの58％から平成2（1990）年出
生コーホートの23．5％を経て、平成17（2005）年出生コーホートで23．6％に至り以
後は変わらない。
③夫婦の完結出生児数は、晩婚・晩産の影響および夫婦の出生行動の変化によって変動す
る。夫婦の出生行動の変化を示す係数（結婚出生力変動係数）は、妻が昭和io（1935）
～29（1954）年出生コーホートを基準（1D）として以後低下し、平成2（1990）年
出生コーホートの0．906を経て、平成i7（2005）年出生コーホートでQ902に至り
以後は変わらない。この係数と①②に示される初婚行動の変化によって、夫婦の完結出生
児数は昭和28～32（t　953’－57）年出生コーホートの2．19人から平成2（1990）年
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出生コーホートの1．70人を経て、平成17（2005）年出生コーホートで1．69人まで低
下し、以後は変わらない。
④出生率に対する離婚や死別、再婚の効果は、それらを経験した女性の完結出生児数とそ
れら配偶関係構造変化の動向により求めた。その結果、出生過程を完結した初婚どうし夫
婦の出生水準を基準（1．0）として、離死別・再婚の効果は、昭和30（1955）年出生コ
ーホートの実績値Q952から平成2（4990）年出生コーホートのO．925まで進み以後
は変わらない。
　以上、①～④の結果から、日本人女性のコーホート合計特殊出生率は、昭和30（G955）
年出生コーホー十の実績値1　．964から平成2（1990）年出生コーホートの1．202を経
て、平成17（2∞5）年出生：コー一ホー十の1．198に至り以後は変わらない。以上により
得られたコーホート年齢別出生率を年次別の出生率に組み替え、さらに実績から求めた外
国人女性出生率とのモーメント間の関係を一定と仮定して総人ロの出生率を構成した。こ
の出生率構成に対応する人ロ動態統計と同定義の出生率（外国籍女性が生んだ日本国籍出
生児も含めた出生率一下式参照）を推計の際に算出することができるが、その結果によれ
ば合計特殊出生率は、平成17（2005）年の実績値126から平成48（2006）年に129
となった後、平成25（201　3）年の121まで穏やかに低下し、その後やや上昇に転じて
平成42（2030）年の1．24を経て、平成67（2055）年には1．26へと推移する。
　　　　　　人曜態繍ゆ含計特殊嵐生率の定義
（舗殊出生率｝一
Q轟＿〔鴛勲欝1藝〕難欝
出生高位の仮定について
①｝ボート別1こみ敏性の平均鵬年齢は平成2（1990）年出生＝一ボートの27・8
歳まで進み、平成17（2005）年出生コーホートまでほぼ同水準で推移し以後は変わらな
い。
②生涯未婚率は職2（1990）年出生コーホートの179％を経て・職17（2∞5）
年出生コーホートで17．1％に至り以後は変わらない。
③夫婦の出生行動の変化を示す結婚出生力変動係数は、妻が昭和to（1935）～29
（1954）年出生｝ボートをee（1・．O）として膿一旦低下するが・平成2（1990）
年出生コーホートまでに再び1　．0に回復する。この係数と上記の初婚行動の変化によって、
夫婦の完結出生児数は平成2（1990）年出生コーホートの1・・91人を経て・平成17
（2005）年出生コーホート以後はほぼ同水準で変わらない。
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④出生率に対する離死別、再婚の効果は、昭和30（G955）年出生コー一一ポートの実績値
O．952から平成2（1990）年出生コーホー一トの0．938まで進み以後は変わらない。
　以上、①～④の結果から、ロ本人女性のコーホート合計特殊出生率は、昭和30（1955）
年出生コーホートの実績値1．964から平成2（1990）年出生コーホートの1．467を経
て、平成17（2005）年出生コーホートの1．478に至り以後は変わらない。以上に対応
する人ロ動態統計と同定義の合計特殊出生率は、平成17（2005）年の実績値126から
平成18（2∞6）年に1　．32となった後、平成42（2030）年に1．53を経て、平成67
（2055）年には1．55へと推移する（表4－1、図　4－1）。
出生低位の仮定について
①コーホート別にみた女性の平均初婚年齢は平成2（1990）年出生コーホー一トの287
歳を経て、平成17（2∞5）年出生コーホートで28．8歳に至り以後は変わらない。
②生涯未婚率は平成2（1990）年出生：コーホートの2－ZO％まで進み、平成17（2005）
年出生コーホートで2－Z4％に至り以後は変わらない。
③夫婦の出生行動の変化を示す結婚出生力変動係数は、妻が昭和10（1935）～29
（1954）年出生コーホートを基準（10）として以後低下し、平成2（1990）年出生コ
ーホートの0838を経て、平成17（2005）年出生コーホートで0825に至り以後は
変わらない。この係数と上記の初婚行動の変化によって、夫婦の完結出生児数は平成2
（1990）年出生コーホートの1．52人まで低下し、平成17（2005）年出生コーホート
で1．49人に至り以後は変わらない。
④出生率に対する離死別、再婚の効果は、昭和30（1955）年出生コーホートの実績値
Q952から平成2（1990）年出生コーホートのσ918まで進み以後は変わらない。
　以上、①～④の結果から、日本人女性のコーホート6計特殊出生率は、昭和30（1955）
年出生コーホートの実績値1．964から平成2（1990）年出生コーホートのi．022を経
て、平成17（2005）年出生コーホートのσ999に至り以後は変わらない。
以上に対応する人ロ動態統計と同定義の合計特殊出生率は、平成17（2∞5）年の実績値
126から平成18（2006）年に127となった後、平成38（2026）年に1．03台まで
低下し、その後わずかに上昇を示して平成67（2055）年には1D6へと推移する。将来
の出生数を男児と女児に分けるための出生性比（女児数100に対する男児数の比）につい
ては、2001～2∞5年の5年間の実績値である1　05．4を、平成18（2∞6）年以降一
定として用いた。
生残率の仮定（将来生命表）
　ある年の人ロから翌年の人ロを推計するには男女年齢各歳別の生残率が必要である。将
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来の生残率を得るためには将来生命表を作成する必要がある。本推計ではこれを作成する
方法として現在国際的に標準的な方法とされるリー・カーター・モデルを採用しつつ、こ
れに対して世界の最高水準の平均寿命を示すわが国の死亡動向の特徴に適合させるため・
新たな機構を加えて用いた。リー・カーター・モデルは、「平均的な」年齢別死亡率・死亡
の一一ee的水準（死亡指数）、死亡の一般的水準が変化するときの」年齢別死亡率変化率および
誤差項に分解することで、死亡の一般的水準の変化に応じて年齢ごとに異なる変化率を記
述するモデルである。本推計では過去の死亡率曲線にロジスティック曲線を当てはめて、
その年齢シフト量と勾配に関するパラメータを推定し、これによる高齢死亡率の年齢シフ
トを考慮した上でリー・カーター一一・モデルを適用することによって、死亡率改善の著しい
わが国の死亡状況に適合させた。
　死亡指数の将来推計にあたっては、最近35年間に徐々に緩やかになっている死亡水準の
変化を反映させるために、昭和45（1970）年以降のデータを用い、男女の死亡率の整合
性を図る観点から両者同時に関数当てはめを行った。年齢シフト量については過去10年間
の死亡指数との線形関係を用いて将来推計し、勾配については直近の平均値（男性10年分、
女性d5年分）を将来に向けて固定した。
　なお今回の推計では、近年の死亡水準の改善が従来の理論の想定を超えた動向を示しつ
つあることから、今後の死亡率推移ならびに到達水準については不確実性が高いものと判
断し、複数の仮定を与えることによって一定の幅による推計を行うものとした。すなわち、
標準となる死亡率推移の死亡指数パラメータの分散をブートストラップ法により求めて
99％信頼区間を推定し、死亡指数が信頼区間の上限を推移する高死亡率推計である「死亡
高位」仮定、下限を推移する低死亡率推計である「死亡低位」仮定を付加した。以上の手
続きにより求められたパラメータと変数から最終的に平成67（2055）年までの死亡率を
男女別各歳別で算出し、将来生命表を推計した。
①死亡中位の仮定について
標準的な将来生命表に基づくと、平成d7（2005）年に男es　78．53年、女性85．49年で
あった平均寿命は、平成22（201　O）年には男性79．51年、女性86．41年、平成42
（2030）年には男性8188年、女if　88．66年、平成67（2055）年には男性83．67
年、女性9034年となる（表4－2、図4－2）。
②死亡高位の仮定について
死亡高位の仮定では、中位仮定に比べて死亡率が高めに、したがって平均寿命は低めに推
移する。その結果、この仮定においては、平成67（2055｝年の平均寿命は男性82、41年、
女性89．17年となる。
③死亡低位の仮定について
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死亡低位の仮定では、中位仮定に比べて死亡率が低めに、したがって平均寿命は高めに推
移する。その結果、この仮定においては、平成67｛2055｝年の平均寿命は男性84．93年、
女ms　91　．51年となる。
国際人口移動率（数）の仮定
　国際人ロ移動の状況は、わが国における国際化の進展や経済瘡勢の変化にともなって大
きく変化する。さらに、わが国の入国管理政策や規制、あるいは諸外国における経済・社
会情勢、同時多発テ［〕や新型肺炎の流行などに晃られる一時的諸事情によっても変動する。
実績を見ると国際人ロ移動の動向は、日本人と外国人では異なった推移を示している。また
理論的には外国人の入国数は、わが国の人ロ規模ならびに年齢構造とは独立に生じ得るeそ
のため、本推計においては国際人ロ移動の仮定は日本人と外国人とに分け、日本人の入国
超過率、ならびに外国人の入国超過数の2種類について仮定を設定した。
　日本人の国際人ロ移動の実績を見ると、概ね出国超過を示しており、またその動向は比
較的安定していることから、1995～2005年における日本人の男女年齢別入国超過率（純
移動率）の平均値を求め（ただし、同時多発テロおよび新型肺炎の影響年である2001・－
2004年を除く）、偶然変動を除くために平滑化を行った上で平成18（2006｝年以降の日
本人の入国超過率として設定した。
　外国人の国際人ロ移動の実績を見ると、近年大きな変動がみられるものの概ね入国超過
数が増加傾向を示している。主要な相手国ごとの入国超過数の実績動向を将来に投影して
平成18（2006｝年から平成37｛2025｝年まで男女別入国超過数を求めた。なお、平成
38（2026｝年以降は一定とした。また、男女別外国人入国者の年齢別割合は、2000年以
降比較的安定していることから、2000～2∞5年の平均値を補整し、平成18｛2∞6）年
以降一定とした。
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推計期間
　推計は，2000（平成12）年から2025（平成3η年までの25年間に対し，各年10月1
日現在について行った。
推計方法と推計結果
　推計の主要な部分は世帯推移率法を採用し，日本の将来推計人ロ（平成t4年1月推計）
を基礎として，国勢調査による一般世帯の2000年までの世帯形成動向を将来に延長した、
推計の結果は，男女別，5歳階級別，家族類型別世帯主数を示した家族類型よ「単独世
帯」「夫婦のみの世帯」「夫婦と子から成る世帯」「ひとり親と子から成る世帯」「その他の
一般世帯」の5類型である．
推計結果の概要
一般世帯総数
日本の将来推計人ロ（中位推i計）によると，総人ロは2006年のf億2，774万人をピーク
として以後減少に転じるのに対し，一般世帯総数のピークは201　5年の5，048万世帯で，
総人ロより9年遅れて減少に転じる．2025年の一般世帯総数は4、964万世帯で，2000
年の4、678万世帯から286万世帯の増加となる．
（千世帯）
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図5－dO　一般世帯総数の推移図
u⊃l8
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平均世帯人員
　全推計期間に渡って平均世帯人員の縮小が続く．この結果，平均世帯人員は2000年の
2．67人から，2025年の2．37人まで縮小する．ただし縮小の速度は，次第に緩やかにな
る．
3．30
3．10
　2．90A人
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図5－11　平均世帯人員の推移
家族類型別一般世帯数
　「単独世帯」．「夫婦のみの世帯」，「ひとり親と子から成る世帯」が増加し，「夫婦と子か
ら成る世帯」「その他の一般世帯」が減少する．すなわち小人数の世帯が増加することが
平均世帯人員の縮小と対応している．2000年から2025年の間に，「単独世帯」はi，291
万世帯から1，716万世帯へ，「夫婦のみの世帯」は884万世帯から1，029万世帯へ，「ひ
とり親と子から成る世帯」は358万世帯から479万世帯まで増加する．一方，同じ期聞
に「夫婦と子から成る世帯」はt492万世帯から1　，200　Zi世帯へ「その他の一般世帯」
は654万世帯から540万世帯へと減少する．
世帯主が65歳以上または75歳以上の世帯
　世帯主が65歳以上の世帯は，2000年の1，114万世帯から2025年の1，843万世
帯まで，ほぼ730万世帯増加する．家族類型別では，「単独世帯」の割合が増え．「その他
の一般世帯」の割合が低下する．特に75歳以上の「単独世帯」は，2000年の139万世
帯から2025年の422万世帯までほぼ3倍になる．
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　千葉大学に入学したのは、約30年前で、西千葉駅がまだ高架になっておらず、図書館も
1日館しかなく、カフェテリア食堂もなかったころです。通常の3倍の時間をかけて博士論
文をまとめたということになります。体に無理が利く40歳代のうちに学位をとろうと思い
それは実現できそうですが、いつの間にか無理ができない体力になっているようです。ま
た、安藤先生の指導を受けられるうちに学位をとろうとも思いました。
　私のようなものがこうして論文をまとめることが出来たのも、ひとえに安藤先生のご指
導のおかげであります。研究の方向性が見出せないとき、10歩も20歩も先のイメージを
ご提示いただき、私はただただそれに沿って歩んできたように思います。ご指導頂きたこ
とに報いるために結果を出したいと思い努力しましたが、時間は有限であり多くの仕事を
残しつつ、一旦本論文にて締めくくることにいたしますe
長い間大変お世話になりました。ありがとうございました。
　本論を審査していただいた、川瀬先生、中山先生、高橋先生大変お世話になりました。
厚く御礼申し上げます。場面、場面で適切なご指導を頂きましたe先生方の教育者として
の暖かい指導力を学ぱせていただきました。千葉大学を選んで良かったと思える瞬間でも
ありました。
　また、論文を一緒に進めてきた研究室の皆さんお世話になりました。「システムダイナミ
クスを用いた住宅生産の分析」に係わる研究は10数年にわたり、千葉大学　安藤研究室で
何人かの方が、卒論、修論、その他の論文で手掛けてきました。
久保好史さん
桑原弘志さん
松本朋之さん
などの方々の実績を参考にさぜていただきました。ありがとうございました。また、博士
後期過程を一緒に過ごさせていただいた、劉智さん、田澤周平さんありがとうございまし
た。同じ時聞を共有できたことを感謝いたします。
　最後に、お名前は挙げませんでしたが、今まで安藤研究室でお世話になった皆さまのご
好意に感謝して謝辞といたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年1月31日
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